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◼ 背景

企業が従業員の健康管理に経営的な視点から取り組む「健康経営」が

広がりを見せている。経済産業省では、優れた健康経営に取り組む法人

の見える化を目的に、健康経営銘柄及び健康経営優良法人認定制度

を推進しており、同制度の令和３年度の申請数は、大企業・中小企業

を合わせて１万５千件を超え、認定審査に用いる健康経営度調査の回

答データの蓄積が進んでいる。

➢ 本事業においては 、 これまでの健康経営度調査 の回答データ等 を

最大限有効に活用し、 健康経営に取り組む効果やメリ ットに関する

調査分析を実施する。

◼ 目的

• 健康経営の効果分析の目的

➢本事業においては、これまでの健康経営度調査の回答データ等を

最大限有効に活用し、健康経営に取り組む効果やメリットに関す

る調査分析を行う。

• 顕彰制度の輸出に係る調査の目的

➢ 国内での健康経営の広がりを踏まえ、国外にも日本ブランドとし

て健康経営を普及促進しうる可能性について下記を実施する。

• ルールメイキングの目的

➢国際的に 議論が進展している 非財務情報開示の 枠組みを日

本が主導する形で 「従業員の健康への配慮」に関する各指標を

位置付けられれば、 健康経営に取り組む企業の国際的な価値

向上、海外からの投資促進や人材獲得等の呼び水になることも

期待されるため、ルールメイキングに必要な指標等に関する調査を

実施する。

• 市場展望の目的

上記の調査を有機的に連携させ 、国内外における健康経営の

更 なる普及促進 に取り組み、 健康経営をはじめとする予防・健

康づくり のアプローチ に資する 新規ビジネス の 創出等を推進する

観点 から、ヘルスケア産業の市場変化及び展望の調査を通じて

情報 を整理 し 、 需給両面でヘルスケアサービスの社会実装を

推進することを本事業の目的とする
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背景・目的

本事業の背景と目的は以下の通りである
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国内外での健康経営の普及促進に係る調査の全体像は、以下の通りである

-１．新たな需要創出に向けた

顕彰制度の輸出

・海外リサーチ会社のリサーチャーによ

る各種有料レポートとパブリックドメイ

ン情報に基づくデスク調査

事業実施報告書

のとりまとめ

✓ 上記の４つの調査で整理した事項を基に、健康経営を軸にした今後の

ヘルスケア産業の展望をとりまとめる

• 6か国の政策と有効性、労働安

全衛生、日系企業市場展望等

に基づく対象国選定

• 健康経営関連商品サービスの分

類整理、展開可能はサービス

（案）アプローチ方法（案）

• 顕彰制度の展開（案）

・資本市場における基準等と健康経

営指標とのマッピング、イニシアチブの

特徴等の整理、健康経営に関する

海外取り組みの開示調査・ヒアリング

-２．非財務情報開示の枠組みにお

けるルールメイキング

国内外の文献調査

• グローバルで通用する健康経営指

標の整理

• 非財務情報開示のイニシアチブ選

定及びアプローチ案

• 日系企業等の健康経営に関する

海外取り組み内容及びヒアリング

結果

新たな需要創出策と供給支援策を一体

的に検討する観点から、今後の成長が見

込まれる領域についての検討

成果物

（１）効果分析に関する調査 （２）国際展開に関する調査
（３）ヘルスケア産業の市場変化及び

展望に関する調査

イ
ン
プ
ッ
ト

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

調査の概要

KPI指標の深堀分析及び

健康経営実施施策の効果検証

ヘルスケア産業の市場変化及び展望

に関する調査

• これまでの健康経営度調査の回答

データ等を最大限有効に活用し、健

康経営に取り組む効果やメリットに

関する調査分析を実施

• 既存のヘルスケア産業の市場

分類整理

• ヘルスケア産業の市場規模の

推移について分析

• 今後のヘルスケア産業の展望に

ついて分析

• 「プレンティーイズム」「アブセンティーイ

ズム」「ワークエンゲイジメント」「活性

度や風通しの良さ」「信頼度・満足

度」に対する企業の把握方法の見

える化

• 経営目線での健康経営の期待効

果、および健康経営の課題・実施

結果・効果の見える化

下記項目を整理 下記項目を整理 下記項目を整理 下記項目を整理
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エグゼクティブサマリ

国内外の健康経営の促進に係る調査の全体を俯瞰した結論

（３）市場変化・展望

• 市場規模の推計にあたり、ヘルスケア産業に

包含されるサービスを精査することが必要にな

る。

• しかし、ヘルスケア産業の定義が曖昧なため、

個々の産業などによる変動は市場推計に与

える影響が大きく、今後はヘルスケア産業の定

義を明文化するとともに、追加・除外の基準を

明示することが必要である。

（２）ー２ルールメイキング

• 国際的な基準・枠組み等のうち健康経営指標を

最も多くカバーするGRIの指標について、関連する

具体的な取り組みを推進するために、活用できる

可能性がある。

• 健康経営が企業価値向上へ寄与することを示す

ことで、有用な取り組み・情報開示としてグローバル

での利用価値が高まる可能性がある。

• グローバルでの統一した取り組み実施は個人情報

保護の観点、医療・保険制度や文化等の違いか

ら難しいが、健康経営に関する共通認識の周知・

啓発のもとで、各国や地域に応じた取り組み実施

は可能であり、実際に取り組みを進める企業も複

数ある。

国内外

健康経

営の普

及促進

（１）効果分析に係る調査

• KPIの深堀分析から、設問構成や選択肢に

関して、自由記述から抽出した視点・単語を

参考に改良案の示唆が得られた。

• さらに、KPI指標に対する多様な把握方法が

見える化され、これらを認知し健康経営方針

検討の一助となることが期待できる。

• 効果分析から、健康経営施策に関して、課

題の内容・把握方法、施策の内容・対象者、

効果検証方法など健康経営方針検討に繋

がる具体的な特徴が明示化された。

• さらに、健康経営のメリットとして、「心身の健

康維持増進」「産育休及び復帰支援の達

成」などの視点が確認された。

（２）ー１顕彰制度の輸出

• 大規模上場企業に対する福利厚生の開示義務

化が伴い、インド市場は、職域のウエルネスや予

防医療への注目が高まっている。

• 日本企業は、HRテック&マネジメント企業とジョイ

ントベンチャー等を通して、包括型H＆PMサービス

展開、アプローチが可能である。

• 他国事例の調査から、商工会議所や公的な国

際機関、姉妹都市を通して顕彰制度の輸出・展

開が開始可能である。
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（１）効果分析に係る調査のエグゼクティブサマリ 各社による分析

健康経営度調査回答データと各社独自指標に基づく従業員の健康・生産性指標等との相関関係・

因果関係の分析を行った

テーマ

因果関係

分析

目的 結論・示唆

• ワークエンゲージメント関

連等の指標サーベイ結

果を元にした因果関係

分析

• 健康経営優良法人か否かの2群で分析した結果、全ての項目に対して健康経営優良法人の方がスコアが高い。さら

に、仕事内容を除いた項目については、統計定的に有意な差があることが確認

• コミュニケーション促進に向けての企業サイドの取り組みと従業員の会社の中でのコミュニケーションに関する満足度につ

いて分析した結果、非健康経営優良法人のみ施策数と従業員満足度との間に統計的に有意とまでは言えないが、

負の相関

※株式会社ラフールよる分析

• メンタルヘルス関連等の

指標サーベイ結果を元

にした因果関係分析

• 健康経営で上位の認定を受けている企業ほど、ワークエンゲイジメントが良好

• 健康経営度評価結果および調査票への回答内容の開示に積極的な企業群で、エンプロイーエンゲイジメントが良好

• パワーナップ等仮眠制度を導入している企業で、ストレス、ワークエンゲイジメント、エンプロイーエンゲイジメント)が良好

• 喫煙率の高い企業ほど、エンプロイーエンゲイジメントが低い

※株式会社アドバンテッジリスクマネジメントによる分析

• プレンティーイズム低減、ワークエンゲイジメント向上に効果のある施策（休職、アルコール、喫煙）が確認

• プレンティーイズム低減、ストレス低減に効果のある施策（休息、アルコール）が確認

※株式会社イトーキによる分析

• 健康経営の効果と健康経営の取組状況に有意な関連はみられなかったが、健康経営に取り組んでいる企業ほどポ

ケットセラピストによるアウトカムの改善が大きい傾向

• 健康経営銘柄/ホワイト500/優良法人/未取得で比較したところ、有意差はないものの、「うつリスク」の改善度合いの

みが未取得企業と比較して、取得企業では大きい傾向

• 健康経営に取り組んでいる期間が長い企業は労働生産性が高い傾向

※株式会社バックテックによる分析

• 継続的な 健康経営の

施策と各種指標との関

係分析

• プレゼンティーイズム関連

等の指標サーベイ結果

を元にした因果関係分

析

関係分析
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（１）効果分析に係る調査のエグゼクティブサマリ

健康経営度調査回答データを用いたテキスト分析により、設問設計の改良および健康経営の方針を

検討する際の参考となる結果と示唆を得た

テーマ

KPI指標の

深堀分析

目的 結論・示唆

効果

分析

• 方針検討の一助

• 5つのKPI指標に対する多様な把握方法が見える化された

• 本分析結果を他社の参考事例として企業に共有することで、多様なKPI指標の把握方法を認知する契機となることが

期待できる

• 設問設計の改良

• KPIの把握方法（Q71）を問う自由記述については、「手段」「観点」の視点が頻出していた。設問意図に沿った回答

が得られていると思われる

• 「評価方法、調査対象、頻度」などの記述もみられた。本分析結果を参考に、現状の設問設計の改良案が示唆された

• 選択肢については、1社も選択していない選択肢が複数確認された。自由記述から抽出した把握方法に関する単語を

参考に、選択肢の入れ替えが望まれる

• 経営上の課題と健康経営のつながりを定量的に確認できた。今後さらに健康経営を拡大させるための方針検討の一

助になると思われる

• 健康経営のメリットとして、「心身の健康維持増進」「ワークエンゲイジメント向上」「産育休及び復帰支援の達成」などの

視点が明示化された

• 健康経営施策の課題テーマごとに、具体的な課題や、施策内容、効果検証方法などの視点が発見された。他社参考

事例として企業に共有することで健康経営実施イメージの具体化に活用できると示唆される

• 健康経営で解決したい経営上の課題（Q18）テーマのうち、約半数の企業が「パフォーマンス向上」に回答しており、偏

りがみられた

• 自由記述から得られた新たな視点をもとに、経営上の課題テーマの選択肢に「育児・介護・治療との両立」を追加するこ

とが検討された

• 健康経営実施による期待効果として、自由記述で頻出した10個の視点をもとに、設問設計を再検討することで、回答

者の負担軽減・回答の妥当性向上に寄与することが期待できる

• 健康経営の施策レベルでの課題（Q72）テーマのうち、「メンタルヘルス等の予防・対応」が30.3%と最多で、「疾病の

発生予防」27.2%、「労働時間の適正化・ワークライフバランス」26.5%と、選択肢に偏りがみられた

• 方針検討の一助

• 設問設計の改良



9 令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

（２）ー１ 顕彰制度の輸出のエグゼクティブサマリ

海外リサーチャーが、各種市場レポート及びパブリックドメイン情報を活用したデスクトップ調査を行い、

国内コンサルタントと協働することにより本調査の結果と示唆を得た

テーマ

健康経営

関連商品・

サービスの

展開

目的

• 健康経営関連商品・サービスの展開の

素地となる情報整理に基づく対象国

の選定を行う

• 対象国への健康経営関連商品・サー

ビスの推奨分類（案）を提案する

• 対象国への健康経営関連商品・サー

ビスの推奨分類の展開アプローチ方法

（案）を提案する

結論・示唆

• 6か国調査に基づき、健康経営関連商品・サービス及び顕彰制度の輸出の素地となると考えられる4項

目13要素の定量・定性情報を3段階に点数化*1した上で、日本の医療機関、健康経営関連製品サー

ビスの海外展開を手掛ける有識者にヒアリング調査した結果、インド市場を調査対象とした

• 大規模上場企業に対する福利厚生の開示義務化が伴い、インド市場は、職域のウエルネスや予防医

療への注目が高まっている。また、医療DXは、保険・健康領域へ及んでいる

• H＆PMサービス全種別のインド国内100社調査により、1)規制の強さ、2)日本との文化の違い、及び

3)市場競争力優位性の観点から、参入障壁が低い３つの単一型H＆PMサービス分類が推奨される

✓ 単一型：健康経営推進コンサルティング、企業向けマッサージ・スパサービス、健康管理システム

✓ 包括型：包括的なフィジカルおよびメンタルウエルビーイングサービス

• 包括型のH＆PMサービスを展開するには、HRテック＆マネジメント企業*2（日本企業、インドに進出

済みの日系企業、インドの企業いずれか）とH＆PMサービスプロバイダ*3のジョイントベンチャーが鍵で

ある

顕彰制度

の輸出

• 健康経営の顕彰制度輸出係る示唆

及び提案する

• インド政府自体が自国の民間企業を表彰する機会が非常に限られており、日本政府が独自にインド

企業を直接表彰することは難しい

• インドとアメリカ、インドとフランスにおいては、両国の企業を表彰する制度が各商工会議所の貿易団体

において運用されていることからも、商工会議所や公的な国際機関、姉妹都市を通して顕彰制度の輸

出・展開が開始可能である

*1 点数化の基準は、後述の「健康経営の顕彰制度の輸出の対象国選定 スコアリング方法一覧」を参照ください。

*2 従来型及びAI＆ML技術で人材マネジメント・採用を行う事業者 *3 従業員のウェルネスや各種H&PMプログラムを含む人事ソリューションを包括的に提供する事業者



10 令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

（２）ー２ ルールメイキングのエグゼクティブサマリ

健康経営指標の国際展開に向けて、資本市場において多く利用されている基準や枠組み等とのつ

ながりや健康経営の取り組みをグローバルに展開する企業の先行事例を考慮することが考えられる

テーマ

グローバル

で通用する

健康経営

指標の調

査

目的

Phase1

• 資本市場における人的資本開示との

整合性や関連性を踏まえ、グローバル

で通用する健康経営指標を抽出

結論・示唆

日系企業

の海外支

社や事業

所での取り

組み等の

調査

Phase3

• 開示情報における日系企業の海外支

社や事業所での取り組みの実態を把

握

• 「健康経営銘柄2022」に選定された50社が開示している統合報告書やホームページなどを閲覧し、健

康経営に関する海外取り組みの内容や海外子会社等の状況を総合的に判断し、数社をヒアリング対

象企業として選定、ヒアリングを実施。その結果、各国の個人情報の取り扱い、医療制度や健康保険

制度、文化、健康に対する考え方などの違いから、グローバル共通での取り組みや指標の設定につい

てハードルが高い等の意見があった。その中で、健康経営に関してグローバル全体に向けて周知・啓発し、

健康増進の取り組みについては各国、各地域で現地の状況に応じて、現地の管理のもと実施すると

いう企業もあった

国際展開

に向けたア

プローチ方

法の検討

Phase2

• 国際的な基準や枠組み等に将来的に

健康経営の考え方や健康経営指標を

反映させるためのアプローチ方法を検討

• 資本市場で多く利用されている4つの国際的な基準や枠組み等について、『経済産業省 令和3年度

健康経営度調査』の調査票の「健康経営銘柄の選定、健康経営優良法人の認定に関する要件」

に記載の評価項目のうち、必須とされている項目および実施が要件とされている項目等をベースにマッ

ピングを実施。その結果、GRIが健康経営指標を最も多くカバーしており、健康経営度調査の設問は

より詳細な内容となっているため、GRIの指標に関連する具体的な取り組みを推進するために健康経

営指標を活用できる可能性について示唆を得た

• 非財務情報開示のイニシアチブの特徴や開発状況を整理し、健康経営を国際的な開示基準や枠組

みとするための視点及び視点に紐づく推進策例を提示。健康経営が企業価値向上へ寄与することを

示すことで、有用な取り組み・情報開示としてグローバルでの利用価値が高まる可能性がある



11 令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

（３）市場変化・展望

ヘルスケア産業は健康経営及びPHRの政策効果を含めて、2050年に約77兆円規模に拡大する。特
に、IT活用等による個人の行動変容を目指す商品・サービスが継続的に拡大する

テーマ

ヘルスケア

産業に係る

市場規模

の推計

目的

• 既存のヘルスケア産業の分類を整理し、

市場全体を概観する

• 2050年におけるヘルスケア産業の市場

規模を推計し、健康経営等の政策効

果を検証する

• 2050年に向けた成長見込みのある商

品・サービスを抽出し、成長の要因を分

析する

結論・示唆

• 2050年時点でのヘルスケア産業全体の市場規模は、各商品・サービス分野の成長により約59兆円ま

で拡大することが推計される。くわえて、健康経営及びPHRの推進という政策効果により更に約18兆

円拡大し、合計約77兆円まで成長する

• 各商品・サービス分野のうち、高齢者人口の増加に伴い、要支援・要介護者向け商品・サービス、疾

患・介護共通商品サービスが大きく成長する

• また、IT管理によるライフログデータの活用やVR・ARの活用による継続支援等、個人の行動変容につ

ながる商品・サービスが出現している関連市場、特にヘルスツーリズムやフィットネスクラブ市場は継続的

に拡大することが想定される

• 拡大を続ける分野がある一方で、キーとなる商品・サービス（たとえば、ライフログデータを収集するウェアラ

ブル端末）の普及率や人口動態等により、2050年までに市場が飽和する分野も存在する



第二章 健康経営の効果分析に関する調査

12 令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）



（１）健康経営の効果分析に関する調査

既存の分析結果の公表資料を収集しリスト化
・概要とアプローチ

13 令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）



14 令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

（１）健康経営の効果分析に関する調査

①既存の分析結果の公表資料を収集しリスト化、②リデザイン

既存の分析結果、公開情報を効率的に収集し、目的に応じた可視化/リデザインを行った

実施にあたり

✓ 目的と概要

普及に向けた課題としては、健康経営に取り組む効果やメリットの可視化が挙げられる。

本調査では、健康経営度調査等のデータと各種統計データとの突合等を通じ、多方面から調査分析を行うことで、継続的な健康経営の実践によっ

て従業員の心身の健康状態や生産性・エンゲイジメント、職場環境、企業業績・株価等にどのような効果があるか、因果関係を明らかにするとともに、

その結果を効果的に情報発信することで、健康経営に取り組む企業の裾野拡大及び質の向上を図る。

✓ ポイント

調査目的を理解し、メッセージドリブンで柔軟な調査を行うことが重要である。調査設計においては、調査結果のアウトプットフレームを策定し、調査

データのソースを早期に決定することで効率的な調査を行う。

アプローチ

✓ 下記のアプローチに示すように、事前準備を充分に行い、経済産業省・関係者と適宜調整を行い、調査を有効にする

Step1

情報整理

Step2

フレームワーク

の検討

Step3

ソースの特定

Step4

調査・分析・

結果の可視化

• 調査結果、エビデンス

レベルにより、収集す

る情報も異なることか

ら、ソースをの検討・

特定を行う

• リサーチ項目の整理

• 決定したリサーチ項目

に基づき、調査を実

施

• 重複・関連性の高い

ものについて、最終

チェックを行う

• フレームへの落とし込

み

• 調査結果のまとめ

• 調査概要の整理

(目的別メッセージ、

訴求ポイントの整

理）

• 国内外の既存情報

（健康経営の効果

に関する分析結果の

公表情報）の収集

• 調査の情報を基に、

調査のフレームワークを

検討する

• 既存フレームとエビデン

スレベル等の軸を検

討し、選定する

• 既存情報とのFit＆

Gapより、追加調査

事項の整理

Step5

リデザイン

• 目的別のメッセージと

のFit＆Gap

• Gapについては、あら

たフレームの検討・フ

レームの再構築

• 新たなフレームへの落

とし込み

Step6

調査結果のまとめ

• 進捗状況をとりまとめ、

経済産業省・関係者

に送付し、フィードバッ

クを得た後、結果を

確定する

• 報告書を作成する

①既存の分析結果の公表資料を収集しリスト化 ②リデザイン



15

健康経営施策に関する効果分析と情報発信の流れ

それぞれで健康経営の効果分析・研究を整理したうえで、健康経営ポータルサイトや健康
投資WGに提示に向けて資料化を実施した

◼ 健康経営度調査回答データ提
供研究リスト

◼ 野村證券委託分析結果

◼ DTDA分析結果

効果分析・研究のinput

◼ 効果検証(1)-①、②

◼ 効果検証(1)-③
◼ 4社への分析外注結果

◼ DTDAの分析結果

◼ 一覧表化

リストの集約

リストの集約

リストよりポジティブな効果が

あらわれている事例を選別し、

ストリー立てを行い、資料化する

◼ 健康投資WG

◼ 閲覧用事例リストを作成

• 事例のタイトル

• 概要

• リンク先URL
• 年度

• カテゴリ
✓ 効果の種類（プレセンティーイズム、

アブセンティーイズム、ワークエンゲイ
ジメント）

✓ 実施者の課題（企業価値向上、
離職率の低下、健康アウトカム）

✓ 効果タイムスパン（即時、長期）

健康経営ポータルサイト

施策効果の発信

◼ 過去調査で収集された事例

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）



ACTION健康経営ポータルサイト掲載項目①
タイトル 禁煙プログラムの生産性への短期的影響 備考

経営課題解決 □従業員のパフォーマンス向上
□組織の活性化
□中長期的な企業価値向上
□企業の社会的責任
□人材定着や採用力向上

Q18.経営戦略に健康経営を位置づけ、健康経営

で解決したい経営上の課題を特定していますか。

(a)健康経営で解決したい経営上の課題 選択肢

一覧

指標改善 □定期健康診断受診率
□定期健康診断後の精密検査受診率
□ストレスチェック受検率
□広く従業員に行う施策の参加状況
□ハイリスク者への施策の参加状況（保健指導継続率等）
□各施策の従業員の満足度7 労働時間の状況（残業時間等）
□休暇取得の状況（年休取得率等）
□健康診断の問診票の集計結果（喫煙率や運動習慣者率等）
□ハイリスク者の管理（治療継続）率
□従業員のヘルスリテラシーの状況
□健康診断の結果指標（適正体重者率や有所見率等）
□離職の状況（平均勤続年数を含む）
□傷病による休職の状況
□プレゼンティーイズム
□アブセンティーイズム
□ワークエンゲイジメン
□ストレスチェックの集計結果（高ストレス者率等）

Q19.健康経営の推進に関して会社全体の目的・

体制を社外に公開していますか。（1つだけ）

SQ3.（Qで「1」とお答えの場合）健康経営に関連

する各指標について、どのような実績値を開示して
いますか。（いくつでも）

健康課題解決 □健康状態にかかわらず全従業員に対する疾病の発生予防
□生活習慣病等の疾病の高リスク者に対する重症化予防
□メンタルヘルス不調等のストレス関連疾患の発生予防・早期発見・対応（職
場環境の改善等）
□従業員の生産性低下防止・事故発生予防（肩こり・腰痛等の筋骨格系の症
状や、睡眠不足の改善、転倒の予防）
□女性特有の健康関連課題への対応、女性の健康保持・増進
□休職後の職場復帰、就業と治療の両立
□労働時間の適正化、ワークライフバランス・生活時間の確保
□従業員間のコミュニケーションの促進
□従業員の感染症予防（インフルエンザ等）
□従業員の喫煙率低下

Q36.自社従業員の健康課題を踏まえ、健康経営

の具体的な推進計画等を定めていますか。

SQ1.（Qで「1」とお答えの場合）健康課題の内

容・数値目標・推進計画について具体的な内容を
ご記入ください。（重要なものについて1つ）

(a)健康課題のテーマを選択肢から選んでください。

令和4年度 ヘルスケアサービス社会実装事業（需要環境整備等事業）16



（１）健康経営の効果分析に関する調査

既存の分析結果の公表資料を収集しリスト化
・集約リスト

17 令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）



18 令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

アプローチ＆進捗状況

国内外の企業や研究機関等による健康経営効果に関する既存分析結果の公表資料を

収集しリスト分析する

進捗状況 4項目完成 4項目完成 各項目対象特定済 実施予定

①企業開示情報
より

企業開示資料
◼ 健康白書、統合報告書

等の情報から健康経営に

関する効果抽出

22企業改善効果情報
◼ 健康白書より22企業分の

健康指標、改善プロセス・

効果等をリスト化

3企業ヒアリング予定
◼ 健康指標改善効果、経

済効果分析ポテンシャル

判断にてスクリーニング

分析結果の可視化整理
◼ ヒアリング結果を踏まえた

分析結果の見直し

◼ 好事例個別整理分析

◼ 事例記載方法のまとめ

◼ 全体のトレンド表記②健康経営度調
査票より

健康経営個票データ
◼ 2023年度健康経営度調

査票の回答内容から効果

抽出

3168データ効果検証
◼ 調査票中Q72_SQ1_効果

検証①、②事例内容を抽

出リスト化

4企業ヒアリング予定
◼ 最終KPI指標記載有無、

効果検証テーマの選定、

開示状況等にてスクリーニ

ング

③学者の研究結
果により

学術文献・研究報告書
◼ 公衆衛生学会、独立行

政法人経済産業研究所

の調査研究、OECD、健康

経営度調査票データ利用

申請情報等

46件効果研究結果
◼ 健康経営に係る改善プロ

セスの独立実験及び経年

的データによる効果分析

◼ 従業員健康状況と企業の

資金調達能力、生産性

指標、企業価値等の健康

経営に関連する関係性検

証

◼ 国内外における健康経営

実施状況、効果分析

5事業ヒアリング/追加情報
請求実施検討中
◼ 研究テーマ、経済的効果

検証、実験性質、データ元

の信用性等にてスクリーニ

ング

④ロコミにより ロコミ情報
◼ 有識者からの情報、経産

省への照会案件

ソースの特定 調査・一覧化 ヒアリング調査 リデザイン



分類 基本情報 詳細

対象企業名

発行年度

① 改善前

② プロセス

③ 改善後

④ 因果関係

参考値 改善効果悪化

評価判定 選定結果

健康改善

最終KPI指標化

最終プラス効果

費用換算

備考１（健康指標記載）

備考２（アウトカム評価改善効果）

備考３（プロセス因果関係）

備考４（プロセス内容）

備考５（プロセス改善結果）

備考６（その他）

potential

詳細分析

健康経営取り組み企業効果分

析事例選定➀

19 令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

リスト項目 （1/3）

健康経営によって従業員の心身の健康状態や生産性・エンゲイジメント、企業業績・株価
等にどのような効果があるか、アカデミアや企業の発信情報収集し、リスト化した



分類 基本情報 詳細

最終KPI

最終プラス効果

費用換算

対象企業名

q72sq1_1_dfa

q72sq1_2_dfa

文献タイトル

著者

URL

対象企業

keyword

備考

論文名

URL

結論１

出所１

結論２

出所２

結論３

出所３

結論４

出所４

結論５

出所５

健康経営取り組み企業効果分

析事例選定③

健康経営取り組み企業効果分

析事例選定④

健康経営取り組み企業効果分

析事例選定②
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リスト項目 （2/3）

健康経営によって従業員の心身の健康状態や生産性・エンゲイジメント、企業業績・株価
等にどのような効果があるか、アカデミアや企業の発信情報収集し、リスト化した



分類 基本情報 詳細

年

分類１

内容

備考

出典

補正値１

補正値２

従業員の健康状態

従業員の健康状態2

従業員の健康状態3

従業員の業務パフォーマンス（いわゆる生産性）

従業員の業務パフォーマンス（いわゆる生産性）4

企業業績

企業業績5

企業業績6

企業価値

企業価値7

過年度効果検証リスト

（更新版）
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リスト項目 （3/3）

健康経営によって従業員の心身の健康状態や生産性・エンゲイジメント、企業業績・株価
等にどのような効果があるか、アカデミアや企業の発信情報を収集し、リスト化した



（１）健康経営の効果分析に関する調査
各種統計データに基づく従業員の健康・生産性指標等との

相関関係・因果関係分析

・各分析の位置付け
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（１）健康経営の効果分析に関する調査

③各種統計データ基づく従業員の健康・生産性指標等との相関関係・因果関係分析

認定申請書のデータ、従業員の健康・生産性指標等との相関関係・因果関係の分析を

Deloitte内部、専門企業への外注し、多角的に分析を行った

実施にあたり

✓ 目的と概要

過去の健康経営度調査及び健康経営優良法人（中小規模法人部門認定申請書のデータに基づく企業の取組状況と、各種統計データに基づく従業

員の健康・生産性指標等との相関関係・因果関係の分析を行う。申請データと各種統計データでの分析と突合データ保有者（分野：健康関連指標

サーベイ、メンタルヘルス関連指標サーベイ、ワークエンゲイジメント関連指標サーベイ、プレゼンティーイズム関連指標サーベイポイント）による、分析の両面か

ら、分析を行う

✓ ポイント

既存データの相関関係・因果関係と特定領域のデータ保有者による相関関係・因果関係の両面からアプローチを行い、効率的に分析を行う

外注分析においては、分析の方向性の検討・協議、業務進捗の管理、成果物の取りまとめ等を適宜行い、遅滞なく進める

アプローチ

✓ 下記のアプローチに示すように、事前準備を充分に行い、経済産業省・関係者と適宜調整を行い、調査を有効にする

Step1

分析テーマ特定

Step2

分析設計

Step3

データ調査・確認

Step4

分析

• ベンダーからの分析方

針や実施方法をとも

に、検討、選定

• 実施事項の調整

• タスク、スケジュール、

WBSの確認

• 中間、最終報告や月

次報告の内容確認

• 成果物の確認

• 選定基準の検討・決定

• 分野別のベンダー候補のリスト作成

• ベンダーへのヒアリングや必要に応じてRFP作成

し、選定

Step5

アウトプット作成

• マイルストーンに基づき、

成果物・進捗確認

• 定期的なMtgにおけ

る助言

Step6

まとめ

• 進捗状況をとりまとめ、

経済産業省・関係者

に送付し、フィードバッ

クを得た後、結果を

確定する

• 報告書を作成する

Step1

選定基準の検討

Step2

外注先検討

Step3

事前すり合わせ

Step4

アウトプット確認・助言

• データクレンジング

• データ検証

• 分析設計に基づき

データ分析のベース作

業

• データ分析デザインに

基づき、分析

• データ分析結果の検

証

• 関係分析として実施

可能と考えれる分析

テーマの特定

• 分析方針、手法、検

証方法のデザイン

• スケジュール化

• 分析結果のメッセージ

の精査

• 分析結果のストーリー

の作成

• 可視化
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データ分析の仕様

健康経営度調査の回答データ等を最大限有効に活用し、健康経営に取り組む効果やメ

リットに関する調査分析を実施した

✓ 意識の高い企業を中心に健康経営の裾野は着実に拡大しているものの、我が国全体の企業数からすると更なる普及の余地が大きいと言える。他方、

普及に向けた課題としては、健康経営に取り組む効果やメリットの可視化が挙げられる。

✓ そこで、健康経営度調査等のデータと各種統計データとの突合等を通じ、多方面から調査分析を行うことで、継続的な健康経営の実践によって従業

員の心身の健康状態や生産性・エンゲイジメント、職場環境、企業業績・株価等にどのような効果があるか、因果関係を明らかにするとともに、その

結果を効果的に情報発信することで、健康経営に取り組む企業の裾野拡大及び質の向上を図る。

✓ 過去の健康経営度調査及び健康経営優良法人（中小規模法人部門）認定申請書のデータに基づく企業の取組状況と、各種統計データに基づ

く従業員の健康・生産性指標等との相関関係・因果関係の分析。なお、突合すべきデータに関し、重点を置く分野は以下のとおり。

• 健康関連指標サーベイ

• メンタルヘルス関連指標サーベイ

• ワークエンゲイジメント関連指標サーベイ

• プレゼンティーイズム関連指標サーベイ

1. 分析デザイン

2. Data Preparation/データ加工

3. Modeling/分析

4. レポーティング

データ分析の目的

データ分析の仕様
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各データ分析の特徴

各分析機関の特徴を踏まえ、健康経営度調査票との分析を行った

# 企業名 特徴

対象企業 指標 その他

大規模 中小規模 健康関連
メンタルヘ

ルス
ワークエンゲ

イジメント

プレゼン

ティーイズム

1
株式会社アドバンテッ

ジリスクマネジメント

ストレスチェックやEAPを得意とし、当該領域で

最大手である
○ ○ ○ ○

2 株式会社ラフール
中小企業向けのワークエンゲイジメントに関す
るサーベーを得意とする

○ ○

3 株式会社バックテック
アカデミアバックグランドが中心となり、独自説
明や手法により各種指標を算出している

○ ○ ○ ○

4 株式会社イトーキ
戦略Map創世記より着手しており、健康経

営戦略Mapの作成を得意とする
○ ○ ○

5
独自分析（デロイト

トーマツ）

データ分析専門集団のうち、ヘルスケアバック
グランドで、数的、テキスト分析を得意とする

‐ - - - - -



（１）健康経営の効果分析に関する調査
各種統計データに基づく従業員の健康・生産性指標等との

相関関係・因果関係分析

１．株式会社アドバンテッジリスクマネジメント

26 令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）
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分析の概要 株式会社アドバンテッジリスクマネジメント

2023年度健康経営度調査回答データを用いて健康経営上の新たなKPI指標及び施策の効果検証
に関するテキストデータ分析を行った

各種統計データ基づく従業員の健康・生産性指標等との相関関係・因果関係分析

分析の目的

◼ 健康経営上の新たなKPI指標及び施策の効果検証に関するテキストデータ分析

◼ 健康経営度調査データ(2021年度分)と同年度の独自ストレスチェックデータを突合し、健康経営度調査の各設問に対する回

答選択肢間のストレスチェック（アウトカム）得点を比較する

分析期間 ◼ 2022年11月～2023年3月

分析対象

◼ ストレス反応合計（分析対象：238社）

職業性ストレス簡易調査票のストレス反応項目（29問×4段階）の総和で、高いほどストレス反応が悪いと解釈

◼ ワークエンゲイジメント合計（分析対象：171社）

定義：「仕事で自発的に動き、ポジティブな感情を持っている状態」オリジナルの尺度（2問×4段階）。

各質問項目の総和により測定し、高いほどワークエンゲイジメントが良好と解釈

◼ エンプロイーエンゲイジメント合計（分析対象：123社）

定義：「今の会社で働くことが自分にとってよかったと感じられている状態」オリジナルの尺度（2問×4段階）。各質問項目の

総和により測定し、高いほどエンプロイーエンゲイジメントが良好と解釈

分析方法 ◼ 調査対象に対するデータ分析

分析内容

◼ 健康経営度調査データとストレス反応合計の相関分析

◼ 健康経営度調査データとワークエンゲイジメント合計の相関分析

◼ 健康経営度調査データとンプロ五エンゲイジメント合計の相関分析

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

（出所）株式会社アドバンテッジリスクマネジメント作成資料より事務局にて作成
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サマリ 株式会社アドバンテッジリスクマネジメント

健康経営の取り組みがポジティブに効いている可能性が考えられる主な結果は、以下の通

りである

• 健康経営で上位の認定を受けている企業ほど、ワークエンゲイジメントが良好。

• 健康経営度評価結果および調査票への回答内容の開示に積極的な企業群で、エンプロイーエン

ゲイジメントが良好。

• パワーナップ等仮眠制度を導入している企業で、ストレス、ワークエンゲイジメント、エンプロイーエンゲイ

ジメント)が良好。

• 喫煙率の高い企業ほど、エンプロイーエンゲイジメントが低い。

（出所）株式会社アドバンテッジリスクマネジメント作成資料より事務局にて作成



健康経営で上位の認定を受けている企業ほどワークエンゲイジメントが高い結果となってお

り、健康経営を推進している企業ほど、主体的に仕事に取り組む従業員が多いことがうか
がえる

p = 0.04

η² = 0.05, 95%信頼区間[0.00, 1.00]
健康経営認定状況×ワークエンゲイジメント
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（出所）株式会社アドバンテッジリスクマネジメントより提供

※ホワイト500認定で、優良法人（大）認定の場合はホワイト500に分類

ホワイト500認定は、ホワイト500のみ認定



開示可 ホワイト500、

優良法人認

定のみ

開示可

ホワイト500認

定のみ

開示可

開示不可

健康経営度評価結果および調査票への回答内容の開示に積極的な企業群で、エンプロ

イーエンゲイジメントが高い結果となっており、人的資本を積極的に開示している企業群は、

会社に対する自発的な貢献意欲が高いと推察する

p = 0.02

健康経営認定状況×ワークエンゲイジメント
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（出所）株式会社アドバンテッジリスクマネジメントより提供

※Q6設問を対象に調査



生産性低下防止の取り組み（睡眠不足対策）×ストレス・エンゲイジメント

パワーナップ等仮眠制度を導入している企業で、ストレス、エンゲイジメント(ワーク・エンプロ
イー)が良好な結果となった

導入している導入していない 導入している導入していない 導入している導入していない

導入している企業が少ないことに留意が必要だが、経営層、企業が就業中であっても適度な休息をとることが生産性向上において

重要であるという価値観・スタンスを有していることが良好な結果につながっている可能性がある。
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（出所）株式会社アドバンテッジリスクマネジメントより提供



①喫煙者における心身の健康上の影響。：喫煙による

長期的なストレスレベルの増加や、欠勤の増加、生産

性の低下、医療費の増加などにより、健康問題に悩ん

でいる喫煙者や、貢献しにくいと感じる喫煙者がエンゲ

イジメントを下げている。

②喫煙者の社会的孤立：現在の企業は、従業員の

健康確保を目的とし、企業文化として喫煙対策を推

進する企業もある為、喫煙を行う環境が更に縮小され

ていく傾向にある。その環境下で喫煙を行うことによる企

業の方針と乖離が生じる可能性がある。

③非喫煙者への影響：喫煙休憩をとる社員との不平

等感や、三次喫煙およびたばこの匂いなどへの不快感

がエンプロイーエンゲイジメントを低下させている可能性が

ある。

喫煙率の高い職場の従業員はエンプロイーエンゲイジメントが低い関連が見られた

r = -0.61

喫煙率(%)

喫煙率とエンプロイーエンゲイジメントの関係性
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（出所）株式会社アドバンテッジリスクマネジメントより提供



（１）健康経営の効果分析に関する調査
各種統計データに基づく従業員の健康・生産性指標等との

相関関係・因果関係分析

２．株式会社ラフール
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分析の概要 株式会社ラフール

2023年度健康経営度調査回答データを用いて健康経営上の新たなKPI指標及び施策の効果検証
に関するテキストデータ分析を行った

各種統計データ基づく従業員の健康・生産性指標等との相関関係・因果関係分析

分析の目的
◼ 本事業においては、これまでの健康経営度調査の回答データ等を最大限有効に活用し、健康経営に取り組む効果やメリット

に関する調査分析を実施する

分析期間 ◼ 2022年11月～2023年3月

分析対象

◼ 独自サーベイ（ディープサーベイ）のスコア（2019年11月～2022年12月）

◼ 健康経度調査票データ

◼ 健康経営顕彰企業一覧

分析方法

◼ 平均値の比較

群間での平均値の比較を実施。平均値を比較した結果、想定した内容であればさらに統計的な検定を実施し有意な差か否

かを確認。検定の手法としてU検定を採用。U検定はt検定と異なり正規分布や等分散性を仮定せずに使えることからU検定

を採用。

◼ 回帰分析

2つ以上の変数の関係を分析するための統計的な手法の1つで、目的変数と説明変数の間の関係を数学的に表現し、その

関係性の強さや有意性を評価する

分析内容

◼ 全体的な分析（2群）

独自サーベイ利用企業の中で、健康経営優良法人か否かでラフールサーベイのスコアに差が出るか分析。

◼ 全体的な分析（3群）

ラフールサーベイ利用企業の中で、健康経営優良法人か否か、さらに健康経営優良法人の中でホワイト500＆ブライト500か

否かでラフールサーベイのスコアに差が出るか分析。

◼ 企業規模を加味しての分析（2群）

1の分析に対して企業規模を切り口として、企業規模によってのスコアの差の程度を分析。

◼ 経営サイドと従業員サイドでの認識の相違を分析

企業サイドの認識の表れである健康経営度調査票と従業員サイドの認識の表れであるラフールサーベイの回答について、それぞ

れ類似する設問の間の相関を分析し、健康経営優良法人か否かでどのような傾向が出るのかを確認。健康経営に取り組む

にあたり、企業サイドと従業員サイドの認識の乖離を埋めることが重要であると考え、本分析を実施。

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

（出所）株式会社ラフール作成資料より事務局にて作成
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サマリ 株式会社ラフール

健康経営優良法人の認定状況による独自サーベイのスコアの違いを分析した

• 健康経営優良法人か否かの2群で分析した結果、全ての項目に対して健康経営優良法人の方が

スコアが高い。さらに、仕事内容を除いた項目については、統計定的に有意な差があることが確認

できた。

• コミュニケーション促進に向けての企業サイドの取り組みと従業員の会社の中でのコミュニケーションに

関する満足度について分析した結果、非健康経営優良法人のみ施策数と従業員満足度との間

に統計的に有意とまでは言えないが、負の相関が見られた。

• メンタルヘルス対策のための企業サイドの取り組みとそれに対する従業員の満足度について分析し

た結果、健康経営優良法人のみ施策数と従業員満足度との間に正の相関が見られ、統計的に

有意と言えた。

（出所）株式会社ラフール作成資料より事務局にて作成
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健康経営優良法人 vs 非健康経営優良法人

健康経営優良法人か否かの2群で分析した結果、全ての項目に対して健康経営優良法

人の方がスコアが高くなっていた

心と体 エンゲイジメント 仕事内容

（出所）株式会社ラフールより提供
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さらに、仕事内容を除いた項目については、統計定的に有意な差があることが確認できた

人間関係 組織との関係 組織の理解

健康経営優良法人 vs 非健康経営優良法人

（出所）株式会社ラフールより提供
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コミュニケーション関連の設問で分析

コミュニケーション促進に向けての企業サイドの取り組みと従業員の会社の中でのコミュニケー

ションに関する満足度について分析した結果、非健康経営優良法人のみ施策数と従業員

満足度との間に統計的に有意とまでは言えないが、負の相関が見られた

健康経営優良法人 非健康経営優良法人

r=-0.1 p=0.12r=-0.01 p=0.80

軸の説明

【横軸：健康経営度調査票】

・コミュニケーション促進に向けて、どのような取り組み（研修・情報提供・宴会等を除く）を行っているか ※複数選択可 の中

の選択した項目の数

【縦軸：独自サーベイ】

・会社の中でのコミュニケーションの満足度を問う設問（ex. 職場が友好的な雰囲気か、上司や同僚には相談しやすいか）のスコ

アの合計

（出所）株式会社ラフールより提供
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メンタルヘルス対策関連の設問で分析

メンタルヘルス対策のための企業サイドの取り組みとそれに対する従業員の満足度について

分析した結果、健康経営優良法人のみ施策数と従業員満足度との間に正の相関が見ら

れ、統計的に有意と言えた

健康経営優良法人 非健康経営優良法人

r=0.00 p=0.94r=0.06 p=0.02

軸の説明

【横軸：健康経営度調査票】

・メンタルヘルス不調の予防や不調者への復職支援、就業と治療の両立支援として、どのような取り組みを行なっているか ※複

数選択可 の中の選択した項目の数

【縦軸：独自サーベイ】

・会社が行うメンタルヘルス対策の満足度を問う設問のスコア

（出所）株式会社ラフールより提供



（１）健康経営の効果分析に関する調査
各種統計データに基づく従業員の健康・生産性指標等との

相関関係・因果関係分析

３．株式会社バックテック
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分析の概要 株式会社バックテック

2023年度健康経営度調査回答データを用いて健康経営上の新たなKPI指標及び施策の効果検証
に関するテキストデータ分析を行った

各種統計データ基づく従業員の健康・生産性指標等との相関関係・因果関係分析

分析の目的
◼ これまでの健康経営度調査の回答データ等を最大限有効に活用し、「健康経営の費用対効果は、企業の健康経営の取組

状況に影響されるのか」「長く健康経営に取り組んでいる企業ほど労働生産性が高いか」を検証する

分析期間 ◼ 2022年11月～2023年3月

分析対象
◼ 健康経営度調査

◼ 独自アンケートツール

分析方法

◼ ロジスティック回帰分析

ポケットセラピスト導入企業の健康経営の各効果の上位20%を「健康経営の成果が表れた企業」とし, 健康経営度調査への

回答の有無, 具体的な健康経営施策数を説明変数とする単変量ロジスティック回帰分析を実施

◼ 多重比較（Tukey-Kramer法）

健康経営に取り組んでいる期間より, 回答企業を0-1年, 2-3年, 4-5年, 6-10年, 11年以上の5群に分け, プレゼンティーイズムを

比較する.
◼ 2群比較（t検定）

プレゼンティーイズムの変化が明らかであった5年を基準に回答企業を2群に分け, プレゼンティーイズムを比較する.

分析内容
◼ 健康経営度調査データと独自の利用アンケート調査データとの統合解析を実施

◼ 健康経営度調査データより, 健康経営に取り組んでいる期間とプレゼンティーイズムに関する解析を実施

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

（出所）株式会社バックテック作成資料より事務局にて作成
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サマリ 株式会社バックテック

健康経営取組状況別に企業の独自調査結果との比較分析を行った

• 健康経営の効果と健康経営の取組状況に有意な関連はみられなかったが、健康経営に取り組

んでいる企業ほどポケットセラピストによるアウトカムの改善が大きい傾向がみられた。

• 健康経営銘柄/ホワイト500/優良法人/未取得で比較したところ、有意差はないものの、「うつリ

スク」の改善度合いのみが未取得企業と比較して、取得企業では大きい傾向にあった。

• 健康経営に取り組んでいる期間が長い企業は労働生産性が高い傾向がみられた。

（出所）株式会社バックテック作成資料より事務局にて作成
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プレンティーズム

健康経営施策数が多い企業はプレゼンティーイズムの改善が大きい傾向にある

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

（出所）株式会社バックテックより提供
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腰痛の程度

健康経営度調査に回答し、健康経営施策数が多い企業は腰痛の程度の改善が大きい傾向にある

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

（出所）株式会社バックテックより提供
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健康経営に取り組んでいる期間と生産性

6年以上取り組んでいる企業において、生産性が高くなっている傾向が認められた

* P < 0.05 * P < 0.05

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

（出所）株式会社バックテックより提供
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SPQ実績値の分布（補正）

SPQの項目については、生産性とその低下率を回答している企業に分かれていることが考えられるため、
今回の分析では低下率に統一した

（プレンティーイズムは最も利用されているSPQで解析）

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

（出所）株式会社バックテックより提供
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【追加解析】健康経営に取り組んでいる期間とSPQ実績値のプロット

健康経営に取り組んでいる期間が長い企業ほど、生産性が高くなる傾向が認められた

生産性が高い

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

（出所）株式会社バックテックより提供



（１）健康経営の効果分析に関する調査
各種統計データに基づく従業員の健康・生産性指標等との

相関関係・因果関係分析

４．株式会社イトーキ
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分析の概要 株式会社イトーキ

2023年度健康経営度調査回答データを用いて健康経営上の新たなKPI指標及び施策の効果検証
に関するテキストデータ分析を行った

各種統計データ基づく従業員の健康・生産性指標等との相関関係・因果関係分析

分析の目的

◼ 健康経営度調査票に含まれる各施策と、従業員の意識・行動指標、健康状態の指標およびプレゼンティーイズム指標との関

連をモデル化する

◼ モデルの分析により、各施策の健康状態やプレンティーイズムの改善への影響度を明らかにする

分析期間 ◼ 2022年11月～2023年3月

分析対象 ◼ 健康経度調査票データ

分析方法

◼ 健康経営オフィスの効果モデルをベースに作成した独自のモデルを参照して、健康経営度調査票の項目から、各施策の実施

状況とその施策が促進できると考えられる従業員等の意識変容・行動変容に関する指標、健康状態の指標、プレゼンティーイ

ズム指標との関連をモデル化した

分析内容

◼ ① モデル化

「健康経営オフィスの効果モデル」をベースとしたサーベイ「Performance Trail」のモデルを参考に、プレンティーイズム、健康状態、

意識・行動の関連をモデル化する。

◼ ② 設問の対応

「Performance Trail」の設問を参考に、健康経営度調査票に含まれる各施策が、どのような意識・行動の改善や促進につな

がる可能性のあるものかを対応させる。

◼ ③ スコアリングと分析

・ 健康経営度調査票に含まれるプレゼンティーイズム指標を比較・分析可能な形にスコアリングする。

・ ①のモデルにおいて、最もよくプレンティーイズムを説明できる健康状態のスコアリング方法を機械学習を用いて求め、このス

コアを目的変数、健康経営の施策実行度を説明変数とした分析（重回帰分析(1)）を行い、どの施策が健康状態とプレン

ティーイズム両方の改善に強く影響するかを順位で示す。

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

（出所）株式会社イトーキ作成資料より事務局にて作成
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サマリ 株式会社イトーキ

独自モデルと健康経営戦略マップの対応より健康経度調査票に含まれる施策とプレン

ティーイズム低減、ワークエンゲイジメント向上への効果の関連性が可視化できた

• プレンティーイズム低減、ワークエンゲイジメント向上に効果のある施策が確認できた。

マインドフルネス等の実践支援を行っている→休憩

依存が確認された従業員に対する治療やリハビリテーションの支援を行っている→健康意識（ア

ルコール）

ヘルスキーパー等によるマッサージを実施している→休憩

禁煙達成者に対する表彰やインセンティブの付与を行っている→健康意識（喫煙）

依存が疑われる従業員に検査を受診させる仕組みを導入している→健康意識（アルコール）

• プレンティーイズム低減、ストレス低減に効果のある施策が確認できた。

リフレッシュルームや仮眠室を設置している→休憩

フレックスタイム制度または時差出勤制度を設けている→裁量（労働時間・休暇）

任意のタイミングで取得できる有給の特別休暇制度を設けている→裁量（労働時間・休暇）

時間単位での年次有給休暇の取得を可能にしている→裁量（労働時間・休暇）

依存が確認された従業員に対する治療やリハビリテーションの支援を行っている→健康意識（ア

ルコール）

（出所）株式会社イトーキ作成資料より事務局にて作成



パンデ

（感染症・

アレルギー）

メタボ

（生活習慣病）

ロコモ

（運動器・

感覚器障害）

ソーシャル・

キャピタル

健康経営戦略マップの参考資料を以下に示す。
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調査票の施策、意識・行動、健康関連の目標の対応（1/3）

健康経度調査票の施策とモデルの相関が高い結果が得られたものを健康経営戦略マップ

に示す

健康

投資
健康関連の最終的な目標指標従業員等の意識変容・行動変容に関する指標健康投資施策の取組状況

健康投資効果 健康経営で

解決したい

経営課題

裁量

業務適正

業務負担

心理的安全性

仕事の主体性

コミュニケーション

快適性

身体活動/運動

清潔

食事/栄養

休憩/休養

健康意識

報酬

ワーク・

エンゲイジメント

ストレス

プ
レ
ゼ
ン
テ
ィ
ー
イ
ズ
ム
の
低
減

（
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
の
向
上
）

q44_7 フレックスタイム制度または時差出勤制度

q44_8 時間単位での年次有給休暇（半休は除く）の取得を可能にする

q44_9 任意のタイミングで取得できる有給の特別休暇制度（お盆・年末年始休暇、慶弔

休暇は除く）を設ける（例：ボランティア休暇、永年勤続休暇、病気休暇、看護

休暇、骨髄等移植のドナー休暇等）

q44_1 PCのログイン記録等、入退社時刻を正確に記録するシステムを導入し、従業員が

申告した勤務時間との間に差がある場合には指摘・是正を行う（タイムカードの導

入のみの場合は除く）

q44_4 時間外労働時間の削減を一般従業員の評価項目に設定する

q44_2 長時間労働をしている部署の上司や部署に対するペナルティを設定する

q44_3 時間外労働時間の削減を管理職の評価項目に設定する

q44_5 業務繁閑に対応して休業日の設定や所定労働時間の変更を行う（お盆・年末

年始休暇、慶弔休暇は除く）

q44_6 勤務間インターバル制度を設ける

（出所）株式会社イトーキより提供



パンデ

（感染症・

アレルギー）

メタボ

（生活習慣病）

ロコモ

（運動器・

感覚器障害）

ソーシャル・

キャピタル
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健康

投資
健康関連の最終的な目標指標従業員等の意識変容・行動変容に関する指標健康投資施策の取組状況

健康投資効果 健康経営で

解決したい

経営課題

裁量

業務適正

業務負担

心理的安全性

仕事の主体性

コミュニケーション

快適性

身体活動/運動

清潔

食事/栄養

休憩/休養

健康意識

報酬

ワーク・

エンゲイジメント

ストレス

プ
レ
ゼ
ン
テ
ィ
ー
イ
ズ
ム
の
低
減

（
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
の
向
上
）

q45_1 フリーアドレスオフィス等の職場環境整備を行う

q53_a_1 リフレッシュルームや仮眠室を設置する

q53_b_2 ヘルスキーパー等によるマッサージを実施する

q57_3 マインドフルネス等の実践支援を行う（実施場所や実施時間の確保等）

q52_3 職場内に運動器具やジム、運動室等を設置する

q52_8
職場において集団で運動を行う時間を設ける（例：ラジオ体操、ストレッチ、ヨガ

等）

q52_11
立ち会議スペースや昇降式デスク等、通常の勤務を通して運動量が向上するオ

フィス設備を設置する

q53_b_1 バランスボール・マッサージチェア・ぶら下がり器具等を設置する

q52_1
運動機能のチェック（体力測定、転倒等リスク評価セルフチェック、フレイルチェッ

ク等）を定期的に行う

q52_4
運動奨励活動（歩数計の配布、歩行や階段使用の奨励、表彰等）や、運動

促進のためのツールの提供（アプリ、動画配信等）を行う

q52_5 個別の状況やニーズに適した運動指導（運動メニューの作成等）を行う

q52_6 スポーツイベントの開催・参加補助を行う

q52_7
心身の健康増進を目的とした旅行（ヘルスツーリズム）を開催し、運動の習慣付

けの指導を行う

q53_b_3 ラジオ体操を実施する

健康経営戦略マップの参考資料を以下に示す。

調査票の施策、意識・行動、健康関連の目標の対応（2/3）

健康経度調査票の施策とモデルの相関が高い結果が得られたものを健康経営戦略マップ

に示す

（出所）株式会社イトーキより提供



パンデ

（感染症・

アレルギー）

メタボ

（生活習慣病）

ロコモ

（運動器・

感覚器障害）

ソーシャル・

キャピタル
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健康

投資
健康関連の最終的な目標指標従業員等の意識変容・行動変容に関する指標健康投資施策の取組状況

健康投資効果 健康経営で

解決したい

経営課題

裁量

業務適正

業務負担

心理的安全性

仕事の主体性

コミュニケーション

快適性

身体活動/運動

清潔

食事/栄養

休憩/休養

健康意識

報酬

ワーク・

エンゲイジメント

ストレス

プ
レ
ゼ
ン
テ
ィ
ー
イ
ズ
ム
の
低
減

（
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
の
向
上
）

q51_2 食生活改善に向けたアプリ提供、カロリー記録等のサポートを実施する

q51_3 管理栄養士等による栄養指導・相談窓口を設置する

q51_5
定期的・継続的な食生活改善に向けた企画を実施する（例：腹八分目運動、

野菜摂取週間、料理教室等）

q53_c_1 アルコール依存防止セミナー等教育を実施する

q53_c_2 アルコール依存が疑われる従業員に検査を受診させる仕組みを導入する

q53_c_3 アルコール依存が確認された従業員に対する治療やリハビリテーションの支援を行う

q63_1 たばこの健康影響についての教育・研修を行う

q63_2
喫煙率を下げることを目的とした継続的な保健指導または禁煙外来治療費の補

助を行う

q63_3 禁煙補助剤の無償支給や購入費支給を行う

q63_4 禁煙達成者に対する表彰やインセンティブの付与を行う

q63_6
喫煙に関する就業ルールを設置する（事業場外も含めた就業時間中禁煙、喫

煙可能な時間の制限等）

q63_7 禁煙・禁煙継続を促す社内イベントを実施する（禁煙月間、禁煙デー等）

q63_8 禁煙・禁煙継続を促すアプリを提供する

q57_2 ウェアラブルデバイスにより従業員自身のセルフチェック等を支援する

q53_a_3 睡眠に関するセミナーを実施する

q53_a_4 SAS検査を実施する（費用補助を含む）

q53_a_5 睡眠改善に関連するアプリ等を利用できるようにする

q53_a_6 産業医等による睡眠関連指導を実施している

健康経営戦略マップの参考資料を以下に示す。

調査票の施策、意識・行動、健康関連の目標の対応（3/3）

健康経度調査票の施策とモデルの相関が高い結果が得られたものを健康経営戦略マップ

に示す

（出所）株式会社イトーキより提供



（１）健康経営の効果分析に関する調査
各種統計データに基づく従業員の健康・生産性指標等との

相関関係・因果関係分析

５．独自分析（デロイトトーマツ）
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調査の概要

2023年度健康経営度調査回答データを用いて健康経営上の新たなKPI指標及び施策の効果検証
に関するテキストデータ分析を行った

各種統計データに基づく従業員の健康・生産性指標等との相関関係・因果関係分析

調査の目的 ◼ 健康経営上の新たなKPI指標及び施策の効果検証に関するテキストデータ分析

調査期間 ◼ 令和4年11月～令和5年2月

調査対象

◼ 2023年度健康経営度調査回答データ（調査回答期間：令和4年8月22日～令和4年10月14日）

◼ 新たなKPI指標に対する調査における自由記述回答データ（設問71）

◼ 「経営上の課題」に対する調査における自由記述回答データ（設問18）

◼ 健康経営実施施策の「課題内容」「実施結果」「効果検証結果」に対する調査における自由記述回答データ（設問72）

調査方法 ◼ 調査対象に対するテキストデータ分析（頻出単語・視点の集計・可視化）

調査内容

◼ データ理解・データアセスメント・基礎分析

◼ テキストデータのクリーニング・形態素解析・単語の数え上げ

◼ 抽出された単語に対し視点付けを行うことで解釈

その他
◼ 経済産業省様と日経リサーチ様に対して、テキスト分析結果のご紹介および設問設計の改良案に関する勉強会を実施

（令和5年2月）
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独自分析

・独自分析概要

・エグゼクティブサマリ

・今後の展望

・設問別の分析結果サマリ

・分析アプローチ

・母集団概要
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独自分析

・独自分析概要

・エグゼクティブサマリ

・今後の展望

・設問別の分析結果サマリ

・分析アプローチ

・母集団概要
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今回の独自分析案

独自分析では、テキストマイニングにより、健康経営に関する新たなKPI指標の深堀分析と、経営上の
期待効果および施策の効果分析を行った

テーマ 分析の目的 分析案 設問番号

効果

分析

経営目線および健康経営のプロセ

スを意識して効果を俯瞰的に分析

すること

「経営上の期待効果」、および

実施した健康経営施策に対する「課

題内容」「実施結果」「効果検証結

果」の4設問のテキストデータについて、

設問ごとに単語を集計し特徴を分析

する

q18.SQ2(b)

q72.SQ1 (b)

q72.SQ1 (c)

q72.SQ1 (d)

分析結果の活用例

◼ 経済産業省・設問設計者にとって

は、調査票のテキストの選択肢・

設問設計の再検討に寄与

◼ 企業にとっては、経営目線での健

康経営のメリット、および健康経営

の課題・実施結果・効果を見える

化することで、他社状況を確認、

健康経営における方針検討の一

助となり、取り組むモチベーションを

高める効果が期待できる

KPI指標の

深堀分析

比較的新しいKPI指標について、設

問形式の改良（例：被っている・

偏っている回答があった場合、その

部分が深堀されて回答できるような

設問形式への変更）

を行うために、各KPIの回答内容を

確認し明文化すること

「プレンティーイズム」「アブセンティーイ

ズム」「ワークエンゲイジメント」「組織

全体の活性度や風通しの良さ」「組

織に対する信頼度・満足度や貢献

意識」に関する5設問に対して単語を

集計し偏りを確認する

q71.SQ1(a) 

q71.SQ1(b) 

q71.SQ1(c)

q71.SQ1(d)

q71.SQ1(e)

◼ 経済産業省・設問設計者にとっては、

調査票のテキストの選択肢・設問設

計の再検討に寄与

◼ 企業にとっては、効果検証を行う際

の多種多様なKPI指標を認知する

契機となり得る



59 令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

独自分析

・独自分析概要

・エグゼクティブサマリ

・今後の展望

・設問別の分析結果サマリ

・分析アプローチ

・母集団概要



60 令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

エグゼクティブサマリ

健康経営度調査回答データを用いたテキスト分析により、設問設計の改良および健康経営の方針を

検討する際の参考となる結果と示唆を得た

テーマ

KPI指

標の

深堀

分析

方針検討の一助

• 5つのKPI指標に対する多様な把握方法が見える化された

• 本分析結果を他社の参考事例として企業に共有することで、多様なKPI指

標の把握方法を認知する契機となることが期待できる

設問設計の改良

• KPIの把握方法（Q71）を問う自由記述については、「手段」「観点」の

視点が頻出していた。設問意図に沿った回答が得られていると思われる

• 「評価方法、調査対象、頻度」などの記述もみられた。本分析結果を参

考に、現状の設問設計の改良案が示唆された

• 選択肢については、1社も選択していない選択肢が複数確認された。自

由記述から抽出した把握方法に関する単語を参考に、選択肢の入れ替

えが望まれる

KPIQ71 効果検証Q18 効果検証Q72

効果

分析

• 経営上の課題と健康経営のつながりを定量的に確認できた。今後さらに

健康経営を拡大させるための方針検討の一助になると思われる

• 健康経営のメリットとして、「心身の健康維持増進」「ワークエンゲイジメント

向上」「産育休及び復帰支援の達成」などの視点が明示化された

• 健康経営施策の課題テーマごとに、具体的な課題や、施策内容、効果検

証方法などの視点が発見された。他社参考事例として企業に共有すること

で健康経営実施イメージの具体化に活用できると示唆される

• 健康経営で解決したい経営上の課題（Q18）テーマのうち、約半数の

企業が「パフォーマンス向上」に回答しており、偏りがみられた

• 自由記述から得られた新たな視点をもとに、経営上の課題テーマの選択

肢に「育児・介護・治療との両立」を追加することが検討された

• 健康経営実施による期待効果として、自由記述で頻出した10個の視点

をもとに、設問設計を再検討することで、回答者の負担軽減・回答の妥

当性向上に寄与することが期待できる

• 健康経営の施策レベルでの課題（Q72）テーマのうち、「メンタルヘルス

等の予防・対応」が30.3%と最多で、「疾病の発生予防」27.2%、「労働

時間の適正化・ワークライフバランス」26.5%と、選択肢に偏りがみられた
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今後の展望：全体像

データ範囲の拡張・分析の高度化により、PDCAに関する現状把握に加えて健康経営を一層推進し

ていくための新たな知見を創出し、経済産業省や企業における方針検討・調査票の設問改良に寄

与する

Step1.多数派意見の見える化・回答傾向を把

握し、調査票改良と方針検討へ繋げる

Step2. キーワード間の構造・関係性

を明らかにし、PDCAを考慮した評

価・方針検討へ繋げる

Step3. 過去9年分の大規模データ・機

械学習モデルによりトピック・トレンドを抽

出し、事業継続や新規施策など未来に

向けた方針検討へ繋げる

デ
ー
タ
範
囲

分析

方法

活用

の場

◼ 単語・視点カウント

◼ 調査票の設問設計改良

◼ 方針検討

2023年度調査票における

◼ KPI把握方法について問う設問（5/45問

*1）

◼ 経営上の「課題」について問う設問

◼ 昨年度までの「課題内容」「施策実施結果」

「効果検証結果」について問う設問

◼ 2015年度以降の全ての調査票におけ

る9年分のテキストデータ

◼ 共起分析

◼ 係り受け解析

◼ 広範囲での調査票の設問設計改良

◼ PDCAの考慮が必要な評価・方針検討

2023年度調査票における

◼ 選択肢に「その他」を含む設問（全45問*1）

◼ 経営上の「健康経営の期待効果」「効果検

証」について問う設問

◼ 昨年度の結果を踏まえた今年度の「課題内

容」「推進計画」

◼ トピックモデル

◼ →結果の深堀（時系列解析・クロス集計）

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

◼ 多くの企業が記述しているキーワードの特定

◼ テキストデータに対する記述傾向の定量的

評価

◼ 広範囲のテキストデータに対する記述傾向

の定量的評価

◼ PDCAの各フェーズの関連性・流れが見える

結果

本分析の実施範囲

*1 粗い集計結果 *2 トピックモデルの種類に依存する

◼ 新たな取り組みの方針検討

◼ 継続のための方針検討

◼ 大規模データを用いた高精度な分析結果

◼ 年度別の回答傾向推移

◼ 統計的根拠に基づくトピック

◼ 今まで発案しなかったような新たなトピック

◼ 少数意見も反映されたトピック*2
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今後の展望：アウトプットイメージ

以下のような分析を行うことで、人目では把握が難しかったテキスト情報から、傾向や関連性を見える

化することができる

Step1. 単語・視点カウント

多くの企業が記述しているキーワードを

確認し、全体傾向について考察

Step2. 共起分析・係り受け解析

複雑に関係しあうキーワードの構造を見える化

し、波及効果が期待される

キーワード（例：課題）を特定

Step3. トピックモデルと

その結果の深堀（時系列解析・クロス集計）

ホットトピック等を確認し、今後の動向を考察

頻出

順位
ワード 件数

1 自社HP 42

2 CSR活動計画 38

3 IR資料 34

4 情報誌 26

… … …

自由記述で多く記述されている単

語とその件数

ストレス

在宅勤務

働き方

人間関係

コミュニ

ケーション

自由記述で語ら

れている複数のト

ピック、その割合

…

喫煙 医師 指導

成功率 …

A.喫煙率低下の

ためのプログラム

実施による改善

ウォーキングイベン

ト 歩数 …

B. ウォーキングイベ

ント開催による運

動習慣の定着

設置

アルコール

パーティション

相談窓口

出所：Dynamic Topic Modeling - BERTopic (maartengr.github.io)

自由記述で多く共起している単語の組み

合わせ、ネットワーク図

自由記述で多く出現している単語の係り

受け、ネットワーク図

トピック同士の関係を示
すヒートマップ

トピック推移

クロス集計時系列解析

https://maartengr.github.io/BERTopic/getting_started/topicsovertime/topicsovertime.html#visualization
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今後の展望：分析案

健康経営度調査票回答データの活用により、データドリブンな調査票改良の実現や健康経営推進の

ための意思決定に役立つ、既存の見解に対する定量的評価や新たな気づきの獲得が期待できる

分析案 期待されるメリット 分析方法

選択肢に「その他」を

含む設問を対象とした

分析

「課題内容」を対象と

した分析

PDCAの流れの見える

化を目的とした分析

（実施施策）

PDCAの流れの見える

化を目的とした分析

（経営上の効果）

新型コロナウイルスに

関する分析

広い範囲を対象に分析するので、健康経

営に関する幅広い分野での傾向を俯瞰

的に認知できる

• 課題テーマは調査票の全体構成に関

係するように見え、価値が高い分析が

できる

• 長期間蓄積されたデータを対象に分

析できる

• トピック分析により少数意見が反映さ

れた分析結果を獲得できる

• 健康経営施策のPDCAの流れに関す

る全体傾向が把握できる

• トピック分析により少数意見が反映さ

れた分析結果を獲得できる

健康経営施策による経営目線での

PDCAの流れに関する全体傾向が把握で

きる

経済産業省・設問設計者・企業にとって、以下項目が期待

できる

• 今後このような緊急事態・事例のない問題が発生した際

の適切な対応方法検討の一助となること

• 選択肢の集計を行い「選択肢の再検討が望まれる設問」を特定。

それらについて自由記述回答データの深堀分析（カウント・共起分

析・係り受け解析 など）

• 自由記述のトピック分析により、適切なトピック数の特定・トピック

解釈を行う。2023年度調査票における選択肢と比較し評価

• 年度別トピック推移を可視化し、特徴的な変動を特定することで

今後の展望を考察する

• 「課題内容」「施策実施結果」「効果検証結果」及び「課題内容」

「推進計画」を結合し、各トピック分析結果を用いてクロス集計

• 案(1)：「経営上の課題」「健康経営の期待効果」「経営上の課題

に対する実施施策の効果検証」について深堀分析

• 案(2)：経営上の課題に対する実施施策の効果検証を「していな

い」と回答した企業の「経営上の課題」「健康経営の期待効果」

データを抽出し深堀分析（カウント・共起分析・係り受け解析な

ど）

• 全データ/業務別で、Q62.新型コロナウイルス感染症の流行下にお

いて健康経営を進める上での「(a)課題や悩み」「(b)独自の工夫

等」もしくはその両方に対し、カウント/共起分析/係り受け解析/ト

ピック分析

• 経済産業省・

設問設計者

にとっては、設

問設計再検

討や健康経

営を推進する

上での方針

検討に寄与

• 企業にとって

は、健康経営

方針検討の

一助や取り

組むモチベー

ションに寄与

#

1

2

3

4

5

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）
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独自分析

・独自分析概要

・エグゼクティブサマリ

・今後の展望

・設問別の分析結果サマリ

・分析アプローチ

・母集団概要
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設問別の分析結果サマリ（1/6）

KPIの深堀分析(Q71)により各KPI指標について複数の分析結果と結果から示唆される設問構成改
良のヒントを発見した

テーマ
項目

設問番号

KPI指標

の深堀

分析

アブセンティーイズム

q71.SQ1(a)

プレンティーイズム

q71.SQ1(b)

結果・示唆

選択肢を選択する企業が一

定見られた

→

• 現状の選択肢内容を実行

している企業が多い

• 今後もこれらの選択肢を維

持することが好ましいように

見える

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

KPIQ71 効果検証Q18 効果検証Q72

現状の選択肢の評価

• 「その他」を選択した企業23.5%と

一定見られた

• 記述内容は、把握のための「観点」

について回答企業うち82.0%と多く

の企業が記述している

→

自由記述の深堀とそこから生まれる示

唆を考慮しつつ、選択肢の再検討をす

る改良の余地があるように見える

• 「その他」を選択した企業30.8%と

一定見られた

• 記述内容は、情報収集のための

「手段」(手段_ツール 53.1%、手段_

実施内容 41.8%)や把握のための

「観点」(29.2%)について一定の企

業が記述

→

自由記述の深堀とそこから生まれる示

唆を考慮しつつ、選択肢の再検討をす

る改良の余地があるように見える

自由記述の評価

◼ 選択肢にある「休暇取得・欠勤・休職」の「日数」

のみならず、以下の対応が望まれると示唆された

• 「傷病やメンタルによる休暇・有給休暇・遅

刻・早退」の「人数・割合・平均」など幅を広

げること

• 「X日以上休暇した日数」など条件がある場

合を考慮すること

• 定量的のみならず定性的な観点も考慮するこ

と

• 情報収集手段を問う設問を新たに追加検討

すること

◼ 以下項目が望まれると示唆された

• 情報収集のための「ツール」や「実施内容」及

びそこで何を聞いているかの「観点」について問

う設問の追加検討

• 手段のうち「自社独自」「外部委託先独自」

の存在考慮

◼ 本KPI指標の「社員全体」に対して調査する重要

性や、定量的・客観的に評価可能な指標である

ことが明示化された

自由記述深堀の結果
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設問別の分析結果サマリ（2/6）

KPIの深堀分析(Q71)により各KPI指標について複数の分析結果と結果から示唆される設問構成改
良のヒントを発見した

KPI指標

の深堀

分析
活性度

風通し

q71.SQ1(d)

信頼度

満足度

q71.SQ1(e)

ー

ワーク

エンゲイジメント

q71.SQ1(c)

現状の選択肢を選択した企業は

非常に少ない

• 選 択 肢 「 2. MBI-GS 」 「 3.

OLBI」を選択した企業は0社

• 唯一選択された「1.ユトレヒト・

ワーク・エンゲイジメント尺度」に

ついてもわずか12.8%

→

選択肢再検討をする改良が強く

望まれているように見える

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

KPIQ71 効果検証Q18 効果検証Q72

回答内容の量と質について評価を行っ

た結果、企業毎の回答の可能性が広

く拡散しているように見られた

→

設問設計の改良を検討により、

• 今まで多くの文量を記述してきた回

答企業の負担軽減

• 同じ施策を実施している異なる企業

が同様の表現で回答する再現性

へ寄与することが期待できる

• 「その他」を選択した企業は84.4%と

多い

• 内容は「手段」(手段_ツール72.2%、

手 段 _ 実 施 内 容 43.3%) 「観点」

(39.5%)について多くの企業が記述

→

自由記述の深堀とそこから生まれる示

唆を考慮しつつ、選択肢再検討をする

改良が強く望まれているように見える

発見された視点の数が他のKPI指標よりも多く、多

くの企業が様々な記述（視点の数：活性度・風

通し 25つ、信頼度・満足度 30つ）をしており、回

答の可能性が広く拡散しているように見える

→

• 自由記述の深堀とそこから生まれる示唆を考慮

しつつ、選択肢の再検討をする改良が強く望ま

れているように見える

• 各視点に属する単語を考慮しつつ、得られた視

点の全体傾向である 「手段、評価方法、調査

対象、頻度、観点」について問う選択式にするこ

とで、企業にとって違和感なく、かつ設問設計

者の意図に沿った十分な回答が得られることが

期待できる

以下項目が望まれると示唆された

• 情報収集のための「ツール」・「実施内容」・何を

質問しているかの「観点」について問う設問の追

加検討

• 比較的盛んに開発されているように見えた外部

委託事業者の提供ツールを考慮した設問設計

検討

• どのように開発されたツールであるか注目設問な

ど問う設問の追加検討

テーマ
項目

設問番号

結果・示唆

現状の選択肢の評価 自由記述の評価 自由記述深堀の結果
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設問別の分析結果サマリ（3/6）

効果分析「経営上の課題」(Q18)により、複数のテーマに共通する視点・固有の視点を発見、経営上
の課題解決につながると期待される健康経営のアウトプットが明らかとなった

テーマ
項目

設問番号

効果

分析

全体

q18.SQ2(b)

全ての経営上の課題テーマにて、「健康経営による

アウトプット」・アウトプットの「対象」と「具体的指

標」の視点が見られた

→

• テーマ別で特徴的なアウトプットに注目することで

経営上の課題と健康経営によるアウトプットの

結び付きの明示化が期待できる

• 結びつきの明示化により、経済産業省・設問設

計者にとっては調査票のテキストの選択肢・設問

設計の再検討に寄与、企業にとっては、経営目

線での健康経営のメリットを把握でき、他社状

況を確認、健康経営における方針検討の一助

となり、取り組むモチベーションを高める効果が期

待できる

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

KPIQ71 効果検証Q18 効果検証Q72

結果・示唆

分析アプローチの根拠となる結果・メリット 自由記述深堀の結果

◼ 課題テーマの選択には偏りが見られたが、課題解決と関連するアウトプット

の視点は、すべてに共通する視点が8つ、少なくとも2つ以上のテーマで共通

する視点が13つと共通するものが散見

→

これらは設問設計再検討における選択肢追加の際に参考材料となること

が期待できる

◼ 「心身の健康維持増進」「ワークエンゲイジメント向上」などの、複数の課題

テーマに共通する視点が見られた

→

これらの示す健康経営によるアウトプットは経営上の複数の課題解決に

つながることが期待でき、健康経営の大きなメリットと考えられる

◼ 1つのテーマのみで発見された2つの固有の視点（産育休及び復帰支援

の達成が「人材定着や採用力向上」 へとつながる期待・コミュニケーション

活性化が「組織の活性化」 へとつながる期待）も存在

→

他の課題テーマ間より強く認識されている繋がりである可能性・他の課題

テーマとの繋がりの可能性・逆に他のテーマではつながりえない固有の関係

が示されていることが考えられ、いずれにしても健康経営の特徴を深く考

察する際の貴重な知見となることが期待できる
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設問別の分析結果サマリ（4/6）

効果分析「経営上の課題」(Q18)により、複数のテーマに共通する視点・固有の視点を発見、経営上
の課題解決につながると期待される健康経営のアウトプットが明らかとなった

テーマ
項目

設問番号

効果

分析

3. 中長期的

な企業価値

向上

テーマ別

q18.

SQ2(b)

2. 組織の活

性化

1. 従業員の

パフ ォ ー マン

ス 向 上 に つ

いての結果

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

KPIQ71 効果検証Q18 効果検証Q72

11.8%

→

一定の企業が健康

経営と組織の活性化

とのつながりを認識し

ているように見える

結果・示唆

11.5%

→

一定の企業が健康

経営と組織の活性化

とのつながりを認識し

ているように見える

50.9%

→

大半の企業が健康

経営とパフォーマンス

向上とのつながりを認

識しているように見え

る

選択した企業割合

以下が課題解決に繋がる健康経営の

アウトプットであるように見られる

• ワークエンゲイジメント向上

• 心身の健康維持増進

• パフォーマンス向上

• 満足度向上

• 環境整備

以下が課題解決に繋がる健康経営の

アウトプットであるように見られる

• パフォーマンス向上

• 心身の健康維持増進

• ワークエンゲイジメント向上

• 貢献度向上

• 幸福度向上

以下が課題解決に繋がる健康経営の

アウトプットであるように見られる

• 心身の健康維持増進

• ワークエンゲイジメント向上

• アブセンティーイズム・プレンティーイズ

ム改善

• 企業価値向上

• ストレス軽減

特徴的な視点 固有の視点

企業にとって、本分析

結果は他社状況の把

握や、経営目線での健

康経営のメリット見える

化、方針検討の一助と

なり、取り組むモチベー

ションを高める効果が期

待できる

メリット

職場のコミュニケーション活性化

→

さらに深堀することで健康経営の

特徴を深く考察する際の貴重な

知見となることが示唆される

ー

ー
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設問別の分析結果サマリ（5/6）

効果分析「経営上の課題」(Q18)により、複数のテーマに共通する視点・固有の視点を発見、経営上
の課題解決につながると期待される健康経営のアウトプットが明らかとなった

テーマ
項目

設問番号

効果

分析

テーマ別

q18.

SQ2(b)

5. 人材定着

や採用力向

上

4. 企業の社

会的責任

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

KPIQ71 効果検証Q18 効果検証Q72

20.3%

→

やや多くの企業が健

康経営と人材定着や

採用力向上とのつな

がりを認識しているよ

うに見える

結果・示唆

3.9% 

→

一定の企業が健康

経営と社会的責任と

のつながりを認識して

いるように見える

選択した企業割合

以下が課題解決に繋がる健康経営の

アウトプットであるように見られる

• 心身の健康維持増進

• パフォーマンス向上

• 満足度向上

• 環境整備

• 企業価値向上

以下が課題解決に繋がる健康経営の

アウトプットであるように見られる

• 心身の健康維持増進

• パフォーマンス向上

• ワークエンゲイジメント向上

• 貢献度向上

特徴的な視点 固有の視点

企業にとって、本分析

結果は他社状況の把

握や、経営目線での健

康経営のメリット見える

化、方針検討の一助と

なり、取り組むモチベー

ションを高める効果が期

待できる

メリット

育児休業及び復帰後の対応

→

• この繋がりを認識していなかっ

た企業にとっては健康経営方

針検討の一助となる

• さらに深堀することで健康経

営の特徴を深く考察する際の

貴重な知見となることが示唆

される

ー



71

設問別の分析結果サマリ（6/6）

効果分析「健康経営の実施」(Q72)により、課題内容テーマ別での「課題内容」「施策実施結果」「効
果検証結果」における特徴が明らかとなった

テーマ
【項目】

設問番号
項目

効果

分析

1. 健康状態にかかわらず全従業員に対する

疾病の発生予防

【課題内容】

q72.SQ1(b)

【施策実施結果】

q72.SQ1(c)

【効果検証結果】

q72.SQ1(d)

3. メンタルヘルス不調等のストレス関連疾患

の発生予防・早期発見・対応（職場環境

の改善等

5. 女性特有の健康関連課題への対応、女

性の健康保持・増進

7. 労働時間の適正化、ワークライフバランス・

生活時間の確保

9. 従業員の感染症予防（インフルエンザ

等）

【課題内容】

• 課題内容の視点（テーマ9では感染拡大や業務・事業部への影響が見られ、テーマ10

では健康への影響や受動喫煙が出現）、視点の対象（テーマ8では全社員に対しテー

マ5では女性中心、一部男性・経営層などが出現）、課題特定の根拠の情報源（ア

ンケート・面談・調査などからテーマ別に適していると思われるものが出現）、分析手法

（テーマ1：推移観察）、考慮すべき事項（テーマ8：コロナ）など、テーマ別で特徴が

見られた

• また、定量データ含む情報を元に課題を特定するなど、全テーマで共通する特徴も見ら

れた

【施策実施結果】

• 施策内容（テーマ1ではイベント開催に対し、テーマ3では面談や定期的なストレスチェッ

クなど）、施策実施の対象（テーマ6では上長・同僚や個別での対応が出現したのに

対し、テーマ9では社員のみならず家庭まで出現）、施策実施結果についての内容

（テーマ６では定量的観点のみならず定性的観点からも評価している）など、テーマ別

で特徴が見られた

【効果検証結果】

• 効果検証の根拠として用いている情報（テーマ3ではストレスチェックの高ストレス割合・

受験率が出現したのに対し、テーマ2では健康診断の項目が多数出現）やその収集方

法（アンケート・面談・調査などからテーマ別に適していると思われるものが出現） 、検

証結果について明記している企業割合の大小（テーマ10では51.5％もの企業が明記し

ているのに対し、テーマ9では前例や情報が少なく19.9%と明記している企業も比較的少

ない）などテーマ別に特徴が見られた

2. 生活習慣病等の疾病の高リスク者に対す

る重症化予防

4. 従業員の生産性低下防止・事故発生予

防（肩こり・腰痛等の筋骨格系の症状や、

睡眠不足の改善、転倒の予防）

6. 休職後の職場復帰、就業と治療の両立

8. 従業員間のコミュニケーションの促進

10. 従業員の喫煙率低下

結果・示唆

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

KPIQ71 効果検証Q18 効果検証Q72
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独自分析
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・エグゼクティブサマリ
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意味のある単語のなかで視点付け
✓ ストップワードの削除

• 副詞,補助記号, 動詞, 助動詞, 接続詞,  助詞, 連体詞,接尾辞は削除

• 特殊記号削除

• 意味のない特定の単語（我々/こと など）の削除

✓ 10社以上が記述した単語を抽出
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解釈のアプローチ

KPI指標毎に各単語を利用している企業数をカウントし、10社以上が記述した単語に対して視点付け
と解釈を行った

順位 単語

回答

社数

(社)

回答率

(%)

1 実施 310 21.8

2
ストレス

チェック
299 21.0

3 割合 200 14.1

4 年【num】回 173 12.1

… … …

1,227 ！ 1 0.1

①単語リストアップ

✓ 元文のキーワード検索・読み

込み

✓ ネットでの単語調査

②単語の視点付け

順位 単語

回答

社数

(社)

回答率

(%)

1 実施 310 21.8

2
ストレス

チェック
299 21.0

3 割合 200 14.1

4 年【num】回 173 12.1

… … …

115 生産性 10 0.7

順位 単語

回答

社数

(社)

回答率

(%)

1 実施 310 21.8

2
ストレス

チェック
299 21.0

3 割合 200 14.1

4 年【num】回 173 12.1

… … …

115 生産性 10 0.7

手段

頻度

観点

定量データ

視点付き単語分析対象単語全単語

KPIQ71 効果検証Q18 効果検証Q72

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）



順位 単語

回答

社数

(社)

回答率

(%)

1 実施 310 21.8

2
ストレス

チェック
299 21.0

3 割合 200 14.1

4 年【num】回 173 12.1

… … …

115 生産性 10 0.7

意味のある単語のなかで視点付け

✓ ストップワードを含む単語を削除

• 副詞,補助記号, 動詞, 助動詞, 接続詞,  助

詞, 連体詞,接尾辞は削除

• 特殊記号削除

• 意味のない特定の単語（我々/こと など）の

削除

✓ 特定の課題テーマを選んだ全企業のうち2.0%以上の

企業が記述した単語を抽出
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解釈のアプローチ

効果分析「経営上の課題」(Q18)では「健康経営で解決したい経営上の課題」テーマ別に各単語を利
用している企業数をカウントし、2.0%以上の企業が記述した単語に対して視点付けを行い解釈した

順位 単語

回答

社数

(社)

回答率

(%)

1 実施 310 21.8

2
ストレス

チェック
299 21.0

3 割合 200 14.1

4 年【num】回 173 12.1

… … …

1,227 ！ 1 0.1

①単語リストアップ

✓ 元文のキーワード検

索・読み込み

✓ ネットでの単

語調査

②単語の視点付け

順位 単語

回答

社数

(社)

回答率

(%)

1 実施 310 21.8

2
ストレス

チェック
299 21.0

3 割合 200 14.1

4 年【num】回 173 12.1

… … …

115 生産性 10 0.7

視点付き単語分析対象単語全単語

形態素解析をしたうえで、連続する２つ

の単語を1単語とする

➢ 原文：「安心して働ける環境づ

くり」

➢ 形態素解析：「安心/して/働け

る/環境/づくり」

➢ 連続する２つの単語：「安心し

て/して働ける/働ける環境/環境

づくり」

⓪課題Xを選択した企業データの抽出、

企業数カウント

KPIQ71 効果検証Q18 効果検証Q72

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

手段

頻度

観点

定量データ



順位 単語

回答

社数

(社)

回答率

(%)

1 実施 310 21.8

2
ストレス

チェック
299 21.0

3 割合 200 14.1

4 年【num】回 173 12.1

… … …

115 生産性 10 0.7

意味のある単語のなかで視

点付け

✓ 元文のキーワード検索・読

み込み

✓ ネットでの単語調査

✓ ストップワードを含む単語を削除
• 副詞,補助記号, 動詞, 助動詞, 接続詞,  助詞, 連体詞,接尾辞は削除

• 特殊記号削除

• 意味のない特定の単語（我々/こと など）の削除

✓ 選択肢を選んだ全回答うち1.0%以上の回答で記述された単語を抽出

✓ ただし、同上の条件で分析対象単語を抽出したとき分析対象単語を少

なくとも一つは使用している企業数割合が80%未満のものについては、

80％を超えた時点の回答数以上記述された単語が記述した単語を抽

出した
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解釈のアプローチ

効果分析「健康経営の実施」(Q72)では、課題テーマ別に各単語を利用している回答数をカウントし、
十分な企業の回答が反映されるように抽出した単語に対して視点付けを行い解釈した

順位 単語

回答

社数

(社)

回答率

(%)

1 実施 310 21.8

2
ストレス

チェック
299 21.0

3 割合 200 14.1

4 年【num】回 173 12.1

… … …

1,227 ！ 1 0.1

①単語リストアップ ②単語の視点付け

順位 単語

回答

社数

(社)

回答率

(%)

1 実施 310 21.8

2
ストレス

チェック
299 21.0

3 割合 200 14.1

4 年【num】回 173 12.1

… … …

115 生産性 10 0.7

視点付き単語分析対象単語全単語

形態素解析をしたうえで、連続する２つ

の単語を1単語とする

➢ 原文：「安心して働ける環境づ

くり」

➢ 形態素解析：「安心/して/働け

る/環境/づくり」

➢ 連続する２つの単語：「安心し

て/して働ける/働ける環境/環境

づくり」

⓪課題Xを選択した企業データの抽出、

企業数カウント

KPIQ71 効果検証Q18 効果検証Q72

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

手段

頻度

観点

定量データ
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独自分析

・独自分析概要

・エグゼクティブサマリ

・今後の展望

・設問別の分析結果サマリ

・分析アプローチ

・母集団概要
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分析対象の母集団概要

KPIの深堀分析の対象は、2023年度健康経営度調査票Q71にて5つのKPI指標について問われてい
る各設問に回答した企業である

設問 アブセンティーイズム プレンティーイズム ワークエンゲイジメント
組織全体の活性度や

風通しの良さ

組織に対する信頼

度・満足度や貢献意

識

調査票への回答社数（社） 3,168

「Q71.従業員の生産性や組織の活

性度等についてどのような評価指標

を設定し、 定期的に測定しています

か」に各KPIについて選択した企業数

（社）

1,823社
(57.5%*1)

1,205社
(38%*1)

1,683社
(53.1%*1)

1,696社
(53.5%*1)

1,762社
(55.6%*1)

「SQ1.{KPI}をどのように把握していま

すか」に対し選択肢「その他」を選択

し自由記述に回答した企業数

（社）

428社
(23.5%*2)

371社
(30.8%*2)

1,421社
(84.4%*2)

1,602社
(94.5%*2)

1,663社
(94.4%*2)

分析対象

*1 全3,168企業うち割合を示す

*2 各KPIに選択した企業うち割合を示す

KPIQ71 効果検証Q18 効果検証Q72

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）
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分析対象の母集団概要

効果分析「経営上の課題への期待効果」の対象は、2023年度健康経営度調査Q18 SQ2に対して
全項目に回答した2,747社（99.7%）である

設問 件数

調査票への回答社数（社） 3,168

「Q18.経営戦略に健康経営を位置づけ、健康経営で解決したい経営上の課題を特定していますか

(1つだけ)」に対し、選択肢1 「健康経営で解決したい経営上の課題を特定している」に回答した企

業数（社）

2,755/3,168社中

(87.0%)

「Q18.SQ2.特定している内容について、以下の（a）および（b）をご記入ください

(a)健康経営で解決したい経営上の課題：選択肢一覧の中から1つ選び、その具体的な内容をご

記入ください

(b)健康経営の実施により期待する効果：具体的な内容とその理由をご記入ください」

に対し(a)テーマ・自由記述 (b)自由記述の全てに回答している企業数（社）

2,747/2,755社中

（99.7％）

分析対象

KPIQ71 効果検証Q18 効果検証Q72

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）
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分析対象の母集団概要

効果分析「健康経営施策の「課題」「実施結果」「効果検証」」の対象は2023年度調査票Q72 SQ1
に対し少なくとも1回答で全項目に回答した企業2,865社の5,017回答である

設問 件数

調査票への回答社数 3,168

「Q72.今年度の健康経営の推進方針を検討するにあたり、昨年度までの健康経営の実施について

どのように効果検証を行っていますか（1つだけ）」に対し、選択肢2 「個々の施策について取り組み

結果（受診率、従業員参加率、参加満足度、施策認知度、残業時間等）に加え、生活習慣

や意識（睡眠時間、食生活、運動習慣比率、喫煙率、ストレスチェック結果、従業員調査結果

等）の改善状況を検証している」に回答した企業数

2,871社/3,168社中

（90.6%）

「Q72.SQ1.評価の内容について、施策内容および結果、施策の効果検証結果等を具体的にお答

えください（2回答可能）」

（a）課題のテーマを選択肢からお答えください（それぞれ１つ）

（b）課題の内容について、具体的な内容を200字以内でご記入ください

（c）施策の実施結果（実施の範囲や参加率等）について具体的な内容を100字以内で

ご記入ください

（d）施策の効果検証結果（施策の実施による生活習慣や健康意識の改善等）を200

字以内でご記入ください

に対し2回答中少なくとも１回答で(a) ～(d) 全てに回答している企業数

2,865社/2,871社（99.8％）

5,017回答

分析対象

KPIQ71 効果検証Q18 効果検証Q72

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）



第三章 健康経営の国際展開に関する調査

－ 1 新たな需要創出に向けた顕彰制度の輸出
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調査の概要

Phase1 対象国の選定

・スコアリング方法 項目・要素の概要説明

・健康経営の顕彰制度の輸出対象国選定 スコアリング方法一覧

・スコアリング結果

・健康経営関連商品・サービスの展開の素地となる要因（ヒアリング結果）

各国の各スコアリング項目・要素の説明

１．政策と有効性 ５つの要素

２．労働安全衛生システム 4つの要素

３．日系企業の市場展望 2つの要素

４．その他 2つの要素

用語解説

（２）健康経営の国際展開に関する調査

-1 新たな需要創出に向けた顕彰制度の輸出

Phase1 対象国の選定
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調査の概要

海外リサーチャーが、各種市場レポート及びパブリックドメイン情報を活用したデスクトップ調査を行い、

国内コンサルタントと協働することにより本調査を遂行した

項目 顕彰制度の輸出と健康経営関連商品・サービスの展開

調査の目的
◼ Phase1 健康経営関連商品・サービスの展開の素地となる情報整理に基づく対象国の選定
◼ Phase2  健康経営関連商品・サービスの展開及びアプローチ（案）と顕彰制度の輸出に係る示唆及び提案

調査期間 ◼ 令和4年11月～令和5年2月

調査対象
◼ Phase１ 6か国調査：インド、マレーシア、タイ、ベトナム、フィリピン、インドネシア

◼ Phase２ インド（phase１調査を経て選定）

調査方法

◼ 海外のコンサルティングファームに属するリサーチャーによるデスクトップ調査（英語が原文）
◼ 健康経営関連商品・サービスをインドに展開をしている大手商社へのヒアリング調査

◼ 国内のリエゾン、ヘルスケアコンサルタントとリサーチャーが週1回ディスカッションし日本の意向とのすり合わせを実施

調査内容

◼ Phase1 各種有料の市場レポート（英文）及びパブリックドメイン情報（英文）に基づき、対象候補6か国の健
康経営展開の素地となる事実事項の整理

◼ Phase2 日本の健康経営関連商品・サービス分類別にインド市場で活動中と考えられるサービスプロバイダー100
社を調査した。日本の企業が展開し得るサービス分類(案）、及びインド市場への展開アプローチ（案）

また、健康経営優良法人の顕彰制度を海外展開を想定したアプローチ（案）

その他 ◼ 健康経営関連商品・サービスをインドに展開をしている大手商社へのヒアリング調査を実施（令和5年1月）

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

※リサーチ原文の事実関係を歪める恐れがあるため、日本語表現は極力原文の翻訳を損なわないよう文言調整は必要最小限としている
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スコアリング方法 項目・要素の概要説明

6か国調査に基づき、健康経営関連商品・サービス及び顕彰制度の輸出の素地となると考えられる4

項目13要素の定量・定性情報を3段階に点数化*1した

項目 内容※

Ⅰ．政策の

有効性

１．政策の重点分野 重点分野の範囲を示す公表された重点施策が及ぶ範囲
２．ヘルスリテラシー 各国で実施された国民のヘルスリタラシーに係る調査結果

３．政策の有効性 非感染性疾患（NCD）の増加率、死亡率の推移（Covid-19パンデミック以前の変化）

４．政策の課題 健康増進政策を推進する上での課題要因

５．ILO条約批准の進展 ガバナンス文書批准、基本文書の批准、有効な条約の数

Ⅱ．労働

安全衛生シ

ステム

６．労働安全衛生政策の範囲 予防ガイドライン、行動計画、ダメージコントロール、労働者の健康と安全促進政策などが及ぶ範囲
７．利用できるリソース 従業員1,000人当たり安全衛生検査官または医官等責任者の配置数

８．従業員の安全・健康・福祉に関する日本の健康経営優良法人に類似する認証の有無 国家レベルの必須、または自主的な
労働安全領域または健康経営に資する認証の存在

９．労働者等の安全と健康を守る事業主の義務と責任 法律が事業主の義務を課す強度

例）義務の定義が「実行可能な限り」と記載あれば事業主に課される義務の強度が低いとする

Ⅲ．日系

企業の進出

10．過去５年間の日系企業の成長

日系ヘルスケア関連企業が投資実績を公表するなど肯定的なパブリケーションの有無や投資後撤退など消極的なパブリケーショ
ン有無

11．将来ヘルスケアセクターへの投資計画またはイニシアチブ

日系ヘルスケア関連企業が今後の投資計画や新規の研究事業や開発プロジェクトを公表するなど積極的なパブリケーション有無

Ⅳ．その他

12．民間保険の利用 民間（健康）保険の普及率*2
13．対日世論（親日度合）*3

対日関係・友好関係、重要パートナーとしての重要性の現在と今後を問う設問に対する肯定的回答割合

※各項目各要素の詳細については、6か国調査である国別分析（本編）を参照ください。上記1から12は本案件内で実施した海外調査による。

*1 点数化の基準は、後述の「健康経営の顕彰制度の輸出の対象国選定 スコアリング方法一覧」を参照ください。

*2 民間保険は、企業が従業員の健康維持や増進を図る上で鍵となっている

*3 日本の外務省による調査（海外法人への委託による）https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/press6_001135.html

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

次頁には、下記13要素に係るスコアリング方法の一覧を示している

https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/press6_001135.html
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（１）健康経営の効果分析に関する調査

健康経営の顕彰制度の輸出の対象国選定 スコアリング方法一覧
要素※ フレーム 高 (スコア: 3) 中 (スコア: 2) 低 (スコア: 1)

政
策

と
有

効
性

政策の重点分野
(1)NCD*1/CDs予防、健康的な生活習慣の促進、公的健康保

険制度、ヘルスリテラシー、青少年の啓発、その他の健康増進糖

構造 重点分野(1) が4つ以上 重点分野(1)が3から4つ 重点分野(1) が3つ未満

ヘルスリテラシー*2
各国実施調査の「十分なリタラシー、理解」割合等

市場の

状況
70%以上 35%から70%

35%以下/

データがない又はデータが限られて

いる

政策の有効性
NCD有病率の増加率、NCD死亡率

市場の

状況

• NCD死亡率<70%、NCD増加率

<15%

• NCD死亡率<75%又は

NCD増加率<15%

• NCD死亡率＞75%、NCD増加

率＞15%

課題
財源不足、人材不足、技術活用の欠如、インフラの

不足、政治や企業のロビー活動の問題、政策実施ア

プローチ等

今後の

展望
• デジタル化とテクノロジー活用の欠如

• デジタル化とテクノロジー活用の欠如

• 資金、人的、インフラ資源の不足

• デジタル化とテクノロジー活用の欠如

• 資金、人的、インフラ資源の不足

• 計画、施行、組織の欠如

ILO批准*3
ガバナンス文書・基本文書の批准、有効な条約数

構造 平均スコア 2以上 平均スコア 1.5以上-2未満 平均スコア <1.5未満

労
働

衛
生

安
全

シ
ス

テ
ム

政策の範囲
(2)セクター*4別規制、事故防止計画、被害管理計画、安全と

福祉の促進と意識、安全スキルとトレーニング糖

構造 4つ以上の政策分野をカバー(2) 2つまたは3つの政策分野をカバー(2) 2つ未満の政策分野をカバー(2)

利用可能なリソース
労働者1,000人当安全衛生検査官数等

構造
労働者1,000人あたりの安全衛生責任者が2

人以上

労働者1,000人あたりの安全衛生責

任者は1～2人

労働者1,000人あたりの安全衛生責

任者が1人未満

従業員の安全・健康に係る日本の健康経営優良

法人に類似する認証の有無
構造 必須の国家レベルの認証義務 自主的な国家レベルの認証 国家レベルの認証がない

雇用主の義務と責任に係る規制 構造
法律は、使用者に強い義務を課す広い範囲

のもの

法律は、雇用者に限定的な義務を課

す特定の分野に限定されている

法律は、使用者に低い義務を課す寛

容なもの

日
系

企
業

市
場

展
望

過去5年間の日系企業の成長
業容拡大、製品承認、M&A、インセンティブ等に関する

最近の活動

市場の

状況

ヘルスケア分野(製薬、医療機器、ウェルビーイ

ング等)に関するパブリケーション - 活動なし/ネガティブなパブリケーション

ヘルスケアセクターへの投資計画

又はイニシアチブ

今後の

展望
ヘルスケア分野での投資可能性が高い

ヘルスケア分野での投資可能性が

低い

ヘルスケア分野での投資の可能性

がない

そ
の

他

民間保険の採用
民間健康保険加入率

市場の

状況
15%以上 5%から15% 5%未満

対日世論(親日程度)
対日友好関係、将来性への肯定的回答割合

今後の

展望
・90%以上 ・将来性+5%以上

・80%以上

・将来性▲5%以上+5%未満

・70%以上

・将来性▲5%未満

高い 中程度 低い焦点の指標レベル:

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

※各要素の詳細は、別冊「6か国の国別調査」を参照
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スコアリング結果

国名

Ⅰ．政策と有効性

(最大スコア:15)

Ⅱ．労働安全衛生システム

(最大スコア:12)

Ⅲ．日系企業市場

展望(最大スコア:6)

Ⅳ．その他

(最大スコア:6)

政策

の重

点分

野

ヘルスリ

テラシー

政策の

有効性
課題

ILO批

准

政策の

範囲

利用可

能なリ

ソース

類似認

証の有

無

雇用主

の義務と

責任

日系企業

の成長

日系企

業による

投資・イ

ニシアテ

ィブ

民間保険の

採用

対日世論(親

日程度)
合計

インド

3 1 3 2 3 3 1 1 3 3 3 2 3 31

合計スコア: 12 (80%) 合計スコア: 8 (67%) 合計スコア: 6 (100%) 合計スコア: 5 (83%)

マレーシ

ア

2 3 2 2 1 2 3 1 1 3 1 3 1 25

合計スコア: 10 (67%) 合計スコア: 7(58%) 合計スコア: 4 (67%) 合計スコア: 4 (67%)

タイ

2 3 1 1 1 3 3 1 2 1 3 2 2 25

合計スコア: 8 (53%) 合計スコア: 9 (75%) 合計スコア: 4 (67%) 合計スコア: 4(67%)

ベトナム

2 2 2 2 3 2 1 2 2 3 3 2 2 28

合計スコア: 11 (73%) 合計スコア: 7(58%) 合計スコア: 6 (100%) 合計スコア: 4 (67%)

フィリピン

1 2 ３ 2 2 2 2 2 3 1 2 1 3 26

合計スコア: 10 (67%) 合計スコア: 9 (75%) 合計スコア: 3 (50%) 合計スコア: 4(67%)

インドネ

ア

1 1 2 2 2 ３ 1 2 2 1 2 1 2 22

合計スコア: 8 (53%) 合計スコア: 8 (67%) 合計スコア: 3 (50%) 合計スコア: 3 (50%)

高 (>=75%)
中

(51%-75%)
低 (<=50%)焦点の指標レベル:

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

スコアリング結果は、インドが最高点、ベトナムが準最高点となっている。



健康経営関連商品・サービスの展開の素地となる要因（ヒアリング結果）

日本の医療機関や健康経営関連商品・サービスの海外展開に5年以上従事する有識者へのヒアリン
グによると対象国の生活習慣、文化、国民性に同化する展開方法が肝要である

パラメーター

国

....

ベンチャー／トライアル精神など進取性 新規性のある商品サービスを購買しようとする文化や土壌

…

ITエンジニア、プログラマ人材の確保 DX商品サービスの開発に必要なリソースの獲得し易さ

離職率の高さ
労働人口の流動性が高いと福利厚生の手厚さや健康経営が

従業員のリテンションや新規採用訴求ポイントとなる

生活習慣病の増加

人口規模・英語圏 対象国以外の国への拡大に障壁がなく、スケールしやすい

公的社会保障の制約 民間保険を活用した健康への備えを必要とする

NCDに関連するリスクの高さを予防することが求められる

展開方法は、プロダクトアウト思想でなく、マーケットイン思想が必須。対象国の生活習慣、文化、国民性に同化すること展開方法が肝要である

スコアリング結果（最高スコア：インド、準最高スコア：ベトナム）及びヒアリング調査結果を勘案し、本案件ではインド市場を調査対象とする

有識者へのヒアリング結果

日本の医療機関、健康経営関連製品サービスの海外展開を手掛ける有識者にヒアリング調査した結果、本案件ではインド市場を調査対象とする

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）86



87 令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

調査の概要

Phase1 対象国の選定

・スコアリング方法 項目・要素の概要説明

・健康経営の顕彰制度の輸出対象国選定 スコアリング方法一覧

・スコアリング結果

・健康経営関連商品・サービスの展開の素地となる要因（ヒアリング結果）

各国の各スコアリング項目・要素の説明

１．政策と有効性 ５つの要素

２．労働安全衛生システム 4つの要素

３．日系企業の市場展望 2つの要素

４．その他 2つの要素

用語解説

（２）健康経営の国際展開に関する調査

-1 新たな需要創出に向けた顕彰制度の輸出

Phase1 対象国の選定



Ⅰ．政策と有効性 ５つの要素（１／３） インド・マレーシア・タイ

「政策と有効性」は、政策の重点分野、国民のヘルスリテラシー、政策の有効性と課題、及びILO条
約批准の進展の要素から構成されている

1_政策の重点分野 2_ヘルスリテラシー 3_政策の有効性 4_政策の課題

インド

• 教育、技能、健康食

、ケアによる青少年の

育成

• メンタルヘルスの意識

向上

• 二次・三次医療のた

めの健康保険制度

• NCD及び希少疾患

の予防

• ヘルスリテラシー調査は実施して

いない

• ヘルスケア、育児、クリティカルラ

イフスキル*5、金融などの教育

面をカバーすることを目的とした

2022年から27年の期間の新し

いリテラシー向上プログラムを開

始した

NCD有病率

• 総死亡者数におけるNCDの割合: 66%(2019年)

• NCD死亡者数の変化(2015年から2019年): 12.3%

• 病床、病棟、その他医療設備など

の公共施設のインフラ不足

• 医師、看護師、外科医などの人材

不足

・医療施設の運用効率、データと記

録の管理、

• デジタルトランスフォーメーション

マレーシア

• 健康的なライフスタイ

ルと生活の向上

• NCDの予防と抑制

• 国民に基本的な健康

の知識と実践を誘導

する

• 政府は2019年に調査を実施し

、人々がヘルスケア(72%)、疾病

予防(68%)、健康増進(64%)に

関する十分なレベルのヘルスリテ

ラシーを有していることを確認した

NCD有病率

• 総死亡者数におけるNCDの割合: 73%(2019年)

• NCD死亡者数の変化(2015年から2019年): 21.9%

• 患者用ベッド、手術室などの公共

的な医療施設のインフラ欠如

• 医療に要する資金源の不足

• 公衆衛生施設に従事する若手医

師の力量不足と政府に属する保健

領域の専門家の不足

• 国民が専門クリニックへ直接アクセ

スできない

• 運用効率が低い公共施設の負荷

が大きい

タイ

• あらゆる年齢層の人

々への健康的なライフ

スタイルの促進

• タイ国民のためのユニ

バーサル・ヘルス・カバ

レッジ(UHC)制度

• NCDの予防、管理、

行動計画

• 保健省(DOH)は2019年に調査

を実施し、ヘルスケア製品へのア

クセス、理解、コミュニケーション

、意思決定を含む4つの分野で

タイ国民のヘルスリテラシーを測

定した

• 調査回答者の大半は、ヘルスケ

ア製品について理解(81%)し、

意思決定(75%)、プロセスを容

易にしていると感じている

NCD有病率

• 総死亡者数におけるNCDの割合: 77%(2019年)

• NCD死亡者数の変化(2015年から2019年): 17.8%

• 高齢者のための資金とサービス提供

政策の欠如

• 資金と資金源の不足

• 農村部と都市部のプライマリヘルス

センター施設の普及に係るギャップ

• 健康増進政策の実施率が低いこと

による健康意識の低さ

• 予防と疾病の撲滅よりも病気の管

理に焦点を当てている

• ローテクノロジー機器の使用

高い 中程度 低い焦点の指標レベル:

88 令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

※リサーチ原文の事実関係を歪める恐れがあるため、日本語表現は極力原文の翻訳を損なわないよう文言調整は必要最小限としている



1_政策の重点分野 2_ヘルスリテラシー 3_政策の有効性 4_政策の課題

ベトナム

• 子供たちの健康的

な食事とライフスタイ

ルの促進

• 健康関連のリスク(ア

ルコール、喫煙など)

に対する意識を高め

る

• NCDとCDに取り組

むためのプライマリヘ

ルスケアの浸透

• 調査は2013-14年に実施さ

れ、2,073人の参加者が参加

した

o 調査結果によると、ヘルスリ

テラシースコアの中間値は

29.6(50点満点中)であった

NCD有病率

• 総死亡者数におけるNCDの割合: 81%(2019年)

• NCD死亡の変化(2015年から2019年): 9.8%

• 予防と疾病の撲滅よりも病気の

管理に焦点を当てる

• 心血管疾患、糖尿病、癌などの

非感染性疾患の脅威の高まりは

、ベトナムの政策プログラムにとっ

て新たな課題である

• インフラと医療従事者の不足 –

医療施設の病床や医療機器の

不足

フィリピン

• 実施されている政策

は、青少年の行動

変化を促すことに重

点を置いている

• がんの予防と管理、

タバコ規制、栄養に

関する政策がある

• 全国ヘルスリテラシー調査は

2018年に実施され、15～70

歳の2,303人の参加者が参

加した

• 調査結果:

o 優れたヘルスリテラシー

:8.3%

o 十分なヘルスリテラシー

:40.2%

o 限られたヘルスリテラシー

:51.5%

NCD有病率

• 総死亡者数におけるNCDの割合: 70%(2019年)

• NCD死亡者数の変化(2015年から2019年): 8.8%

• 国はNCDsについての意識を高め

るという点で大きな進歩を遂げた

• 一方、医療費の予算確保や投

資、州レベルでの政策実施、およ

び医療資源計画には課題が残っ

ている

インドネ

シア

• 政策は、NCDの行

動危険因子(タバコ

、アルコール、運動不

足、過剰な塩分摂

取)の割合を減らすこ

とに焦点を当ててい

る

• 青少年の健康増進

と行動変容

• ヘルスリテラシー調査は2015

年11月に実施され、農村部

から583人以上が回答した

o 農村部の人口の約36.5%

が十分なヘルスリテラシーを

有している

NCD有病率

• 総死亡者数におけるNCDの割合: 76%(2019年)

• NCD死亡者数の変化(2015年から2019年): 8.4%

• マラリアや結核などの感染症

（CDs）の低下がみられる一方、

生活習慣の変化による非感染

性疾患（NCDs)の増加

• 必要な医療機器、消耗品、ベッ

ドなどの医療資源（物資）の不

足

• 医療技術の使用が限定的

Ⅰ．政策と有効性 ５つの要素（２／３） ベトナム・フィリピン・インドネシア
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高い 中程度 低い焦点の指標レベル:

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

※リサーチ原文の事実関係を歪める恐れがあるため、日本語表現は極力原文の翻訳を損なわないよう文言調整は必要最小限としている

「政策と有効性」は、政策の重点分野、国民のヘルスリテラシー、政策の有効性と課題、及びILO条
約批准の進展の要素から構成されている



Ⅰ．政策と有効性 ５つの要素（３／３）6か国

ガバナンス(優先事項)文書の批准 基本文書の批准 有効な条約の数

インド

• 1947年労働査察条約(第81号):1949年から施行

• 1964年雇用政策条約(第122号):1998年施行

• 1976年三者協議条約(第144号):1978年から施行

• 完全な批准:2つのカテゴリー

o 差別

o 児童労働
38

マレーシア

• 1947年労働査察条約(第81号):1963年から施行

• 1964年雇用政策条約(第122号):施行なし

• 1976年三者協議条約(第144号):2002年から施行

• 完全な批准:2つのカテゴリー

o 強制労働

o 児童労働
14

タイ

• 1947年労働査察条約(第81号):効力なし

• 1964年雇用政策条約(第122号):1969年施行

• 1976年三者協議条約(第144号):効力なし

• 完全な批准:3つのカテゴリー

o 強制労働

o 児童労働

o 差別

18

ベトナム

• 1947年労働査察条約(第81号):1994年より施行

• 1964年雇用政策条約(第122号):2012年施行

• 1976年三者協議条約(第144号):2008年から施行

• 完全な批准:3つのカテゴリー

o 結社の自由

o 児童労働

o 差別

23

フィリピン

• 1947年労働査察条約(第81号):効力なし

• 1964年雇用政策条約(第122号):1969年施行

• 1976年三者協議条約(第144号):効力なし

• 完全な批准:3つのカテゴリー

o 差別

o 児童労働

o 労働安全衛生

31

インドネシア

• 1947年労働査察条約(第81号):2004年施行

• 1964年雇用政策条約(第122号):施行なし

• 1976年三者協議条約(第144号):1990年から施行

• 完全な批准:3つのカテゴリー

o 差別

o 児童労働

o 結社の自由

19

• 未批准：

o 結社の自由

o 労働安全衛生

• 部分批准:3つのカテゴリー

o 結社の自由

o 労働安全衛生

o 差別

• 未批准：

o 結社の自由

• 部分批准:2つのカテゴリー

o 結社の自由

o 強制労働

• 未批准：

o 労働安全衛生

• 部分批准:2つのカテゴリー

o 結社の自由

o 強制労働
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高い 中程度 低い焦点の指標レベル:

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

※リサーチ原文の事実関係を歪める恐れがあるため、日本語表現は極力原文の翻訳を損なわないよう文言調整は必要最小限としている

「政策と有効性」は、政策の重点分野、国民のヘルスリテラシー、政策の有効性と課題、及びILO条
約批准の進展の要素から構成されている



２．労働安全衛生システム 4つの要素（１／２）インド・マレーシア・タイ

「労働安全衛生システム」は、労働安全衛生政策の範囲、利用できるリソース、従業員の安全と健

康に係る認証の有無、事業主の義務と責任の要素から構成されている

6_労働安全衛生政策の範囲 7_利用できるリソース
8_健康経営に類似する従業員の安全、健

康に関する認証の有無

9_労働者等の安全と

健康を守る事業主の

義務と責任

インド

• 範囲には次のものが含まれる

o 予防ガイドライン

o ダメージコントロールのための規制と行動計画

o 健康と安全の促進

o 労働保護

• 以下のために制定されたセクター固有の規制:

o 工場と製造ユニット ○ 鉱山

o 造船 ○ 建設

• 3,533名 安全検査官(2016)

• 医官9,558名(2016年)

• 従業員1000人あたり0.15人の安全検

査官または医官

• 検査・調査件数:14,885件(2016年)

• 国家レベルの類似認証はなし

• 労働雇用省による国家安全賞は、

産業施設による良好な健康と安全

のパフォーマンスを表彰する

• インドの労働

者等の安全

と健康を守る

事業主の義

務が広範囲

に及んでいる

マレーシ

ア

• 範囲には次のものが含まれる

o 職場での事故の防止

o 啓発・推進による就労者の安全と健康の確

保

• 以下のために制定されたセクター固有の規制:

o 工場 ○石油 ○建設 ○採掘

• 安全衛生検査官 5,984名(2017年)

• 従業員1,000人当たり2.81 人の安全

衛生検査官(2017年)

• 点検頻度:半年に1回

• 国家レベルの類似認証はなし

• 労働安全衛生賞(MSOSH賞)は、

マレーシアの優れたOSHパフォーマンス

を示す組織に授与される

• マレーシアは、

「実行可能な

限り」のみ適

用されるため、

義務の定義

はそれほど厳

密ではない

タイ

• 範囲には次のものが含まれる

o 予防ガイドラインと規制

o 労働保護の推進

o 全国の労働安全衛生ネットワーク開発

o 労働安全衛生の意識向上と知識開発

o 労働安全衛生情報システムおよび管理

• セクター固有の規制:

o 建設 ○ 製造 ○ 化学

• 29,748人の安全検査官(専門職

)(2015年)

• 産業医・看護師 2,082名(2015年)

• 従業員1,000人当たり2.2人 の安全

検査官

• 国家レベルの類似認証はなし

• タイの労働省は、労働衛生、安全お

よび労働環境に関する優秀賞を、

最良の安全慣行を実施している事

業所に授与する

• タイの義務の

範囲は、適

用されるもの

に関する詳細

な仕様がなく

比較的広範

囲である
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高い 中程度 低い焦点の指標レベル:

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

※リサーチ原文の事実関係を歪める恐れがあるため、日本語表現は極力原文の翻訳を損なわないよう文言調整は必要最小限としている



２．労働安全衛生システム 4つの要素（２／２）ベトナム・フィリピン・インドネシア

「労働安全衛生システム」は、労働安全衛生政策の範囲、利用できるリソース、従業員の安全と健

康に係る認証の有無、事業主の義務と責任の要素から構成されている

6_労働安全衛生政策の範囲 7_利用できるリソース
8_従業員の安全、健康に係る

日本に類似する認証の有無

9_労働者等の安全と健康を

守る事業主の義務と責任

ベトナム

• 労働安全衛生法(2015年成立)は、より広範

で包括的かつ詳細な労働安全衛生活動を

規定している

• 次のものが含まれる

o 職場での事故の防止

o 啓発・推進による就労者の安全と健康

の確保

• セクター:化学、電気、ガソリン、ガスなど

• 職場の各製造グループは、勤務時間中に少

なくとも1人のパートタイムのOSH担当者を配

置する必要がある

• 州レベルには63のDOLISAがある。こ

れらのDOLISA(労働・傷病兵・社会

問題省)事務所は、697の地区部門

をさらに支援および監視している

• 毎年、MOLISA検査官は、優先的

な産業部門と公共部門を選択し、

地域の調整を行うための検査計画

を策定している

• 労働者1,000人あたり0.01人の労働

検査官

• OSHMSアワードは監査ベースの認

定である

• ベトナムHRアワード2018は、

MOLISA省が、タレントネットとのコ

ラボレーションによって開始した

o 上記の賞は、最高の人事政

策を持つベトナム企業を表彰

している

• ベトナムでは、職務分

掌が規定されている:

雇用主は、機械設備

の条件を確保すること

が規制により比較的

厳格に義務付けられ

ている

フィリピン

• フィリピンの労働安全衛生は、フィリピン労働

法、労働安全衛生基準、労働雇用省などの

法律によって規制されている

• すべての企業が敷地内に診療所または救護

室を設置することが義務付けらている

• フィリピンでは、安全検査官の配置

は、従業員数とそのクラスと数に関す

る職場のリスクレベルによって規制さ

れている

• 3,108人の安全検査官(2020年)

• 労働者1,000人あたり1.4人 の安全

検査官

• GKKは、労働安全衛生の実践、

プログラム、革新、貢献を模範的

な企業や個人に労働省が授与す

る隔年賞である

• フィリピンでは、法律に

より、雇用主は、危険

な状態のない職場を

提供することが広範囲

に厳格に義務付けら

れている

インドネ

シア

• 安全衛生に関する法規制は、大きく次のカテ

ゴリーに分類できる

1)基本法規

2)医療・保険専門家の配置に関する法令

3)健康診断及び事後措置に関する法令

4)その他の法律 労働衛生に関する政策

・さらに40の安全生成及び関連する法律および

規制がある

• 安全検査官/スペシャリスト– 8,290

人(2017)

• 労働検査官– 1,579(2017)

• 応急処置官-7,481人(2017年)

• 労働者1,000人あたり0.06人の安全

検査官

• SMK3賞は毎年、全社的な安全

衛生マネジメントシステムの導入に

基づき、労働省から関連企業に授

与される

• インドネシアでは、雇

用主は労働者の福祉

と健康を保護するとと

もに、関連の安全衛

生法を遵守することが

比較的広範囲に義務

付けられている
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高い 中程度 低い焦点の指標レベル:

※リサーチ原文の事実関係を歪める恐れがあるため、日本語表現は極力原文の翻訳を損なわないよう文言調整は必要最小限としている

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）



３．日系企業の市場展望 2つの要素（１／２）インド・マレーシア・タイ

「日系企業の市場展望」は、過去5年間の日系企業の成長、ヘルスケアセクターへの投資計画または
イニシアチブの要素から構成されている

10_過去5年間の日系企業の成長 11_ヘルスケアセクターへの投資計画またはイニシアチブ

インド

• 日系企業は、2016年にインドの医薬品総局から最も多くの医薬品承

認を受け、米国とスイスの企業を上回った

o 過去に下りた20件の承認のうち、5件はエーザイ、武田薬品、大日

本住友、田辺三菱の日系企業4社に対して下りた

• 日本を拠点とするシスメックス株式会社は、インドのウッタルプラデーシ

ュ州の医療機器パークに投資することで、インドでの足跡を拡大した

• インドと日本は、製薬とヘルスケア分野において関係を強化し、専門知識

と経験を共有することが期待されている

o 医療、ヘルスケア、ドローンなどの分野でディープテックソリューションを提

供する7つの日系企業は、インドへのさらなる市場への浸透を目指して

いる

• 日本の中規模企業は、生産連動型インセンティブ(PLI)制度*6を活用し、

インドの製薬会社や医療機器会社と協力することが期待されている

マレーシア

• JETROが調査した在マレーシア日系企業の3分の1以上(36%)が、食

品、精密医療機器、輸送業界を中心に、今後1～2年以内に拡大す

る意向を表明している

• ヘルスケア分野では、日本有数の商社である三井物産が2019年にマ

レーシアのグローバル病院ネットワークであるIHH Healthcare Bhdの

16%を追加買収

• 日本で高機能な循環器医療機器を生産してきた日本の医療機器製

造会社がマレーシアに初の海外工場を設立し、製品を日本に輸出

• マレーシアにおける日本のヘルスケア企業・団体の投資計画に関する情報

は限られている

タイ

• 2020年JETROの調査によると、日系企業の約68.9%が営業利益の

減少を予測

• JICAの民間パートナーシップスキームやJETRO事業は、「未来イニシアティブ

」のアジア・日本投資計画の実施により、日本の製薬・医療機器企業の

タイでの事業展開・輸出を支援

• 日系企業が、タイにおける日本の革新的医薬品・医療機器へのアクセス

向上に向けた共同研究を実施

※リサーチ原文の事実関係を歪める恐れがあるため、日本語表現は極力原文の翻訳を損なわないよう文言調整は必要最小限としている
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高い 中程度 低い焦点の指標レベル:

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）



３．日系企業の市場展望 2つの要素（２／２）ベトナム・フィリピン・インドネシア

「日系企業の市場展望」は、過去5年間の日系企業の成長、ヘルスケアセクターへの投資計画または
イニシアチブの要素から構成されている

10_過去5年間の日系企業の成長 11_ヘルスケアセクターへの投資計画またはイニシアチブ

ベトナム

• JETROが2021年8月-9月に日本企業4,600社（うち700社はベトナム

進出済み）に実施した調査によると、日系企業の55%が2022年また

は2023年にベトナムに進出したいと回答しており、調査対象となった東

南アジア諸国の中で最も高い比率

• 上記調査の回答者の42.5%がベトナムで同じ生産規模を維持したいと

考えている

• JETROによると、ヘルスケア分野で事業を行う日系企業は、製造、販売、

金融投資活動を通じてベトナムでの存在感を高めている

• 最近のJETROの報告書で言及されたいくつかの注目すべき例は次のとおり

1. 日本で2番目に大きい製薬会社である第一三共は、販売活動のた

めにベトナムに完全子会社を設立した

2. 松岡製作所:ベトナムの新工場に2,800万ドルを投資し、防護服を

生産

3. 日本最大の処方薬受託メーカーであるニプロファーマ株式会社は、サ

イゴンハイテクパーク(SHTP)に3億米ドル相当の新規プロジェクトを行

い、ベトナムでの事業を拡大している

フィリピン

• フィリピンは、2020年JETROの調査で海外(アジア・オセアニア)に進出す

る日系企業の景況感で拡大の落ち込み(-17.7%)が最も大きかった

• 投資委員会(BOI)は、日本の製薬メーカー数社が、フィリピンをASEAN諸国

への拡大と輸出の実行可能な重要な場所と見なすことを期待している

インドネシア

• 2020年JETROの調査は、パンデミックがインドネシアで事業を展開する

350社以上の日系企業に与えた影響を示しており、パンデミックにより、

80%の企業の売上が減少し、37%が売上が通常のレベルの半分に落

ち込んだと回答したと報告している

• インドネシア保健省は、日本のいくつかの関連パートナーと協力して、国の医

薬品および医療機器産業を発展させるとしている

※リサーチ原文の事実関係を歪める恐れがあるため、日本語表現は極力原文の翻訳を損なわないよう文言調整は必要最小限としている
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４．その他 2つの要素（１／２）インド・マレーシア・タイ

「その他」は、民間保険の普及、対日世論（親日度合*）の要素から構成されている

12_民間保険の採用 13_対日世論(親日程度)

インド

• インドでは、一般および健康保険市場における民間部門のシェアは

、20年度の48%から21年度には49.3%に増加した

• 人口の約10%が民間健康保険に加入している

• 対日関係と友好関係

✓ 「とても友好関係にあると思う」「どちらかと言えば友好関係にあると思う」割合

が91% 「とても信頼できる」「どちらかと言えば信頼できる」割合が91%

• 重要パートナーとしての将来性

✓ 「今後重要なパートナーとなる国は日本」割合－「現在重要なパートナーは日

本」割合が＋５％

マレーシア

• マレーシアの民間健康保険市場は、2029年まで1.6%のCAGRで

成長し、103.2億リンギットになると予測されている

• マレーシア人の約26.8%が民間保険に加入している（2022年調

査）

• 対日関係と友好関係

✓ 「とても友好関係にあると思う」「どちらかと言えば友好関係にあると思う」割合

が88% 「とても信頼できる」「どちらかと言えば信頼できる」割合が87%

• 重要パートナーとしての将来性

✓ 「今後重要なパートナーとなる国は日本」割合－「現在重要なパートナーは日

本」割合が△9％

タイ

• 民間健康保険および個人傷害保険市場は2021年に505億バー

ツと評価され、2026年までに2.1%のCAGRで560億バーツの価値に

達すると予想されている

• 人口の約6.3%が民間健康保険プランでカバーされている(2021年)

• 対日関係と友好関係

✓ 「とても友好関係にあると思う」「どちらかと言えば友好関係にあると思う」割合

が94% 「とても信頼できる」「どちらかと言えば信頼できる」割合が94%

• 重要パートナーとしての将来性

✓ 「今後重要なパートナーとなる国は日本」割合－「現在重要なパートナーは日

本」割合が△8％

＊親日度合は、対日・友好関係の点数、重要パートナーとしての将来性のスコアが両者が高＝３、いずれかが高＝２、両者が低＝１としている

※リサーチ原文の事実関係を歪める恐れがあるため、日本語表現は極力原文の翻訳を損なわないよう文言調整は必要最小限としている
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４．その他 2つの要素（２／２）ベトナム・フィリピン・インドネシア

「その他」は、民間保険の普及、対日世論（親日度合）の要素から構成されている

12_民間保険の採用 13_対日世論(親日程度)

ベトナム

• ベトナムの人口の約7%が民間健康保険に加入していた（2021年

の時点）

• 医療費の上昇の割に公的医療サービスから得られる医療サービスの

質の格差、即ち、補償範囲のギャップが生じている要因が、民間

保険の需要を支えている

• 対日関係と友好関係

✓ 「とても友好関係にあると思う」「どちらかと言えば友好関係にあると思う」割合

が96% 「とても信頼できる」「どちらかと言えば信頼できる」割合が95%

• 重要パートナーとしての将来性

✓ 「今後重要なパートナーとなる国は日本」割合－「現在重要なパートナーは日

本」割合が△16％

フィリピン

• 人口の約2.3%が民間健康保険に加入していた（全国人口統計

健康調査2017）

o この調査はまた、民間の健康保険が男性人口の2.3%と女性人

口の2.4%をカバーしていることを強調した

• 対日関係と友好関係

✓ 「とても友好関係にあると思う」「どちらかと言えば友好関係にあると思う」割合

が98% 「とても信頼できる」「どちらかと言えば信頼できる」割合が98%

• 重要パートナーとしての将来性

✓ 「今後重要なパートナーとなる国は日本」割合－「現在重要なパートナーは日

本」割合が△2％

インドネシア

• インドネシアの民間健康保険は約2,000万人をカバーしており、これ

は平均して全人口の約8%である（2019年現在）

• 対日関係と友好関係

✓ 「とても友好関係にあると思う」「どちらかと言えば友好関係にあると思う」割合

が95% 「とても信頼できる」「どちらかと言えば信頼できる」割合が95%

• 重要パートナーとしての将来性

✓ 「今後重要なパートナーとなる国は日本」割合－「現在重要なパートナーは日

本」割合が△6％

＊親日度合は、対日・友好関係の点数、重要パートナーとしての将来性のスコアが両者が高＝３、いずれかが高＝２、両者が低＝１としている
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*1 NCDs Noncommunicable Disease 非感染性疾患

CDs Communicable Disease 感染性疾患

*2 ヘルスリテラシー 健康や医療に関する正しい情報を入手し、理解して活用する能力

*3 ILO批准 ILO（International Labor Organization)とは、1919年に設立された労働条件と生活水準を改善することを目的に国連が

設立した機関。ILO基本文書は、4分野8条約から構成されている。有効な条約数について今回調査の6か国では、インド38からマレーシア14ま

で差があり日本は38程度である

ILO駐日事務所http://www.ilo.org/tokyo/standards/list-of-conventions/lang--ja/index.htm

*4 セクター 例えば化学、電気、ガソリン、ガス、鉱山、石油、建設などの産業の詳細区分

*5 クリティカルライフスキル 日常生活に生じる様々な問題や要求に対して、建設的かつ効果的に対処するために必要な心理的社会的能

力のうち、重要なスキル

*6 生産連動型インセンティブPLI制度 インド政府が製造業の主要な分野（現在14分野）に対する国内投資や海外直接投資（FDI）

の増進を目的とした金銭的な投資インセンティブ・プログラム。 2020年3月に発表されて以来、このプログラムは、有資格企業に対して、医薬品、

自動車、特殊鋼等の分野への投資について、合計約270億米ドルのインセンティブを提供
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海外調査による用語解説

用語解説
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対象とする健康経営を支えるサービスの市場

サマリ インド市場におけるH＆PMサービス展開の推奨分類（案）

サマリ インド市場のH＆PMサービス展開に係る分類別アプローチ方法（案）

インドのPESTEL分析

インドESGによるBRSR義務化について

市場評価

インドの企業向ウエルネス市場

従業員の福利厚生制度に係る主なトレンド

インドのH＆PMサービス需要サイド：機会セグメント

日系企業によるインドH＆PMサービス市場参入アプローチ

インド健康経営関連商品・サービス市場参入障壁

H＆PMサービス市場の推奨分類

参入障壁による評価

H＆PM推進コンサルティング

企業向けマッサージ・スパ

健康管理システム

心身のウェルビーイングサービス包括型提供

インドH＆PMサービス市場展開に関するサマリ

（２）健康経営の国際展開に関する調査

-1 新たな需要創出に向けた顕彰制度の輸出

Phase2 ①健康経営関連商品・サービスの展開



令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）99

対象とする健康経営を支えるサービスの市場

健康経営を支えるサービスの市場は、令和2年度経済産業省商取引・サービス環境の適正化に係る
事業報告書の定義としている

出所：令和2年 経済産業省 令和2年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業 （ヘルスケアイノベーション環境整備支援事業）（２）ヘルスケア市場規模の推計

報告書P174より抜粋 https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2020FY/000147.pdf

H＆PM

food

house
Good 

sleep
prevention of 

disease

exercise

clothing

learning &

leisure
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private insurance
intelligence

retreat

healthcare industry

本調査が対象とする健康経営を支えるサービスの市場は、巻末Appendix

１健康経営サービス分野の商品・サービス一覧を参照。

楕円の太線で囲まれた領域：健康経営サービス分野

https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2020FY/000147.pdf


出所: https://www.livemint.com/economy/imf-retains-india-s-gdp-growth-outlook-for-next-fiscal-at-61-

11675105431364.html#:~:text=%E2%80%9CGrowth%20in%20India%20is%20set,Inflation%20Peaking%20amid%20Low%20growthを参照してください。

https://www.3ecpa.co.in/resources/why-choose-india/doing-business-in-india-vs-japan/
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インドのPESTEL分析

好調な対外貿易と、2023-24年の前向きな経済成長見通しに沿った税制政策は、企業の成長を支

援すると期待されている。従業員の福利厚生に関する開示を行うESG報告制度が創設されたことが

注目される

政治:

• インド：は企業に政治的安定を提供している。 しかし、

個々のウエルビーイングは政治家の利害やイデオロギーの

違いに影響される

• 政府の腐敗と官僚主義により、企業はインドでの事業

開始に慎重になっている

P

経済:

• インド政府の課税政策は事業拡大に有利

• IMFによると、インドの成長率は2022-23年の6.8%から

2023-24年には6.1%に低下し、2024年には6.8%に上昇す

ると予想されている。 外的な逆風を受けても内需は持ちこ

たえる見通し

E

社会文化/社会:

• インドの人々は通常、医療上の問題がある場合にのみ専

門的な医療援助を求める。予防ケアに関する意識は低い

（→サマリの背景要因２）

• 保険の普及が限られているため、医療費は自己負担。 し

かし、企業は従業員の福利厚生として保険を提供している

• インド企業全体で福利厚生メニューとしてのマッサージやスパ

サービスを受ける機会は限定的

• Covid-19パンミック後ホワイトカラーのメンタルヘルス問題の

加速（→サマリの背景要因４）

S

テクノロジー:

• 企業はアプリを使った健康管理、栄養と体重

管理、フィットネストラッキング、禁煙プログラ

ムを利用している（→サマリの背景要因３）

• 企業はまた、積極的にアプローチし、データ分

析を活用し、長期的なコスト削減に取り組ん

でいる

T

環境:

• 現在進行中の生態系危機を伴う環境問題

への関心が高まっている。

• 多様で予測不可能なインドの気候

E

法律:

• 一部のリサイクル法、雇用平等、差別禁止

法の最近の変更は、企業の価格設定と人件

費に影響を与える可能性がある。

• 同国の外国貿易に関する柔軟な規制は、外

国企業に成長機会を提供する

• 企業は、インドにおけるESG報告の社会的側

面の一貫として、従業員の福利厚生に関す

る開示を行う必要がある*（→サマリの背景

要因１）*次ページ参照

L
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https://www.livemint.com/economy/imf-retains-india-s-gdp-growth-outlook-for-next-fiscal-at-61-11675105431364.html#:~:text=%E2%80%9CGrowth%20in%20India%20is%20set,Inflation%20Peaking%20amid%20Low%20growth
https://www.3ecpa.co.in/resources/why-choose-india/doing-business-in-india-vs-japan/


背景要因

1. Environmental and Social Governance（ESG）ComplianceによるTop500上場企業が提供する福利厚生サービスの開示が義務化された

2. 「病気の治療」から「予防医療」を推進する国の政策と企業ニーズがある

3. デジタルヘルスの台頭が影響し、医療DXは保健・健康領域へ拡大を見せている

4. パンデミック後もホワイトカラーのメンタルヘルス問題が更に加速した

日系企業に対するH＆PMサービス分類の推奨（３つの単一型H＆PMサービス、及び包括型のH＆PMサービス）

◼ H＆PMサービス全種別のインド国内100社調査により、規制の強さ、日本との文化の違いによる影響及び市場競争力優位性の観点から参入障壁が

低い下記３つの単一型H＆PMサービス分類が推奨される

１）H＆PM推進コンサルティング: サービスプロバイダーが、組織で働く従業員のウェルビーイングに係る問題を特定し、「従業員のウェルビーイングを

促進する戦略の作成」を通して、企業経営者に対して当該企業の健康経営の推進を支援する

２）企業向けマッサージ・スパサービス: 企業が福利厚生サービスの一貫として従業員向けマッサージ・スパサービスを提供する（ウェルビーイング補助

金による割引・払い戻しサービス等含む）

３）健康管理システム: 企業が福利厚生サービスの一貫として従業員またはその家族のために医師との面会のスケジュール設定、外来用薬局予

約、電子健康記録の管理、予防接種ログの管理、健康指標の計算、規制に対するコンプライアンス、オンラインでの医薬品の注文、従業員のウェ

ルネスソフトウェア/アプリを提供する健康管理サービス提供する

◼ アフターコロナによる社会情勢の大きな変化を契機として生じた需要から包括型のH＆PMサービスが推奨される

４）包括的なフィジカルおよびメンタルウエルビーイングサービス: H&PMサービスプロバイダーが企業に代わって従業員に対して、健康リスク評価、

EAPサービス、禁煙プログラム、体重管理、健康啓発セッション/セミナー、メンタルウエルビーイングサービス等を包括的に提供できるようH＆PMサービ

スを束ねて提供する
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サマリ インド市場におけるH＆PMサービス展開の推奨分類（案）

H＆PMサービス全種別のインド国内100社調査により、規制の強さ、日本との文化の違い及び市場
競争力優位性の観点から３つの単一型と包括型のH＆PMサービスの展開が推奨される
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包括型のH＆PMサービスを展開するには、HRテック＆マネジメント企業*1とH＆PMサービスプロバイダ*2

のジョイントベンチャーが鍵である

サマリ インド市場のH＆PMサービス分類別展開アプローチ方法（案）

日系企業に対するH＆PMサービス分類の展開アプローチ方法（案）

◼ H＆PMサービス全種別のインド国内100社調査により、規制の強さ、日本との文化の違いによる影響及び市場競争力優位性の観点から推奨される３

つの単一型H＆PMサービス分類の展開アプローチ

１）健康経営推進コンサルティング: インドにてコンサルタントを雇用し国際チームを組成して推進

・現地カルチャーに精通した人材を雇用し、サービスを提供する必要がある

２）企業向けマッサージ・スパサービス: フランチャイズ

・既に国際的に複数の国へ進出済みの企業事例がある

３）健康管理システム: 企業間提携（販売代理店契約等含む）

・限られた情報の中で、提携に向けた動向事例があるもののインド国内事業者は稀有

◼ アフターコロナによる社会情勢の大きな変化を契機として生じた需要から推奨される包括型のH＆PMサービスの展開アプローチ方法（案）

４）包括的なフィジカルおよびメンタルウエルビーイングサービスの提供：

・HRテック＆マネジメント企業（日本企業、インドに進出済みの日系企業、インドの企業いずれか）と日系のH＆PMサービスプロ

バイダーがジョイントベンチャーを形成

*2 H＆PMサービスプロバイダーとは、従業員のウェルネスや各種H&PMプログラムを含む人事ソリューションを包括的に提供する事業者

*1 HRテクノロジー&マネジメント企業とは、従来型及びAI＆ML技術で人材マネジメント・採用を行う事業者
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インドESGによるBRSR義務化について

インド証券取引委員会（SEBI）は、時価総額上位500社の上場企業に対し、the Business 

Responsibility and Sustainability Reportにおいて、2022-23年度からEnvironment（環境）、

Social（社会）、Governance（ガバナンス）（以下、ESG）の開示を義務化した

開示要件 原則

General

全般

a)当社の重要な環境、社会、コーポレートガバナンスのリスクと機会の概要、およびこれらのESGリ

スクを軽減または適応するためのアプローチ、および関連する財務上の影響

b) サステナビリティ関連の目標・目標と実績

c) サステナビリティに関する管理体制、方針、プロセス

一般的な管理とプロセスの開示が求めら

れる

Environment

環境

a) 資源使用量(エネルギーと水)と原単位の指標 b) 大気汚染物質の排出

c) 温室効果ガス排出量 d) 発生する廃棄物と廃棄物管理の実践

e) 生物多様性への影響

企業は、環境をに配慮し、保護と回復に

努めるべきである

Social

社会

従業員

a) ジェンダー・社会の多様性(障がい者対策を含む) b) 離職率

c) 賃金の中央値 d) 正社員・契約社員の福利厚生

e) 労働安全衛生 f) 教育・育成

企業は、バリューチェーン内の従業員を含

むすべての従業員の幸福を尊重し、促進

する必要がある

企業は人権を尊重し、促進すべきである

コミュニティ

a) 社会的影響評価

b) リハビリテーションと第三国定住

c) 企業の社会的責任

企業は包摂的な成長と公平な開発を促

進すべきである

消費者

a) 製品ラベリング b) 製品リコール

c)データプライバシー、サイバーセキュリティなどに関する消費者の苦情

企業は、責任ある方法で消費者と関わり、

価値を提供するべきである

Governance

ガバナンス

a) 「責任ある企業行動に関する国家ガイドライン」(RBCガイドライン)に規定された原則に関する取

締役会メンバー、上級管理職、従業員向けのトレーニング

b) 腐敗防止・贈収賄防止方針

c) RBCガイドラインの原則に基づいてバリューチェーンパートナー向けに実施された意識向上プログラ

ム

企業は、誠実に、倫理的で透明性があり、

説明責任のある方法で行動し、統治する

必要があります

出所：Environmental, Social, and Governance Compliance in India: New Reporting Requirements

https://www.india-briefing.com/news/esg-reporting-india-new-disclosure-requirements-sustainability-23471.html/

https://www.india-briefing.com/news/esg-reporting-india-new-disclosure-requirements-sustainability-23471.html/


出所:企業のウェルネス市場の数字 (2020年) :4億6000万米ドル (Market Research Future Analysis Industry Report)
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市場評価 インドの企業向けウエルネス市場評価（1/2）

インドでの職場のウェルネスプログラムは、従業員のウェルビーイング、ワークエンゲイジメントを向上させ

ることを目的とし、また生産性の低下を抑制するために推進されている

企業向けウェルネス市場 (2020年) :

4億6,635万米ドル

0.51

0.96

2021 2027

CAGR:

10.9%

インド企業向けウェルネス市場成長見込と課題

ドライバー要因:

• ウェルネスプログラムは純粋に企業が主導

• 心身の健康に対処し、生産性の低下を抑える

• 認知度の向上:コロナ禍後の健康問題に対する関心の高まり/採択数の増加

• 従業員のワークエンゲイジメント

• 健康経営（H＆PM）関連サービス提供市場シェアを獲得するために、さらなる

革新/投資/統合が起こっている

• 医療費の高騰

• 予防医療の重視

課題:

• 適切なパートナー/ベンダーの発掘

• サービス品質

• リーダーシップへの共感

• 政府の限定的にしか支援していない

28%

14%

6%11%

10%

6%

3%

22%
健康リスク評価

フィットネス

禁煙

生体認証スクリーニング

栄養と体重管理

ストレス管理

アルコール・薬物乱用サービス

その他のサービス

インドのサービス分野別企業向けウェルネス市場 (2020年、単位%)

市場規模

4億6635万ドル

インド:企業のウェルネス市場

(2021-27年、単位:百万米ドル)
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出所:Market Research Future Analysis Industry Report 2019 Global-Economy-of-Physical-Activity_Asia-Pacific_Download.pdf 

(globalwellnessinstitute.org)
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市場評価 インドの企業向けウエルネス市場（2/2）

インドの企業向けウェルネス市場は2021-2027年までの予測CAGRは、ストレス管理部門で10.72%、

栄養・体重管理で8.92%が最も高いセグメント成長率となると推測されている

• インドの企業はウェルネス分野に進出しているが、その可能性ある市場はほとんど未開拓のままである。 インドのH&PM業界のプレーヤーは、顧客を惹

きつけ、維持する製品・サービスポートフォリオの開発を目指すと考えられる

o インド市場のサービスプロバイダーは、ブランドの信頼性とロイヤルティの創出に遅れを取っており、多額の投資コストと長期の回収期間を必要とする

o また、期待されるウェルネスサービスは地域差があるため、サービス提供が地域特性に合わせた均質的ではないアプローチを採る可能性がある

• H&PM市場の需要は、技術進歩とインドの中小企業数の増加により加速している

インドのH&PM市場の特徴

健康リスク評価

2021年:2億3748万米ドル

2027 F:3億3784万米ドル

CAGR (2021-27) :6.05%

フィットネス

2021:1億2,213万米ドル

2027 F:1億7568万米ドル

CAGR (2021-27) :6.24%

禁煙

2021年:4919万米ドル

2027 F:7973万米ドル

CAGR (2021-27) :8.38%

生体顕彰スクリーニング

2021年:9,838万米ドル

2027 F:1億4459万米ドル

CAGR (2021-27) :6.62%

CAGR (2021-27) :8.92%

ストレス管理

2021年:5428万米ドル

2027 F:1億米ドル

CAGR (2021-27) :10.72%

CAGR (2021-27) :7.42%

その他のサービス

2021年:1億8,659万米ドル

2027 F:2億7,838万米ドル

CAGR (2021-27) :6.89%

栄養・体重管理

2021年:8821万米ドル

2027 F:1億4730万米ドル

アルコール・薬物乱用サービス

2021年:2,375万米ドル

2027 F:3647万米ドル

企業向けウェルネス市場のサービスタイプ別セグメント売上と市場成長予測 (単位:USD Million) *

https://globalwellnessinstitute.org/wp-content/uploads/2020/09/GWI_2019_Global-Economy-of-Physical-Activity_Asia-Pacific_Download.pdf


出所:2021 Benefit Trends India Survey Findings-WTW https://www.wtwco.com/en-IN/Insights/2021/12/2021-benefit-trends-india-survey-findings
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市場評価 従業員の福利厚生制度に係る主なトレンド（1/2）

インド企業は、これまで他社との競争力を維持する程度の福利厚生プログラムを中心に整備してきた。

しかし、パンデミック後、雇用主は個人のニーズ、働き方の柔軟性、従業員の働きやすさを中心とした

福利厚生戦略を構築したいと考えている

• 技術関連の人材 (特にエンジニア) の需要と福利厚生費の高騰により、企

業は福利厚生戦略の見直しを迫られている

• 企業は魅力的な福利厚生制度を提供し、従業員の働きやすさを向上させ

ることで差別化を図っている(オンボーディング、柔軟性、L&D、ワークライフバ

ランス、インクルージョンなど)

• 調査対象となった企業の主な関心分野は以下の通り

o 従業員の課題:従業員のストレス、燃え尽き症候群、メンタルヘルス

o 事業主の福利厚生戦略のための対策:従業員の福利厚生の向上(身

体的・精神的健康、経済的安定、社会的つながり)福利厚生の体験

(従業員との関わり、福利厚生の利用方法)

o 従業員の働きやすさ:福利厚生の統合パッケージ

19%

28%

30%

52%

55%

70%

不十分な退職貯蓄/退職の遅れ

労働力の経済的健康状態の悪化

仕事の生産性/有効性の低下

健康状態の悪化や不健康な生活習慣

社会的交流の欠如

ストレス、燃え尽き症候群、メンタルヘルスの問題

あなたの組織は、今後2年間の従業員のあり方について次の事項について

どの程度懸念していますか?

インド企業の従業員に対する福利厚生制度に係るトレンド調査

23%

29%

33%

43%

60%

63%

従業員の定着率の向上

プログラムの利用拡大

従業員のパフォーマンス向上

効果的に管理された費用と福利厚生プログラムのリスク

福利厚生の従業員経験の向上

従業員のウェルビーイングの改善

組織の利益戦略を成功させるための重要な指標は何か。

24%

36%

38%

46%

51%

65%

従業員の傾聴戦略の活用

コミュニケーションを強化

福利厚生におけるインクルージョンとダイバーシティ

福利厚生選択・使用時に従業員をサポートツール・テク…

柔軟性と選択肢を増やす

福祉を福利厚生パッケージに統合

従業員の福利厚生に関して、今後2年間の組織の福利厚生戦略の主な

目的は何ですか。

https://www.wtwco.com/en-IN/Insights/2021/12/2021-benefit-trends-india-survey-findings


出所:https://www.peoplematters.in/article/employee-engagement/emerging-employee-benefits-trends-in-the-new-normal-34016
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市場評価 従業員の福利厚生制度に係る主なトレンド（2/2）

多くの企業が、身体的、精神的、社会的、経済的、キャリア、コミュニティのウエルビーイングに対応し

た、従業員のための総合的なウェルネスソリューションを提供しようとしている

雇用主が福利厚生プログラムを変革するために2022-23年にとる行動

コアベネフィット より広範なベネフィット ウェルビーイングのサポート

20%

23%

38%

58%

病欠等手当

退職給付

リスク軽減

ヘルスケア関連

24%

37%

54%

子供、高齢者ケア

自主的な福利厚生、特典、割引

柔軟性と選択肢の充実

43%

45%

52%

64%

社会福祉への支援

金融ウェルビーイングの支援

身体の健康、生活習慣の改善支援

メンタルヘルス支援

• インドを含むアジア全域で、コロナ後遺症やコロナ合併症の治療や、生活習慣病やメンタルヘルスの問題などにより健康状態を悪化させる諸症状の治療の

ために 医療費が上昇すると予想される

o Mercer Marsh Benefits (MMB) の報告書によると、インドでは2022年、雇用主が支援する医療給付プログラムに関連する費用が平均で15-18%増

加した

o 保険業界では、新型コロナによる医療需要に加えて、新型コロナ関連の入院や死亡により、この期間に過去最高の請求件数を記録している

o 加えて、保険金請求の増加は、保険料の上昇、引受基準の厳格化、または保険契約の制限をもたらしている

• 保険会社は世界のメンタルヘルスのウェルビーイングの約33%をカバーしている。同様の傾向はインドでも観察されている

o MMB Health on Demand India survey 2021によると、従業員の60%がメンタルヘルスとカウンセリングのサポートを 「とても」 または 「非常に」 価値が

あると考えている。 これは従業員にとって大きな価値提案である

o がん、循環器疾患、代謝および心血管リスクを含む非感染性疾患も保険会社の懸念事項として浮上している。これら疾病は予防とセルフケア (生活

習慣と健康管理) を必要とする

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

https://www.peoplematters.in/article/employee-engagement/emerging-employee-benefits-trends-in-the-new-normal-34016


出所:https://www.wtwco.com/en-IN/Insights/2022/02/benefits4u-2022-integrating-wellbeing-into-the-benefits-package

https://www.peoplematters.in/article/employee-engagement/emerging-employee-benefits-trends-in-the-new-normal-34016

https://www2.deloitte.com/in/en/pages/life-sciences-and-healthcare/articles/mental-health-2022.html

Note:1 INR:0.012 USD;(*) :回答者はインド全土の3,304人の従業員を含む
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市場評価 インドのH＆PMサービス需要サイド：機会セグメント（2/3）

企業は、メンタルの不調によるビジネスの経済的損失を低減することを目的として、メンタルヘルスプロ

グラムを提供し始めているが、限られた数の大企業のみが、包括的なメンタルヘルス戦略を行っている

ホワイトカラー労働者の健康とメンタルヘルスプログラム

• Deloitteの"Mental Health in the Workspace"に関するレポート (2022

年9月*) によると、80%が1つ以上のメンタルヘルスの悪影響を受けていると

回答し、65%以上が2つ以上の症状を報告し、50%以上が3つ以上のその

ような症状を示した

• この調査では、職場が主要なストレス要因であることも強調されており、影

響を受けたとした回答者の47%が仕事によるストレスを報告している。

• 納期、過重な仕事量、チームダイナミクスの機能不全、評価されないことや

充実感の欠如などは、これまでも存在し、職業上のストレスの原因となって

いましたが、COVID-19の大流行により、その傾向が顕著になり、新たな道

が開かれた

37%

39%

42%

46%

47%

社会的つながり

家族関係

COVID因子

金融ストレス

職場関連

1つ以上のメンタルヘルス症状を経験している回答者の間で報告されたス

トレスの原因トップ5 (n:3,304人)

需要のある主要なウェルネスおよびメンタルヘルスサービス:

• ウェルネスワークショップ/セッション

• calm、headspaceなどのアプリを含むセルフヘルプコンテンツ/

セルフケアソリューションへのアクセス–(サブスクリプションソリュー

ションと自助リソース、そのようなサービスの費用の補填または

割引)

• ストレスチェック

• メンタルヘルス

• 健康イベント・セミナー

• EAP（従業員支援プログラム）、EFAP（従業員および家族

支援プログラム）サービス

主要産業/セクター:

• IT/ITeS

• コンサルティング/ビジネスアドバイザリ

• 銀行・金融サービス

• テクノロジー、Eコマース、スタートアップ

• 教育（大学や各種教育期間）
欠勤費用:14,000ルピー (19億米ドル)

プレゼンティーイズムの費用:51,000ルピー (66億米ドル)

従業員の離職率:45,000ルピー (59億米ドル)

従業員のメンタルヘル

ス不良はインドの雇用

主に~11万 INR 

(~140億米ドル) の損

害を与えている

市場機会：

大企業と中小企業の両方が共存する競争の激しい市場

https://www.wtwco.com/en-IN/Insights/2022/02/benefits4u-2022-integrating-wellbeing-into-the-benefits-package
https://www.peoplematters.in/article/employee-engagement/emerging-employee-benefits-trends-in-the-new-normal-34016
https://www2.deloitte.com/in/en/pages/life-sciences-and-healthcare/articles/mental-health-2022.html
https://www2.deloitte.com/in/en/pages/life-sciences-and-healthcare/articles/mental-health-2022.html
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対象とする健康経営を支えるサービスの市場

サマリ インド市場におけるH＆PMサービス展開の推奨分類（案）

サマリ インド市場のH＆PMサービス展開に係る分類別アプローチ方法（案）

インドのPESTEL分析

インドESGによるBRSR義務化について

市場評価

インドの企業向ウエルネス市場

従業員の福利厚生制度に係る主なトレンド

インドのH＆PMサービス需要サイド：機会セグメント

日系企業によるインドH＆PMサービス市場参入アプローチ

インド健康経営関連商品・サービス市場参入障壁

H＆PMサービス市場の推奨分類

参入障壁による評価

H＆PM推進コンサルティング

企業向けマッサージ・スパ

健康管理システム

包括的なフィジカルおよびメンタルウエルビーイングサービス

インドH＆PMサービス市場展開に関するサマリ

（２）健康経営の国際展開に関する調査

-1 新たな需要創出に向けた顕彰制度の輸出

Phase2 ①健康経営関連商品・サービスの展開



出所: https://www.livemint.com/economy/imf-retains-india-s-gdp-growth-outlook-for-next-fiscal-at-61-

11675105431364.html#:~:text=%E2%80%9CGrowth%20in%20India%20is%20set,Inflation%20Peaking%20amid%20Low%20growthを参照してください。

https://www.3ecpa.co.in/resources/why-choose-india/doing-business-in-india-vs-japan/

*市場参入パラメータが良好なサービス/セグメントのみを含む (3つのパラメータはすべて緑/低) 上記３分類の他に明らかにインド企業の認識外と判断される２つのサービス分類も除外した。
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H＆PMサービス市場の推奨分類 参入障壁による評価

H＆PMサービス37分類*の参入障壁を評価した*。6つのサービスは、規制・文化の違いによる影響の

障壁が低く、また、市場競争が弱いため参入リスクが低いことを示している。一方、インドでサービスの

需要が限られている分類を除く下記３つのH＆PMサービス分類が推奨される

H＆PMサービス* 規制
文化の違い

による影響

市場競

争力
ドライバー要因と課題

禁煙プログラム 低 低 低
ドライバー要因:限られた数のプレーヤーが企業を対象とした禁煙プログラムを提供している (通常はウェルビーイングサービスと組

み合わせて)

課題:このようなサービスに関するインドの企業従業員の意識は限られている

BCP 低 低 低

ドライバー要因:感染症予防対策のためにBCPを提供するプレイヤーは限られている。 企業は主に、データのバックアップ、サ

イバー攻撃への耐性、自然災害への対応を目的としたBCPに注力している

課題:限られたBCP需要 (特に感染症対策)

健康管理評価指標

開発
低 低 低

ドライバー要因:企業の健康状態や生産性レベルを評価するKPI/パラメーターを提供するプレイヤーの数は限られている

挑戦:ウェルビーイングの中での認識の欠如または異なる優先順位-そのようなサービスに対する限られた需要

【単一型】

１．H＆PM推進

コンサルティング

低 低 低

ドライバー要因:H&PMに焦点を当てたコンサルティングサービスを提供する限られたプレイヤー(戦略、社内推進、

実施を含む)。各企業の人事関連部門へのPR

課題:従業員の健康の重要性と生産性への影響をリーダーシップに納得させる

【単一型】

２．企業向けマッ

サージ・スパサービス

低 低 低

ドライバー要因:一部の企業では、サードパーティのサービスプロバイダーからのマッサージやスパアクティビティのクーポ

ンや割引券も提供されている。マッサージとスパのサービスはウェルネス/リラクゼーションのルーチンとして、働く人々

の間で支持を得ている。 オフィス敷地内でのオンサイトマッサージというコンセプトは、第1級都市で関連サービス

を提供する新しい企業が積極的に行っているサービスである。

課題:通常、マッサージは文化の違いによりオフィスの敷地内では行われないが、個人としての従業員は個人レベ

ルでこれらのサービスを選択する

【単一型】

３．健康管理シス

テム

低 低 低

ドライバー要因:健康管理システムを提供する限定プレイヤー。新型コロナの長期的な身体と精神両面の健康へ

の影響に対する認識の高まりにより、パンデミック後、企業は従業員のためのウェルビーイング補助金/福利厚生

プログラムを導入している。

課題:インドの企業は伝統的に健康管理システムへの投資が限られている。 個人の健康記録のデータプライバシ

ーに関する規制上の懸念
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参入障壁

https://www.livemint.com/economy/imf-retains-india-s-gdp-growth-outlook-for-next-fiscal-at-61-11675105431364.html#:~:text=%E2%80%9CGrowth%20in%20India%20is%20set,Inflation%20Peaking%20amid%20Low%20growth
https://www.3ecpa.co.in/resources/why-choose-india/doing-business-in-india-vs-japan/


出所:

従業員の職場福利厚生の状況(hubspotusercontent10.net)

Online Doctors for Corporate|DocOnline For Business|従業員の医療給付

健康経営–メディコングループ(medicongroupindia.com)

https://www.peoplematters.in/news/employee-relations/vmware-announces-wellbeing-allowance-of-rs-29565-29022

参入障壁 規制 文化の違いによる

影響

市場競争力

健康管理システム 低 低 低

• 新型コロナの長期的な身体と精神両面の健康への影響に対する認識の高まりにより、パンデミック後、企業は従業員のためのウェルビーイ

ング補助金/福利厚生プログラムを導入している

o 2021年にPazcare が行った調査 (インドにおける従業員の職場福利厚生の状況、インドの異なる企業の創業者、CEO、人事リーダーを

含む100人以上の回答者) によると、32%の企業が職場の福利厚生のために従業員一人当たり1万インドルピー (従業員一人当たり

121米ドル) 以上の予算を持っている

o IT/ITeS分野の企業では、福利厚生に充てられる予算額が多くなっている。 例えば、インドの従業員に対する衡平法上の償還として、

VMwareは2021年4月に、福利厚生手当として29,565INR (従業員一人当たり357米ドル) を発表した

o これらの金額は、ジムの定額費料、メンタルウェルビーニングアプリのサブスク料、または医療相談料の払い戻しにも使用できる

• 従業員 (特にプロフェッショナルサービス部門) は、健康管理システムを利用して、医療専門家との遠隔診療/治療またはリモートでの身体

的および精神医学的リハビリテーションを予約することができる (インド企業全体では英語を話す専門家がいるため、コミュニケーションの障

壁は最小限）

ドライバー要因

３．健康管理システムの主な機能:

従業員またはその家族のための医師との面会のスケジュー

ル設定、外来用薬局予約、電子健康記録、予防接種ロ

グの管理、健康指標の計算、規制コンプライアンス、オンラ

インでの医薬品の注文、従業員のウェルネスソフトウェア/ア

プリ(自助リソースの提供、ウェルビーイング調査)

単一型H＆PMサービス

H＆PMサービス市場の推奨分類 健康管理システム

健康管理システムを提供する日本企業は、予防医療の需要の高まりと本セグメント内の競争が未だ

低いドライバー要因のため、インド市場での存在感を増すよう展開を検討できる
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https://www.medicongroupindia.com/
https://www.peoplematters.in/news/employee-relations/vmware-announces-wellbeing-allowance-of-rs-29565-29022
https://f.hubspotusercontent10.net/hubfs/14536560/State%20of%20Employee%20Workplace%20Benefits.pdf?utm_medium=email&_hsmi=195171599&_hsenc=p2ANqtz-85WfsXLowxioyLj2MklrgjHQ21BXAQS-v8OuWbgpwnRyBblclZwJ1a1X3ZudYVmRfOnOXcg1SvJKvgkd2wJwKNR0Iy_g&utm_content=195171599&utm_source=hs_automation


出所:https://www2.deloitte.com/in/en/pages/life-sciences-and-healthcare/articles/mental-health-2022.html

Note:(*) コスト要素の定義について

欠勤費用=従業員規模*メンタルヘルス上の問題による休業者の割合*メンタルヘルス上の問題による休業日*1日当たりの欠勤費用 (メンタルヘルス上の問題による回避可能な従業員の欠勤費用)

presenteeismのコスト=欠勤のコスト*presenteeism–欠勤乗数 (メンタルヘルスストレスを受けながら出勤し、そのためにピーク時の生産性を発揮しないことから生じる生産性の損失から生じるコスト)

従業員の離職コスト=従業員の規模*メンタルヘルスの問題により休暇を取得した従業員の割合*平均給与*離職コストを給与の割合 (%) (メンタルヘルスの問題により離職した従業員の再雇用コスト)

参入障壁 規制 文化の違いによる

影響

市場競争力

心身のウエルビーイン

グサービス 低 低 中

• 心身のウエルビーイングサービス: 健康リスク評価、EAP

サービス、禁煙プログラム、体重管理、健康啓発セッショ

ン/セミナー、メンタルウエルビーイングサービス

• インド商工会議所連合会は、インドの企業従業員の42.5%がうつ病または全般性不安障害に苦しんでいる可能性があり、事業所での精

神健康診断プログラムが必要になると報告した

• Deloitteの調査(Mental health and well-being in the workplace: Sept 2022)によると、インドの労働人口の約80%が、過去1年間

に少なくとも一つのメンタルヘルスの悪影響を受けたことがあると報告している (調査回答者304人中)

• 報告書はまた、従業員のメンタルヘルスの悪化は、インドの雇用主に昨年11万インドルピー (約140億米ドル) のコストをもたらしており、これ

はさらに3つのコストに分類することができると強調している:欠勤のコスト (14,000ルピーまたは19億米ドル) 、プレゼンティーイズムのコスト

(51,000ルピーまたは66億米ドル) 、離職のコスト (45,000ルピーまたは59億米ドル) *

• 現在、組織レベルでのメンタルヘルス介入のための適切に設計されたシステムが不足している。メンタルヘルスは、特定の動機、大規模な個

別事案、またはCOVID-19のパンデミックのような外部のきっかけのいずれかによって促され、ほとんどの組織にとって後手であり続けているか

らである

ドライバー要因

市場競争力

• 大企業と中小企業の両方にサービスを提供しているため、心身のウェルビーイングの市場競争は激しいと言える

• しかし、インドの企業は現在、心身のウェルビーイングに関するさまざまなサービスのために複数のベンダーと契約している

• 心身のウェルビーイングサービスを提供するサプライヤーは複数存在するが、インドの市場規模（2018年：大企業1,200社、グ

ローバル・ケーパビリティ・センターまたはグローバル・シェアードサービスセンター1,250社、中小企業6,000万社）を考えると、競争力

は未だ「中」程度と言える

包括型H＆PMサービス

H＆PMサービス市場の推奨分類 心身のウェルビーイングサービス包括型提供

心身のウェルビーイング市場では複数の中小企業が活動しているが、大企業のニーズを満たす総合的

なサービスを提供するプレーヤーは限られている
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https://www2.deloitte.com/in/en/pages/life-sciences-and-healthcare/articles/mental-health-2022.html
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インドH＆PMサービス市場展開に関するサマリ

大規模上場企業に対する福利厚生の開示義務化も伴い、インドのコーポレート・ウェルネス市場は成

長が予測され、特に予防医療への注目が高まっている。日本企業は、HRテック&マネジメント企業と

提携し、包括型H＆PMサービスを展開するアプローチが有効と考えられる

• 大規模な上場企業は、インドにおけるESG報告の社会的側面の一貫として、従業員の福利厚生に関する開示を行う義務がある

• 同国の外国貿易に関する柔軟な規制は、外国企業に成長機会を提供する

【市場成長】

• インドのコーポレート・ウェルネス市場のうち、2021-2027年までの予測CAGRは約10.9%と予測されている

• メンタルヘルス、トレーニングとセミナー、健康データ分析などを含むH&PMサービスの包括的なパッケージサービス提供のニーズは上昇傾向

にある

• 企業向けマッサージ・スパサービス事業に対するニーズが高まってきている

【企業ニーズ】

• COVID-19パンデミック後、雇用主は個人のニーズ、働き方の柔軟性、従業員の働きやすさを中心とした充実した福利厚生を構築した

いと考えている

• 大企業は、ESGコンプライアンスに対応し、従業員のための包括的なウェルネスソリューションを提供しようとしている

【予防とデジタルヘルス】

• インド企業は、医療費抑制のため、予防医療に注目している。これはインド政府の政策でも謳われている

• ウェルビーイングを管理するウェアラブルテクノロジーを含むセルフケアソリューション、遠隔診療等テレヘルスの需要が注目されている

• 規制、文化の違い、市場競争力など参入障壁の評価から、健康管理システム、企業向けマッサージ・スパ、コンサルティングサービ

スなど単一型のH＆PMサービスの共有が求められている

• 顧客となる企業の人事部は、H＆Rテック&マネジメント企業を通して包括型のウエルネスサービスプロバイダーとの契約を進める動

きがある

• 包括型の場合はジョイントベンチャー、単一型の場合は企業間連携契約、フランチャイズ等での進出が想定される

• 日本のH&PMサービスプロバイダーは、インドもしくはインドに進出済みのHRテクノロジー&マネジメント企業等とジョイントベンチャー提携し、

従業員のウェルネスやH&PMプログラムを含む人事ソリューションを包括的に提供する展開アプローチが有効である

• 単一型H＆PMサービスは、企業間連携契約（代理店契約等）やフランチャイズが比較的容易に展開可能であり、事例も見られる

規制

供給

需要

展開

形態
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日印間の地方自治体や公的国際機関によるプログラム事例

インドの商工会議所等が他国と展開する顕彰制度の事例

インド・アメリカ商工会議所が展開する顕彰制度の事例

インド・フランス商工会議所が展開する顕彰制度の事例

アメリカ・ベトナム商工会議所が展開する顕彰制度の事例

顕彰制度の展開アプローチ（案）

顕彰制度の輸出・展開サマリ

需給一体の展開支援ステップを示すロードマップ（案）

（２）健康経営の国際展開に関する調査

-1 新たな需要創出に向けた顕彰制度の輸出

Phase2②顕彰制度の輸出



出所:chrome-extension :// e f a i d n bmnnibpcajpcglclefindmkaj/https://www.mea.gov.in/Portal/LegalTreatiesDoc/JP15B2190.pdf

chrome-extension :// e f a i d n bmnnibpcajpcglclefindmkaj/https://www.jef.or.jp/journal/pdf/206th_Cultural_Exchange.pdf

https://www.asiancommunitynews.com/jica-ties-up-with-yokohama-city-to-expand-its-achhi-aadat-good-habit-campaign-in-mumbai/

https://www.ifcci.org.in/events/upcoming-events/e/event/ifcci-csr-conclave-and-awards-2022-4th-

edition.html#:~:text=Indo%2DFrench%20Chamber%20of%20Commerce,on%20Wednesday%2C%2023rd%20November%202022.&text=Please%20Note%3A,delhi(%40)ifcci.org.in
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日印間の地方自治体や公的国際機関によるプログラム事例

外国の地方自治体による顕彰制度の実施事例に関する情報は限られている ものの、MoUに基づき、

日本の地方自治体や民間企業は健康経営の取り組みやプログラムを推進することができる

日本政府が直接インドの健康経営（H＆PM）の領域で優良な民間企業を顕彰することは難しいが、姉妹都市や異なる2か国の

商工会議所を通じた顕彰制度を展開することは可能である

日本政府がH&PMの取り組み

に対して民間企業を表彰するこ

との実現可能性

• インド政府は民間企業の顕彰制度や認定プログラムを制限している

• インド政府が民間企業を認めているのは、セーフティ (鉱山・工場) 、ロジスティクス (2022年6月開始) 、ITイノベー

ション、CSR、障がい者雇用の包括性など限定的であり、ほとんどない

インドに姉妹都市を持つ日本の

地方自治体や公的な国際協力

機関等が小規模なH&PM顕彰

制度から開始する

可能性

• インドでの外国政府による顕彰制度は該当が無い

• しかし、姉妹都市制度や公的な国際協力機関もしくは商工会議所、貿易振興機関等を通じて、日本の地方

自治体はインドでのH&PMプログラム/取り組みを促進することができる

• 日本の地方自治体とケーララ州、マハラシュトラ州、テランガーナ州を含むインドの州政府との間で締結された覚書

によると、双方は、インドまたは日本の地域の中小企業に焦点を当てて、いずれかの地でビジネスの会合、セミナー、

その他類似のイベントを開催する際に相互を支援することができる

• 2021年1月、JICA (国際協力機構) は、COVID-19を含む感染症の拡大を防ぐための衛生管理の重要性を啓

発するため、Achhi Aadat (良い習慣) を開始した。このプログラムは、カケハシサービス有限会社と様々なNGO、

行政、民間企業が共同で実施し、3万人以上の人々に直接教育を行った

• 異なる2か国の商工会議所が優良民間企業を表彰する制度事例は複数存在している

https://www.asiancommunitynews.com/jica-ties-up-with-yokohama-city-to-expand-its-achhi-aadat-good-habit-campaign-in-mumbai/
https://www.ifcci.org.in/events/upcoming-events/e/event/ifcci-csr-conclave-and-awards-2022-4th-edition.html:~:text=Indo%2DFrench%20Chamber%20of%20Commerce,on%20Wednesday%2C%2023rd%20November%202022.&text=Please%20Note%3A,delhi(%40)ifcci.org.in


出所:デミング賞(juse.or.jp)、TPM賞日本プラントメンテナンス協会(jipmglobal.com)、本拠地-インド系アメリカ人商工会議所(iaccindia.com)、USIIC、インド・フランス商工会

議所(ifcci.org.in)
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インドの商工会議所等が他国と展開する顕彰制度の事例（1/4）

インドとアメリカ、フランス間には、両国の商工会議所が主体となり民間企業を表彰する授与する制

度がある。日本の団体はインドに限らず外国企業にデミング賞などを授与している

インド-フランス

デミング賞:経営理念、事業の範囲・種類・規

模、経営環境等に適した総合品質経営

(TQM) を実践している組織を表彰
デミング賞

Total Productive Maintenance (TPM) 

Excellence Award:生産性、製品品質、コス

ト削減、企業文化の向上に優れた水準を達

成した施設に授与されるTPM

エクセレンス

日本の機関・団体が外国企業に授与する主な業績に基づく賞の一部

Indo-American Trade Excellence Award 

(IATE) :印米商工会議所が米国で最高のイ

ンド企業とインドで最高の米国企業を表彰す

るために贈呈
IATE賞

主要な成果に基づいてアメリカの機関/団体がインド企業に授与する主要な賞の一部

インド・フランス企業賞

インドとフランスの二国間貿易で重要な役割を果たしているインドとフ

ランスの企業の卓越性を称賛するために、印仏商工会議所が贈呈

IFBA賞

US-India Trade Awards:

US-India Importer’s Council から、両国間の

貿易を強化する上で重要な役割を果たした企

業に贈呈
USITA賞

主要な成果に基づいてフランスの機関/団体がインド企業に授与する主要な賞

インド-米国

インド-日本 デミング賞とTPMエクセレンス賞は、日本の団体がインドに

限らず外国企業を顕彰する制度である



出所:本拠地-インド系アメリカ人商工会議所(iaccindia.com)、USIIC
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インド・アメリカ商工会議所は、両国から企業優秀賞への応募者を募るためリサーチ・プラス・ノミネー

ション方式というアプローチと取っている。その後、指定された審査員によるエントリーの検証と受賞者

の選定が行われる

インド-米国

Indo-American Corporate Excellence 

Award (I-ACE) :印米商工会議所が米国で

最高のインド企業とインドで最高の米国企業

を表彰するために贈呈
I-ACE賞

主要な成果に基づいてアメリカの機関/団体がインド企業に授与する主要な賞の一部

インド・アメリカ商工会議所

200

4受賞開始年

1968
設立年

メンバー合計
1800+

• 医薬品

• 消費者

• 製造業

• エンジニアリング

など会員企業の主な業種

受賞プロセス

米印輸入協議会

リサーチ・＋指名ベース・アプローチ
各部門の推薦選考の公募に加え、各部門の初期調査・審査を実施

適格性検証
事前に定義された適格基準と照合しエントリを確認する

優秀企業の選択
審査員は各カテゴリーの候補者を審査し、各カテゴリーの候補企業の

オンラインランキングを作成する

US-India Trade Awards:

US-India Importer’s Council から、両国間の

貿易を強化する上で重要な役割を果たした企

業に贈呈
USITA賞

2011
設立年

受賞プロセス

オンライン指名フォーム
企業は協議会の公式サイトにあるオンライン推薦用紙に記入する。

このフォームにより、企業は ESG アワードのノミネートを記入することもできる。

インド・アメリカ商工会議所が展開する顕彰制度の事例（2/4）

https://www.iaccindia.com/
https://www.usiic.in/


出所:本拠地-インド系アメリカ人商工会議所(iaccindia.com)
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インド・アメリカ商工会議所が展開する顕彰制度の事例（3/4）

Indo-American Corporate Excellence Awardは、Industry Excellence、General Award、

Special Jury Awardの3つの部門から構成されている

インド・アメリカ企業優秀賞-受賞部門*

産業優秀賞 一般部門賞 審査員特別賞

ものづくりのエクセレンス

卓越したサービス

年間最優秀コーポレートリーダー

イノベーションの卓越性

今年のアントレプレナー

女性リーダーの特別貢献に対

する表彰

# 受賞部門 説明

A インダストリエクセレンスカテゴリ

1. ものづくりのエクセレンス
クラス最高の製造プロセスを採用し、印米関係の促進に積極的に貢献した中小・大企業を

認定する

2. 卓越したサービス
ベスト・イン・クラスのサービスを採用し、印米関係の促進に積極的に貢献した中小・大企業

を認定する

B 一般カテゴリ

3. 年間最優秀コーポレートリーダー
業界のベンチマークとなった事業を認定し、高いパフォーマンスを披露し、すべての利害関係者

に受託者としての義務を効果的に果たした

4. イノベーションの卓越性
古いニーズに応えるために従来の製品/サービスを再発明した企業や、イノベーションを用いて

新しい経済のニーズに応えた企業を認識する

C 審査員特別賞

以下の賞は、審査委員会の裁量により参加者に奨励される。

- 今年のアントレプレナー

- 女性の特別貢献に対する認定

脚注:※2021年の受賞を基準

インド-米国



出所:インド・フランス商工会議所 (ifcci.org.in)
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インド・フランス商工会議所が展開する顕彰制度の事例（4/4）

インド・フランス商工会議所は、ベストアントレプレナー、ベストCSRプロジェクト、ダイバーシティ&インク

ルージョンプラクティスなど8つの部門で優れた民間企業を表彰している

インド-フランス

主要な成果に基づいてフランスの機関/団体がインド企業に授与した主要な賞

インド・フランス商工会議所

2018
受賞開始年

1977
設立年

メンバー合計
650 16

セクター委員会

インド・フランス企業賞

インドとフランスの二国間貿易で重要な役

割を果たしているインドとフランスの企業の

卓越性を称賛するために、印仏商工会議

所が贈呈IFBA賞

インド・フランスビジネスアワード–受賞部門*

年間ベストSME

最高の印仏協力

今年のベスト・アントレプレナー

今年最も革新的な製品/サービス

インドのベスト・フレンチ・グル

ープ

ベストCSRプロジェクト

Choose France–Indian 

Investment in France 

Award 2020を受賞

COVID-19時代のビジネス

のレジリエンス

ダイバーシティ&インクルージョ

ン・プラクティス・オブ・ザ・イヤ

ー

アプリケーションプロセス*

• 企業は、公式サイトに提示されている該当する賞のカテゴリーの応募用紙に記入することができる

• ウェブサイトでは、資格の基準についても言及している

Note:※2021年の受賞を基準

https://www.ifcci.org.in/
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アメリカ・ベトナム商工会議所が展開する顕彰制度の事例

米国とベトナム間には、ベトナム商工会議所とアメリカ商工会議所が提携してリーダーシップ優秀賞と

人事優秀賞を顕彰する制度を提供している

ベトナム-米国★

ベトナムの健康経営（H＆PM）優良法人に類似した顕彰制度

◼ ベトナム商工会議所（VCCI）とベトナムのアメリカ商工会議所と提携して、Anphabe （調査、人事コンサルティング、人材ソリューションなど

のソリューションを提供）は、職場のウェルビーイングを含む人材と職場開発に重点を置く企業のための顕彰プログラムを提供している

◼ 従業員の幸福度と業績に影響を与える要因を評価するための研究を実施している。 実践事項が証明され、サポートデータがプログラムの要件

を満たしている場合、Anphabeは組織とリーダーを表彰する

Anphabeの顕彰プログラム

リーダーシップ優秀賞

人事優秀賞

出所：https://vietnamexcellence.vn/en/index.html?part=1

https://vietnamexcellence.vn/en/index.html?part=1


経済産業省は、日本の貿易政策を所管する日

本政府省庁

出所:経済産業省、JETRO|日本貿易振興機構、ホーム:コマース、インド貿易促進協議会–インド貿易促進協議会公式サイト (tpci.in)、日印経済協議会(ijbc.org)、日印商工会議所(ijcci.com)
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顕彰制度の展開アプローチ（案）(1/2)

インドと日本は、H&PMサービスに優れた両国の企業を対象とした共通の表彰または顕彰制度を開

始するために、商工会議所や公的な貿易振興機関等にはたらきかける案が考えられる

日本の主要組織団体

経済産業省 (METI)

日本と世界との貿易・投資の相互促進に取り

組む政府系機関

日本貿易振興機構 (JETRO)

• 共通の表彰やプログラムを開始するために、商工会議所やジェトロなど、公的機関を探すことができる

• また両国において、日印ビジネス協議会のような既存の貿易促進機関のルートも、様々な中小企業や大企業が加盟していることから、サポート体制等

模索することができる

賞の授与と表彰における組織団体関与の可能性

日印ビジネス協議会は、インドと日本のビジネス、貿易、商業

、文化の機会を探ることに焦点を当てた業界団体である

累積支援企業数は、403社（9年間）2011-2020年

主要貿易関係機関

日印ビジネス支援協会株式会社

日印商工会議所は、教育・文化・経済分野における日

印関係強化のための唯一の全インド二国間会議所

特定非営利活動法人 日印商工会議所

貿易・産業の業務を監督・規制し、産業の成長

発展と国内外の貿易を担う

インドの主要組織団体

商工省

TPCIはインドの対外貿易政策で通告された頂

点貿易・投資促進機関

インド貿易促進協議会 (TPCI)

2011設立年

シュリカント・アトレ、社長 (IJBC)連絡先

1989設立年

T.P.Imbichammad、社長

(IJCCI) 
連絡先

https://www.ijcci.com/
https://in.linkedin.com/in/shrikant-atre-24435a16?trk=org-employees


出所:アイルランド日本商工会議所|日本とアイルランドのビジネス関係の促進日本とアイルランドのビジネス関係の促進(ijcc.jp)、Corporate Health Summit–企業インドの健全化、Ireland Japan HP
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顕彰制度の展開アプローチ（案）(2/2)

他国の商工会議所の事例に見られるように、日本の健康経営の顕彰制度を商工会議所や公的な

貿易促進機関を介して展開を試みる案が考えられる。また、初期段階では顕彰制度を周知広報す

る目的で、 Corporate Health Summit等の健康関連の会議に参加する手段が考えられる

インドで健康経営顕彰制度を開始するためのロードマップ

アプローチ1–商工会議所または貿易団体を経由する

• H&PM部門の表彰プログラムを開始するために、日本の政府機関 (METI) が後押しし、公

的貿易機関 や商工会議所 は、米国やフランスなどの他国が授与している方法論を試みる

ことが考えられる

• また、他の国でこのような賞を授与している日本の他の業界団体からも賞の詳細を得ることが

できる

o Ireland Japan Business Awards (アイルランド日本商工会議所)

2011受賞開始年

2008設立年

アプローチ2-インドでのHR/ヘルスカンファレンスの主催による日本のH&PMサービスの認知度向上

• 日本のH&PMサービスプロバイダーがインドに初進出する際の認知度やブランド認知度を高

めるため、インドで開催されるヘルスケアカンファレンスに参加ことが有効と考えられる

• インド企業の健康とウェルビーイング計画は、主にこれらのカンファレンスに出席する人事チー

ムが検討するため、日系企業はH&PM市場への参入の糸口とできる可能性がある

この会議の目的は、インド企業の健康状態に関わるす

べての利害関係者に、今後の道筋を明確にしてもらう

ことである。参加企業には、人事、EHS、保険会社、

保険ブローカー、ウェルネス企業などがある。

詳細

設立 1973年に設立された日本アイルランド経済協会（JIEA）を引き継ぐ形で、経済産業省の働きかけにより2008年1月11日に正式に設立

法人形態 非営利団体

事業内容 ◼ 講演会、セミナー、ネットワーキングイベントの開催

◼ 日本・アイルランド間のビジネス及び貿易の強化に対する働きかけ、支援

◼ 日本・アイルランド間の経済関係に関する課題・問題の提起、またそれに関するフォーラムの開催

◼ 年会費はサービス内容によって下記の分類に分けられる

➢ コーポレート会員：100,000円 ：2023年1月現在40社

➢ プロフェッショナル会員：50,000円：2023年1月現在22名

➢ リージョナル・プロフェッショナル会員：25,000円：2023年1月現在8名

➢ ソシエイト / インターナショナル会員：10,000円

➢ スチューデント（学生）会員：1,000円

Ireland Japan商工会議所
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顕彰制度の輸出・展開サマリ

日本政府が独自にインド企業を直接表彰することは難しいものの、他国の事例から商工会議所等を

通して顕彰制度の展開を後押しすることは可能である。姉妹都市や公的国際機関等を足掛かりに

連携を図り、顕彰制度を小規模から展開し、認知度を向上させていく必要がある

◼ 健康経営の顕彰プログラムを開始するために、日本の政府機関または業界団体は、他国(例:ア

イルランドやアメリカ)で採用された表彰プログラムの再現を試みることが有望である

◼ 健康経営の顕彰プログラムの認知度を高め、促進するために、 Corporate Health Summitなど

が実施している健康関連の会議をインドで主催し、日本の顕彰制度を認知度を上げていく必要

がある

◼ インドと日本には、両国の企業が達成した重要な成果を表彰する共通の制度がない

◼ しかし、インドとアメリカ、インドとフランスにおいては、両国の企業を表彰する制度が、各商工会議

所の貿易団体において運用されている

◼ 日本の経済産業省・JETRO、インド貿易促進協議会等と連携を図り、顕彰制度の展開を検討

する必要がある

◼ 姉妹都市や商工会議所、貿易関連機関として、日印ビジネス支援協会株式会社やNPO法人

日印商工会議所等との連携も視野に入れ、小規模展から開し、経済産業省が人的資源や財

源サポートするかたちで顕彰制度の認知度を向上させていく必要がある

◼ 日本政府が独自にインド企業を直接表彰することは難しい

◼ インド政府自体が自国の民間企業を表彰する機会が非常に限られている

姉妹都市・

商工会議所・

貿易関連機関

との連携
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需給一体の展開支援ステップを示すロードマップ（案）

公的な貿易振興機関、商工会議所や姉妹都市提携のある地方自治体を活用し、日本企業のウォ

ンツ（手段）とインド市場のニーズ（目的）を探索・マッチングさせインド現地へ健康経営関連商

品・サービスの展開に意欲ある民間企業を段階的に支援する必要がある

施策

対象

施策例の概要 主催／協力
顕彰制度

H＆PM
商品・

サービス

ニーズ発掘

支援

戦略的な

情報発信
★ ★

◼ どのフェーズの企業が進出を検討しているのか、日本商工会議所等のイベン
トを通じて日本企業のインド進出に係るwantsを探索する

◼ 顕彰制度未整備の企業に対しては顕彰取得を促し、顕彰制度の箔と企業
のサービスを同時に輸出する事業形態を提案していく

◼ METI
◼ 地方自治体

◼ 各日本国内、商工会議所

マッチング

イベント＊
★ ★

◼ インド商工会議所と連携を図り、Corporate Health Summitなどに日系H
＆PM企業が出展し、インド市場での存在感を発信、認知度向上を図る

◼ 日本の各都市と提携しているインド姉妹都市の関係者を集め、現地ニーズ
を模索する

◼ METI
◼ 地方自治体

◼ インド商工会議所

◼ インド提携姉妹都市

プロジェクト
創出

支援

ハンズオン

支援
★

◼ 事業化プロジェクトに対して、メンター支援や経営分析、戦略立案、事業拡
大支援、チームマネジメント支援、資金調達（VCとのマッチング等）、法務

相談等の支援を行う

◼ METI
◼ 地方自治体

◼ 各日本国内、商工会議所

プロジェクト
展開

支援

特許戦略

支援
★

◼ ビジネスを具体的に検討する為に、開発段階の製品のノウハウが特許申請

されていないか、類似の特許があれば、どのような国・企業で申請されている

のか等の調査を行い、将来に向けた特許戦略検討を支援する

◼ METI
◼ 特許庁

◼ JETRO

海外展開

支援
★

◼ インド進出検討企業に向け、インドの商工会議所との連携・サポートや、企

業とのマッチングなどの支援を行う

◼ METI
◼ 地方自治体

◼ JETRO

市場探索 デザイン 開発・試験
サービス供給

体制構築

販売・マーケティング

活動

ニーズ発掘支援 プロジェクト創出・支援 プロジェクト展開支援

*本調査で実施たインドのH＆PMサービスプロバイダー100社調査を活用可能
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Appendix１

健康経営（H＆PM）サービス分野の商品・サービス一覧 1/2

テーマ サービス 市場区分ごとの定義（参考）

1:健康問題の理解 ストレスチェック ストレス管理

1:健康問題の理解 医療事務員 その他のサービス

2:ヘルスリテラシーの向上 健康関連研修サービス その他のサービス

3.健康増進・生活習慣病予防対策 禁煙プログラム 禁煙

3.健康増進・生活習慣病予防対策 社員食堂業務受託 栄養と体重管理

3.健康増進・生活習慣病予防対策 オフィスのおかず 栄養と体重管理

3.健康増進・生活習慣病予防対策 健康機器 フィットネス

3.健康増進・生活習慣病予防対策 睡眠支援サービス ストレス管理

4:感染症予防対策 BCP その他のサービス

5:メンタルヘルス対策 メンタルヘルス ストレス管理

5:メンタルヘルス対策 従業員支援プログラム (EAP) その他のサービス

6:保険会社との連携 医療・健康データ分析 健康リスク評価

6:保険会社との連携 歯科検診 生体顕彰スクリーニング

6:保険会社との連携 人口アプローチツール その他のサービス

6:保険会社との連携 特定保健指導 生体顕彰スクリーニング

6:保険会社との連携 健康イベント・セミナー その他のサービス

6:保険会社との連携 広報支援 その他のサービス

※１から11の付番は、令和2年 経済産業省 令和2年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業 （ヘルスケアイノベーション環境整備支援事業）（２）ヘルスケア市場規模の推計 報告書による
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Appendix１

健康経営（H＆PM）サービス分野の商品・サービス一覧 2/2
テーマ サービス 市場区分ごとの定義

6:保険会社との連携 健康ポイント/インセンティブ その他のサービス

7:対策の検討 健康管理評価指標開発 健康リスク評価

7:対策の検討 健康管理アドバイザー その他のサービス

7:対策の検討 コンサルティング(人事・組織・業務改革) その他のサービス

8:ワークライフバランス SASスクリーニング、 (睡眠時無呼吸症候群) その他のサービス

8:ワークライフバランス MCI/認知症スクリーニング その他のサービス

8:ワークライフバランス SASチェック その他のサービス

8:ワークライフバランス 女性支援 その他のサービス

8:ワークライフバランス 福利厚生機関 その他のサービス

8:ワークライフバランス 直営・契約保健所 その他のサービス

8:ワークライフバランス テレワーク その他のサービス

9:職場の活性化 健康管理室 その他のサービス

9:職場の活性化 事務用菓子 栄養と体重管理

9:職場の活性化 マッサージ/リフレッシュルーム操作サポート その他のサービス

9:職場の活性化 音楽/BGM その他のサービス

9:職場の活性化 職場環境改善IoT その他のサービス

10:過労対策 出欠管理システム その他のサービス

11:コンプライアンスとリスク管理 健康管理システム その他のサービス

11:コンプライアンスとリスク管理 産業医 その他のサービス

11:コンプライアンスとリスク管理 海外赴任の健康管理支援 その他のサービス
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Appendix２

（参考）企業のウエルネス市場セグメント定義

企業のウェルネス市場セグ

メント
定義

健康リスク評価
• 従業員に影響を与える健康傾向を特定し、毎年の進捗状況を測定するために組織が提供するサービス

• 以下の要素が含まれている:質問のセット、リスク計算スコア、改善点に関するフィードバック

フィットネス
• フィットネスサービスには、組織がオフィスの敷地内で提供する身体活動や運動、または従業員が体力を得るためのジムの

会員資格または類似の活動(ズンバ、ヨガ、ピラティス、キックボクシング、ボクシングなど。)に対する払い戻しが含まれる。

禁煙

• 禁煙プログラムは、参加者が心疾患、脳卒中、肺がんなどの健康上の懸念を認識するのに役立つ

• サービスプロバイダーは、参加者に合わせたヒントを提供し、自己追跡を可能にし、禁煙プランの設定を支援するモバイルアプ

リケーションを利用することもできる。

生体顕彰スクリーニング

• 生体顕彰および健康診断サービスは、従業員の健康リスクに対する意識を高めるのに役立ち、貴重な情報(血圧、コレス

テロール値、血糖値検査、BMI検査、皮膚スクリーニング、体脂肪スクリーニングなど)を提供する。

• テスト後、従業員には健康上のリスクや悪い習慣を特定するためのフィードバックと、健康的なライフスタイルを維持するため

のガイダンスも提供される

栄養・体重管理

• 栄養および体重管理サービスは、健康問題を予防または管理するために、労働者が栄養を改善し、より健康的な食習慣

を身につけるよう教育および奨励する。

• これらのサービスは、従業員に対してオンサイトクラスまたはオフサイトWebセミナーで提供される場合があります。 さらに、これ

らのサービスは、携帯アプリでも提供されており、従業員に簡単にアクセスすることができ、人口に大きな人気を得ている

ストレス管理

• ストレス管理には、従業員間のストレスの原因と程度を判断するためのストレス評価が含まれる場合がある

• ストレス管理プログラムは、教育リソース、会社の方針、アプリやウェルビーイングプラットフォームを通じて提供されるデジタルプ

ログラム、管理トレーニングなどのツールを活用して、従業員が職場のストレスを予防および軽減するのに役立ちます。

アルコール・薬物乱用サー

ビス

• アルコールおよび薬物乱用サービスは、雇用者および従業員にアルコールおよび薬物乱用を予防および管理するためのツー

ルを提供する

• 教育資源を含み、電話相談の利用を奨励し、従業員が情報/資源を入手するのを支援するEAP (Employee 

Assistance Program) を提供し、薬物およびアルコール検査プログラムの実施を支援する。

その他のサービス • その他のサービスには、健康相談、予防接種プログラム、薬局ケアサービス、金融サービスなどがある

出所：Corporate wellness Market Forecast till 2027



第四章 ー2 非財務情報開示の枠組みにおけるルールメイキング

129 令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）



130

調査の概要

グローバルで通用する健康経営指標を見出す調査を実施した

項目 非財務情報開示の枠組みにおけるルールメイキング

調査の目的

◼ Phase1 資本市場における人的資本開示との整合性や関連性を踏まえ、グローバルで通用する健康経営指標を

抽出

◼ Phase2 国際的な基準や枠組み等に将来的に健康経営の考え方や健康経営指標を反映させるためのアプローチ

方法を検討

◼ Phase3 開示情報における日系企業の海外支社や事業所での取り組みの実態を把握

調査期間 ◼ 令和4年11月～令和5年2月

調査対象

◼ Phase1 グローバルで通用する健康経営指標

◼ Phase2 健康経営指標を提言する非財務情報開示のイニシアチブ及びアプローチ（案）

◼ Phase3 日系企業等の海外における健康経営の取り組み等

調査方法

◼ Phase1 資本市場における基準、枠組み等と健康経営指標とのマッピング

◼ Phase2 非財務情報開示のイニシアチブの特徴や開発状況の整理及び健康経営指標アプローチ方法の検討

◼ Phase3 日系企業等の海外取り組みにかかる開示情報のデスクトップ調査及び選定した企業へのヒアリング実施

調査内容

◼ Phase1 SASB、GRI、WEF、ISOの基準・枠組み等と健康経営指標のマッピング結果

◼ Phase2 イニシアチブや基準の状況等を踏まえたアプローチ案

◼ Phase3 グローバルの取り組みを進める健康経営銘柄企業の現状と課題
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Phase1 グローバルで通用する健康経営指標の整理

・グローバルで通用する健康経営指標の調査手順

・健康経営指標と国際的な基準・枠組み等とのマッピング結果

第四章 ー2 非財務情報開示の枠組みにおけるルールメイキング



【健康経営指標とマッピングする基準・枠組み等の選定】

資本市場で多く利用されている以下の4つの国際的な基準や枠組み等について、人的資本に関する項目等を中心に健康経営指標とのマッピングを実

施する対象として選定した

【健康経営指標とのマッピング】

『経済産業省 令和3年度 健康経営度調査』の調査票の「健康経営銘柄の選定、健康経営優良法人の認定に関する要件」に記載の評価項目のう

ち、必須とされている項目および実施が要件とされている項目等をベースに、選定した基準や枠組み等とのマッピングを実施。抽出された項目に基づいて、

アプローチ案を検討した（Phase2アプローチ方法の整理、アプローチ案の提示）
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グローバルで通用する健康経営指標の調査手順

資本市場で利用されている国際的な基準・枠組み等にも人的資本に関連して従業員の健康に関す

る項目が含まれており、健康経営指標とのマッピングによりアプローチ案を検討する

基準、枠組み等 設定主体 概要

SASBスタンダード SASB
サステナビリティ 会計

基準審議会

非財務情報に関するグローバルな開示の基準であり、11セクター77業種について設定されている。

5つの領域には人的資本が含まれており、労働慣行や、従業員の健康と安全、従業員エンゲイ

ジメント、多様性とインクルージョンの項目が設けられている

GRIスタンダード GRI
グローバル・レポー ティ

ング・イニシア ティブ

組織が経済、環境、社会に与えるさまざまなインパクトについて一般の人々に情報提供する際の

フレームワークを提供する。労働安全衛生や、研修と教育、ダイバーシティなどの項目も含められて

いる

ステークホルダー資本主義

測定指標（WEF）

WEF
世界経済フォーラム

企業が業種や地域を問わず報告可能である普遍的で比較可能な開示事項を提供するもので

あり、「人」「地球」「繁栄」「ガバナンス」の4つの柱を中心にまとめられた指標と開示・報告の枠組

みである

ISO30414 ISO
国際標準化機構

人的資本に関する報告のための指針であり、人的資本の項目には、健康、安全の項目が含ま

れている



大項目 中項目 小項目 評価項目

1.経営理念・方針

健康経営の戦略、社内外への情報開示 健康経営の方針等の社内外への発信

自社従業員を超えた健康増進に関する

取り組み
トップランナーとしての健康経営の普及

2.組織体制

経営層の体制 健康づくり責任者の役職

実施体制 産業医・保健師の関与

健保組合等保険者との連携 健保組合等保険者との協議・連携

3.制度・

施策実行

従業員の健康課題

の把握と必要な対

策の検討

健康課題に基づいた具体的な目標の設

定
健康経営の具体的な推進計画

健診・検診等の活用・推進

従業員の健康診断の実施（受診率100%）

受診勧奨に関する取り組み
50人未満の事業場におけるストレスチェックの実施

健康経営の実践に

向けた土台作り

ヘルスリテラシーの向上 管理職・従業員への教育

ワークライフバランスの推進 適切な働き方の実現に向けた取り組み

職場の活性化 コミュニケーションの促進に向けた取り組み

病気の治療と仕事の両立支援 私病等に関する復職・両立支援の取り組み

従業員の心と身体

の健康づくりに関す

る具体的対策

保健指導 保健指導の実施および特定保健指導実施機会の提供に関する取り組み

具体的な健康保持・増進施策

食生活の改善に向けた取り組み

運動機会の増進に向けた取り組み

女性の健康保持・増進に向けた取り組み

長時間労働者への対応に関する取り組み

メンタルヘルス不調者への対応に関する取り組み

感染症予防対策 感染症予防に関する取り組み

喫煙対策
喫煙率低下に向けた取り組み

受動喫煙対策に関する取り組み
4.評価・改善 健康経営の推進に関する効果検証 健康経営の実施についての効果検証

5.法令順守・リスクマネジメント
定期健診を実施していること、50人以上の事業場においてストレスチェックを実施して

いること、労働基準法又は労働安全衛生法に係る違反により送検されていないこと等

プレゼンティーイズム：健康の問題を抱えつつも仕事（業務）を行っている状態

アブセンティーイズム：仕事を休業している状態

ワークエンゲイジメント：仕事に関連するポジティブで充実した心理状態として、「仕事から活力を得ていきいきとしている」（活力）、

「仕事に誇りとやりがいを感じている」（熱意）、「仕事に熱心に取り組んでいる」（没頭）の３つが揃った状態
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健康経営指標と国際的な基準・枠組み等とのマッピング結果

WEFSASB

GRI

GRI

SASB

GRI

GRI WEFSASB

GRI

GRI

GRI

GRI

SASB

GRI

ISO

ISOWEF

SASB

GRI

※業種限定や部分一致含む

マッピング結果

従業員の健康に関する制度や施策実行の一部の評価項目について、マッピング対象の国際的な基

準・枠組み等の設定項目と関連していることが判明した
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Phase2 健康経営指標を提言する非財務情報開示のイニシアチブの整理

及びアプローチ案提示

・非財務情報開示のイニシアチブの特徴や開発状況の整理

・アプローチ方法の整理

・アプローチ案の提示

第四章 ー2 非財務情報開示の枠組みにおけるルールメイキング
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非財務情報開示のイニシアチブの特徴や開発状況の整理①

ISSBの会議資料によると、人的資本アジェンダでは1.DEIを最優先、2.従業員の健康と生産性向上、

離職率低下、コスト削減との関連、3.既存の枠組みの継承について触れられている

【人的資本アジェンダの概要】

1. 人的資本については、DEIが最優先アジェンダ

2. 人的資本の中で、従業員の健康、安全、ウェルビーイングは生

産性向上、離職率低下、コスト削減に関連する、と言及

3. SASBやCDSB、その他の既存の枠組みを継承
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非財務情報開示のイニシアチブの特徴や開発状況の整理②ー1

先行する欧州の制度開示（CSRD）における基準（ESRS S1自社従業員）においても、健康に関連
する指標が一部設けられている

領域 DR No 項目EN 項目JP

影響、リスク及び機会の管

理
S1-1 Policies related to own workforce 自社従業員に関する方針

影響、リスク及び機会の管

理
S1-2

Processes for engaging with own workers and workers’ 
representatives about impacts

影響について自社従業員及び従業員代

表と関わるプロセス

影響、リスク及び機会の管

理
S1-3

Processes to remediate negative impacts and channels 
for own workers to raise concerns

ネガティブな影響を是正するプロセスと、

自社従業員が懸念を提起するためのチャ

ネル

影響、リスク及び機会の管

理
S1-4

Taking action on material impacts on own workforce, 
and approaches to mitigating material risks and 
pursuing material opportunities related to own 
workforce, and effectiveness of those actions

自社従業員への重大な影響に対する措

置を講じ、自社従業員に関連する重大

なリスクを軽減し、重大な機会を追求す

るためのアプローチとその措置の有効性

指標及び目標 S1-5
Targets related to managing material negative impacts, 
advancing positive impacts, and managing material risks 
and opportunities

重大なネガティブな影響の管理、ポジティ

ブな影響の推進、重大なリスク及び機会

の管理に関する目標

指標及び目標 S1-6 Characteristics of the undertaking’s employees 企業の従業員の特徴

指標及び目標 S1-7
Characteristics of non-employee workers in the 
undertaking’s own workforce

自社従業員における非雇用労働者の特

徴

指標及び目標 S1-8 Collective bargaining coverage and social dialogue 団体交渉の範囲と社会対話

指標及び目標 S1-9 Diversity indicators ダイバーシティ指標

指標及び目標 S1-10 Adequate wages 適正賃金

指標及び目標 S1-11 Social protection 社会的保護

指標及び目標 S1-12 Persons with disabilities 障害者

指標及び目標 S1-13 Training and skills development indicators 研修及び能力開発指標

指標及び目標 S1-14 Health and safety indicators 健康・安全衛生指標

指標及び目標 S1-15 Work-life balance indicators ワークライフバランス指標

指標及び目標 S1-16
Compensation indicators (pay gap and total 
compensation) 報酬指標 (賃金格差と総報酬)

指標及び目標 S1-17
Incidents, complaints and severe human rights impacts 
and incidents

事件、苦情及び深刻な人権への影響及

び事件

出所：”[Draft] ESRS S1 Own workforce”（2022年11月）を基に作成



領域 DR No 項目EN 項目JP

影響、リスク及び機会の管

理
S1-1 Policies related to own workforce 自社従業員に関する方針

影響、リスク及び機会の管

理
S1-2

Processes for engaging with own workers and workers’ 
representatives about impacts

影響について自社従業員及び従業員代

表と関わるプロセス

影響、リスク及び機会の管

理
S1-3

Processes to remediate negative impacts and channels 
for own workers to raise concerns

ネガティブな影響を是正するプロセスと、

自社従業員が懸念を提起するためのチャ

ネル

影響、リスク及び機会の管

理
S1-4

Taking action on material impacts on own workforce, 
and approaches to mitigating material risks and 
pursuing material opportunities related to own 
workforce, and effectiveness of those actions

自社従業員への重大な影響に対する措

置を講じ、自社従業員に関連する重大

なリスクを軽減し、重大な機会を追求す

るためのアプローチとその措置の有効性

指標及び目標 S1-5
Targets related to managing material negative impacts, 
advancing positive impacts, and managing material risks 
and opportunities

重大なネガティブな影響の管理、ポジティ

ブな影響の推進、重大なリスク及び機会

の管理に関する目標

指標及び目標 S1-6 Characteristics of the undertaking’s employees 企業の従業員の特徴

指標及び目標 S1-7
Characteristics of non-employee workers in the 
undertaking’s own workforce

自社従業員における非雇用労働者の特

徴

指標及び目標 S1-8 Collective bargaining coverage and social dialogue 団体交渉の範囲と社会対話

指標及び目標 S1-9 Diversity indicators ダイバーシティ指標

指標及び目標 S1-10 Adequate wages 適正賃金

指標及び目標 S1-11 Social protection 社会的保護

指標及び目標 S1-12 Persons with disabilities 障害者

指標及び目標 S1-13 Training and skills development indicators 研修及び能力開発指標

指標及び目標 S1-14 Health and safety indicators 健康・安全衛生指標

指標及び目標 S1-15 Work-life balance indicators ワークライフバランス指標

指標及び目標 S1-16
Compensation indicators (pay gap and total 
compensation) 報酬指標 (賃金格差と総報酬)

指標及び目標 S1-17
Incidents, complaints and severe human rights impacts 
and incidents

事件、苦情及び深刻な人権への影響及

び事件
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非財務情報開示のイニシアチブの特徴や開発状況の整理②ー2

自社従業員へのネガティブな影響の防止・緩和・是正だけでなく、ポジティブな影響を与えるプログラム

等の有効性評価の記載も求められている

出所：”[Draft] ESRS S1 Own workforce”（2022年11月）を基に作成

(a) 家族関連の休暇を取得できる従業員の割合;及び

(b) 家族関連の休暇を取得した資格のある従業員の割合、

及び男女別の内訳

(a) 法的要求事項及び/又は認められた基準又はガイドラインに基づ

く企業の健康安全管理システムの対象となる自社労働者の割合;

(b) 労働災害及び労働災害による死亡者数;

(c) 記録に残る労働災害の件数と発生率;

(d) 記録可能な労働災害の件数;及び

(e) 労働災害による労働災害死亡者数、労働災害による労働災

害死亡者数及び労働災害による労働災害死亡者数の損失日数

企業は、自社従業員に関連する重大な影響に関して、以下を記載しなければならない

(a) 自社従業員への重大なネガティブな影響を防止、緩和、又は是正するために、どのような行動が計画されているか、又は

進行中であるか

(b) 自社従業員にポジティブな影響を与えることを主な目的として実施されている追加的なイニシアチブ又はプロセス

(c) 自社従業員に成果をもたらす上で、これらの行動、プログラム、プロセスの有効性をどのように追跡し、評価するか
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非財務情報開示のイニシアチブの特徴や開発状況の整理③

社会への影響も重視するダブルマテリアリティの考え方をとるイニシアチブにも健康経営指標と共通す

る項目を含む基準や枠組み等もあるため、アプローチ先として選定することも考えられる

フレーム

ワーク

GRI CDP CDSB IIRC             SASB TCFD ISSB CSRD

設立・発足年 1997 2002 2007 2011 2011 2015 2021年11月 2024年法制化

参加機関数 4,000社以上 8,000機関以上 374社(2020年末) 1,700社以上 500社以上 1,700社以上 ー ー

目的

企業のトリプル

ボトムライン(経

済・環境・社会)

へのインパトの報

告書開示

企業の環境(気

候変動、水、森

林)への影響を認

識した活動を評

価

気候変動関連

情報をメインフ

レーム財務報告に

統合、投資家の

意思決定を支援

ビジネスモデルの

議論等を通じ、

持続的な価値創

造について説明す

る

財務的に重要(マ

テリアル)なサステ

ナビリティ情報開

示促進。77業種

の候補項目提示

気候変動に関す

るリスク、機会情

報を戦略、長期

目標等とともに開

示する

各フレームワーク

の支援を得て、

非財務情報開

示基準のグロー

バルベースライン

策定を担う

EU非財務情報

開示指令

(NFRD)の一環

として、金融機

関向けSFDRとと

もに導入

情報の受け手
マルチステーク

ホルダー
主に投資家 投資家など 長期投資家 投資家など

投資家・金融

市場参加者
投資家重視 投資家など

マテリアリティ ダブル ダブル シングル シングル シングル シングル シングル ダブル

開示媒体

GRI基準へ準拠

又は参照照した

報告書

情報開示は、有

価証券報告書

等メインフレーム

財務報告書を高

評価

メインフレーム財

務報告書(有価

証券報告書等)

での開示

IIRCフレームワーク

に基づく統合報

告書

各媒体、各種報

告書でのマテリア

リティ開示

財務報告書(有

価証券報告書

等)での開示を推

奨

法定開示(有価

証券報告書等)

前提

マネージメントレ

ポート(財務報告

書、財務年次

報告書)の開示

のみ可

開示義務

任意参加。投資

家から指名要請

されることもある

設立趣旨として、

FASB同様、制度

開示基準への採

用を目標

英国、ニュージーラ

ンド、日本(東証

プライム市場)等で

制度化

IASB同様、各

国の制度開示に

採用されることを

目標とする

2024年より、EU

域内大企業で、

開示義務化

外部レビュー、認

証、保証

GRIプロフェッショ

ナル認証プログ

ラムあり。

レビューなし～

ISAE3000まで。

スコープ1,2,3排

出量の第三者認

証・保証を求める。

メインフレーム財

務報告書での開

示前提。TCFD

等と共同でe-ラー

ニング展開など

AICPAが、公式

の統合報告

Certificateプログ

ラムを提供。

レビューなし～

ISAE3000まで。

TCFD、CDSBと

共同でe-ラーニン

グ展開など。

ガバナンス・リスク

管理は、全ての

企業に財務報告

書での開示を想

定

監査と保証のた

めの強固なフレー

ムワークを模索

(5月、ラウンド

テーブルより）

法定監査人又

は監査人による

保証義務付け。

出所：各種資料より作成

統合
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アプローチ方法の整理

健康経営が企業価値向上につながることを強く示せれば、海外でも有用な取り組み・情報開示とし

て利用価値が高まると考えられ、以下の推進策が検討されうる

◆ISSB（シングルマテリアリティ）

ISSBの会議資料によると、人的資本アジェンダでは以下の内

容が示されている

• 人的資本については、DEIが最優先アジェンダ

• 人的資本の中で、従業員の健康、安全、ウェルビーイングは

生産性向上、離職率低下、コスト削減に関連する、と言及

• SASBやCDSB、その他の既存の枠組みを継承

視点（例）

案1
指標の開示目的

（リスクマネジメント＜価値向上）

案2 指標の粒度

案3 マテリアリティ

推進策（例） 準備期間

①

価値創造ストーリーに健康経営を織り込んで開示している企業

を選出し、健康経営と企業価値向上のつながりを示す事例集

を作成。健康経営の取り組みだけでなく、企業価値へ結びつけ

る動きを促進させる。（金融庁公表「記述情報の開示の好事

例集」や「人材版伊藤レポート2.0 実践事例集」への差し込み、

独自の健康経営の開示好事例集の作成等）

～1年

②
パフォーマンス分析の結果の利用（生産性向上や株価上昇な

どのインパクト評価）
～2023/3

③
Phase1のマッピング結果より、GRIの指標に関連する具体的な

取り組みを推進するための、健康経営指標の活用方法の策定
～1年

◆ダブルマテリアリティを採用している主要イニシアチブ・基準

➢EFRAG：CSRDに基づく開示基準であるESRS草案第一弾を欧州委員会に

提出しており、健康経営指標を差し込む余地が想定されない

➢CDP：環境に特化しており、人的資本、健康経営指標を差し込む余地があ

まり想定されない

➢GRI：健康経営指標を最も多くカバーしており、GRIの指標に関連する具体

的な取り組みを推進するために、健康経営指標を活用できる可能性がある

（下記③）

健康経営を国際的な開示基準や枠組みとするための視点と推進策（例）

背景となるイニシアチブや基準の状況等
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アプローチ案の提示

視点1_指標の開示目的（リスクマネジメント＜価値向上）

価値創造ストーリーに健康経営を織り込み開示している企業を選出、健康経営と企業価値向上のつ

ながりを示す事例集を作成し、健康経営のみならず企業価値へ結びつける動きを促進させる

比較可能性

価値向上

リスク

マネジメント

独自性

既存の指標群

労働災害件数等

医療・ヘルスケア
サービス利用促進

安全衛生マネジメント
システム等導入

健康経営指標が

価値向上につながることが示せるか

出所：人的資本可視化指針

健康経営指標と国際的な基準・枠組み

とのマッピングイメージ

既存の健康・安全関連の開示項目
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アプローチ案の提示

視点2_指標の粒度／視点3_マテリアリティ

GRIが健康経営指標を最も多くカバーしているが、健康経営の設問はより詳細な内容となっているた

め、GRIの指標に関連する具体的な取り組みを推進するために活用できる可能性がある

GRI 403

開示事項数
健康経営指標

評価項目数

10 27

＞

GRI 403*

報告要求事項数
健康経営指標

設問数

28 71＜
（参考）項目レベル

◆設問レベル

健康経営度調査における認定要件は

現状の資本市場で求められる内容より

要求項目が多く設定されている

出所：経済産業省 令和3年度健康経営度調査（従業員の健康に関する

取り組みについての調査）を基に作成

健康経営指標と資本市場における指標のマッピング（一部抜粋）

GRIの指標に関連する具体的な取り組み

を推進するために、健康経営指標を活用

できる可能性がある

Phase1においてマッピングを実施し、資本市場で利用されている人的資本関連のガイダンス等

を提供しているイニシアチブのうちGRIが健康経営指標を最も多くカバーしているという結果に

＊GRI403:労働安全衛生
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Phase3 日系企業等の海外における健康経営の取り組み等に関する調査

・海外拠点における健康経営取り組みの実績がある企業へのヒアリ

ングの実施及びヒアリング結果

・日系企業海外現地法人における健康経営取り組みの事例

第四章 ー2 非財務情報開示の枠組みにおけるルールメイキング
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ヒアリング結果＜現状と課題＞

ヒアリング対象企業全体として、各国の個人情報の取り扱い、医療制度や健康保険制度、文化、健康に対する考え方などの違いから、グローバル

共通での取り組みや指標の設定についてハードルが高いと認識している。一方で、健康経営に関してグローバル全体に向けて周知・啓発し、健康増進の

取り組みについては各国、各地域で現地の状況に応じて、現地の管理のもと実施するという企業もあった

質問

No.
質問内容 ヒアリング内容要旨

1

海外拠点における健康経営の取

り組みについてホームページや統合

報告書、アニュアルレポート等に記

載の内容についてご教示ください

①取り組み内容の説明

②取り組みを行った対象者の範囲

③部署、担当者、海外拠点の担

当者 など

◆健康経営に関する認識の周知や啓発は実施しているが、取り組み自体は各国で実施している

・健康経営宣言についてグローバルへの周知・啓発は複数の企業が実施。また、行動規範の啓発活動をグロー

バル全体で実施している企業もあった

・グローバルエンゲイジメント調査については複数の企業が実施しており、働きがいやメンタル面への対応など、エ

ンゲイジメントの向上を目指し取り組んでいる

・健康経営の取り組みについては、各国・地域で現地の状況に応じた内容を現地管理のもと実施している企

業が多いが、オンラインを活用したグローバルでの健康増進の取り組みも見られた

・海外への出向者に対しては日本の法律に沿って健康診断結果のフォローアップなど国内従業員と同様の対

応をしている

・一部の企業では取り組みに関する情報の共有を実施しているが、コロナの影響により頻度が減少している企

業もあった。また、もともと情報共有していない企業もあった

・社内報により取り組みをグローバルで共有しており、参考事例としている企業もあった

・海外拠点ではメンタルヘルスへの影響要因として介護や子育て、金銭的状況に関するカウンセリングやケアに

取り組むなど、ウェルネスに総合的に取り組んでいる企業もあった

海外拠点における健康経営取り組みの実績がある企業へのヒアリングの実施及びヒアリング結果

健康経営に関する共通認識の周知・啓発、各国や地域に応じた取り組み実施は可能であるが、グ

ローバル共通の取り組み実施は個人情報や医療・保険制度、文化等の違いから難しい
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海外拠点における健康経営取り組みの実績がある企業へのヒアリングの実施

「健康経営銘柄2022」に選定された50社が開示している統合報告書やホームページなどを閲覧し、健康経営に関する海外取り組みの内容や海外

子会社等の状況を総合的に判断し、数社をヒアリング対象企業として選定、ヒアリングを実施した
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健康経営に関する共通認識の周知・啓発、各国や地域に応じた取り組み実施は可能であるが、グ

ローバル共通の取り組み実施は個人情報や医療・保険制度、文化等の違いから難しい

質問

No.
質問内容 ヒアリング内容要旨

2

1の取り組みに関し、外部からの評価向

上による海外からの投資や人材獲得、生

産性の向上につながった内容など、具体

的に効果があった点やメリット等をご教示

ください。また、海外固有の視点として効

果があった点やメリット等をご教示ください

◆取り組みによるメリットを享受しているとの実感が乏しい

・国内や、海外への出向者に関しては一定程度改善や効果を認識しているが、海外では取り組みがそ

れぞれの国や地域での実施でありメリットはあまり認識できていない

・健康経営に関して定量的な影響の把握までは至っていない

3

1の取り組みに関し、海外固有の状況と

して難しかった点やデメリット等をご教示く

ださい

◆グローバル共通の取り組みは個人情報の取り扱いや健康保険制度の違いにより難しい点もある

・健康に関する情報は個人情報の取り扱いになる（特に欧米）

・医療や健康保険制度が異なる

・健康は個人で管理するべきものとの考えられており、健康に対する考え方（文化）が異なる

4

海外拠点における法律や制度 、宗教や

文化等の違いにより展開が難しい国はあ

りますか

◆欧米や新興国での取り組みはハードルが高い

・ヨーロッパ、アメリカは特に個人情報保護の観点が根強い

・アメリカは健康や医療について個人主義、個人の責任との文化であり定期健康診断などの義務化は

難しい

・新興国では健康への取り組み自体が未発達

5
今後新たに予定している取り組み等はあ

りますか

◆自社の取り組みをさらに進展させようと様々な検討を試みていた

・グループ全体での健康経営に関する認識・取り組みを推進予定の企業もあるが、方針のみ共通とし、

取り組みは各国、地域の状況に応じて現地での運用とする

・コロナによるオンライン化が進み、動画やアプリの活用などグローバルでの取り組みの展開を予定

・健康経営を社会価値創造に寄与するビジネス機会と捉え、健康経営の取り組みが業績に与える影

響を定量化し、目標を設定したい

海外拠点における健康経営取り組みの実績がある企業へのヒアリングの実施及びヒアリング結果

144
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日系企業海外現地法人における健康経営取り組みの事例①

富士フイルムホールディングス株式会社では、「富士フイルムグループ健康経営宣言」をグローバルのすべ

ての会社に周知し、各国、各地域の文化や習慣などに合わせて活動を推進している

生活習慣病対策として、「7つの健康行動」をグローバル展開している

中国語版 英語版

日本語版

• 2019年度から、米国、欧州、中国、

アジア・パシフイックの健康推進担当

者とも定期的なコミュニケーションをス

タートした

• グローバル従業員に対して、各国ごとの

医療制度や習慣等、実情に合わせた

健康増進施策を実施している

出所：健康経営の主な取り組み | 富士フイルムホールディングス (fujifilm.com)サステナビリティレポート2022 P108、111

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

https://holdings.fujifilm.com/ja/sustainability/activity/health/priority-issue-5/effort
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日系企業海外現地法人における健康経営取り組みの事例②

コニカミノルタ株式会社ではグローバル従業員意識調査を実施し、働きがいとチャレンジ意欲（エンゲイ

ジメント）が感じられる職場環境の保持を目指し、エンゲイジメントのさらなる向上に取り組んでいる

従業員にとって「働きがいとチャレンジ意欲

（エンゲイジメント）」が感じられる職場環

境を保つことを目指して、全世界の従業員

を対象にした仕事・職場に対するGES

（Global Employee Survey：グローバル

従業員意識調査）を行っている

出所：ヒューマンキャピタル - サステナビリティ | コニカミノルタ (konicaminolta.jp)

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

全世界の従業員を対象にしたグローバル従業員意識調査を実施し、エンゲイジメント向上を目指している

https://www.konicaminolta.jp/about/csr/social/human-capital/index.html
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日系企業海外現地法人における健康経営取り組みの事例③

株式会社アドバンテストでは、オンラインを活用したグローバルでの健康増進取り組みを実施しており、

健康的な職場づくり推進企業として、中国子会社が中国国内の優秀実践賞を受賞した

世界の従業員の健康と元気な職場環境を応援する健康増進イベント「オンライン健康カーニバル (Online Well-

being Carnival)」を世界8拠点で開催し、グローバルで健康増進に取り組んでいる

オンライン健康カーニバル (Online Well-being Carnival)

は、コロナの影響でテレワークが増え、世界中の従業員の

生活環境が大きく変化したことをきっかけに中国の従業員

が提案し、世界８拠点のESG推進メンバーたちが協議し

て実施。イベントは、社内で行っている健康活動に参加す

る、アプリで体重管理、机に植物を置く、スポーツを始める

等、誰もができる小さなアクションを従業員が楽しみながら

実行し、それを社内SNS「My LIFE.ON.」に投稿してシェア

するという内容。その結果「スポーツを頑張っています」など

たくさんの活動・投稿が各国から寄せられ、従業員の心と

体の健康増進に役立った

全従業員の自宅に健康グッズのパックを配布したのち、従業員が自宅でのエクササイズの

様子をそれぞれ写真やビデオに収め、EWCのフェイスブックに投稿して皆で楽しむ。多くの

方が積極的に参加し、写真や動画をシェアしたことにより、困難な時期においても互いに

つながり励まし合うことができた

Advantest Taiwan Inc.（ATI）では、「おうちでオリンピック大会」イベントを開催し、

テレワーク環境中のメタボを予防している

バスケットボールを楽しむ従業員
オンライン健康カーニバル告知

のポスター

出所：健康経営の推進 | サステナビリティ | 株式会社アドバンテスト (advantest.com)

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

https://www.advantest.com/ja/sustainability/society/hpm.html
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日系企業海外現地法人における健康経営取り組みの事例④

オムロン株式会社では、健康づくりに関するグループ共通の定量目標「Boost 5」（運動、睡眠、メン

タルヘルス、食事、タバコ（禁煙）の５項目）を設定し、グローバルで国柄を反映した取り組みを実

施している

オムロン中国では毎年「Boost５」への取り組み目標と達成度を定量的に評価してい

る
オムロン中国では、毎年健康づくりに関するセミナーや、

全従業員対象のウォーキング活動、歩数計・アプリによ

るカロリー消費check-in活動などを取り組みを実施し、

「Boost５」への達成度を定量的に把握している。2021

年度の実績として、健康経営の推進度は89.2％（前

年度＋4.4p）を達成し、「Boost5」の達成度は

49.4％（前年度＋4.1p）となった

アメリカの「サマーウェルネスチャレンジ」プログラムは、社員それぞれが運動に関連した

目標を立て、自ら実施した様子を社内SNSに投稿するというものである。具体的な

目標としては「1日５kmのウォーキング、ランニングをする」といったものがあり、実施に

あたっては運動習慣の定着にとどまらず、「アクティブに、健康で、社員同士のつなが

りを深める」ことをコンセプトとしている。実際に数多くの社員がそれぞれの運動の様

子をサイトに投稿し、参加者からは、「コロナ禍でも、みんなが元気で過ごしている様

子を知ることができ、つながりを感じられて嬉しいです。」といった声があった

Boost5取り組みとして、アメリカでは「サマーウェルネスチャレンジ」プログラムを実施し、

従業員の運動習慣定着を促進している

出所：人才-挑战价值创造的各式人财培养、价值链中的人权尊重 (omron.com.cn)

出所：活力に満ち溢れ、イノベーションの創出を支える健康経営 | オムロン | EDGE&LINK 切り拓く、未来を創る。 (omron.com) 

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

https://www.omron.com.cn/csr/talent.html
https://www.omron.com/jp/ja/edge-link/news/274.html
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日系企業海外現地法人における健康経営取り組みの事例⑤

協和キリン株式会社では日本、APAC、北米、EMEAの４つの地域ごとに、各地域に応じた従業員の

健康に関する取り組みを実施している

出所：アニュアルレポート2021 (kyowakirin.com) P45

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

【北米】 COVID-19の影響による従業員の心

身の健康を重要視し、2021年5月に「リカバ

リーデー」として休暇を設ける とともに、メンタル

ヘルス啓発月間に合わせ、会議中のストレッ

チ休憩、ビデオ オフのウォーキングミーティング、

Cortana（個人の生産性を高めるMicrosoft 

のアシスタントツール）を導入。また、

Gympass（企業向けフィットネ スプラット

フォーム）の導入、well-beingアプリの活用、

カウンセリングサポー ト、ウォーキングチャレンジ、

ヘルシーセルフキャンペーンを通して、ウェルネ ス

の認知度向上を図り、人と人の繋がりをさらに

強くする支援している

【EMEA】 ソーシャルアクティビティやチームでのチャレンジ

により、従業員同士の一 体感を保ち、従業員とその

家族が精神的、身体的にウェルビーイングの状態を維

持できるよう支援。2020年の運動企画「Race to 

Dubai」が好評で、2021年2月に発展版である

「Vendee Globe」を実施。 従業員が行うアクティビティ

には、運動だけでなく瞑想やマインドフルネスも含まれ、

一丸となって取り組んでいる

【APAC】 在宅勤務が続く従業員に感

謝の意を表するため、COVID-19ケア

パック、シ ンガポールナショナルデーパック、

中秋節の月餅、クリスマスクッキーを自

宅へ。また、従業員のメンタルヘルスのた

めにウェビナーを開催し、苦境を乗り超え

逆境からすぐに回復するレジリエンスの力

やマインドフルネスの 基本原則について、

学ぶ機会を提供

日本では協和キリングループ Wellness 

Action2025として健康経営の取り組みを実

施し、グループ内にも発信しているが、取り組

みについては地域ごとに、状況に応じて実施

されている

https://ir.kyowakirin.com/ja/library/annual/main/01/teaserItems1/00/linkList/0/link/ar2021_jp4.pdf
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日系企業海外現地法人における健康経営取り組みの事例⑥

株式会社島津製作所では、健康に関する重点取り組み事項として運動、食事、睡眠、メンタルヘル

ス、禁煙の5項目を設定し、運動に関しては世界各国のグループ会社に運動動画を配信し、グループ

全体での健康意識の啓発に努めている

「運動」に関する取組みとして、オンデマンド型の運動動画を国内及び海外の島津グループ社員向けに配信している

島津製作所では社員の健康維持、新進の健康増進、

治療と仕事の両立を目的に据え、運動、食事、睡眠、

メンタルヘルス、禁煙の5項目を重点取り組み事項に設

定し、従業員の健康管理に注力している。

『ミル・ミル・Genki SHIMADZUのトクイワザ「ミル」 健

康を「ミル」ことで、働く仲間をGENKIにします！』として、

５つの重点取り組み事項ごとに取り組み内容を開示し、

運動についてグローバルでの取り組みを実施している

出所：島津製作所の健康経営 | 運動に関する取り組み － ミル・ミル・Genki | 島津製作所 (shimadzu.co.jp)

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

健康増進イベントの実施

体力を“ミル”。毎週水曜日を「ヘルスケアデー」とし、就業後に健康

維持・増進のための様々なイベントを実施。

9月から11月は健康増進イベント期間として、体力測定会やヨガな

ど、カラダを動かすイベントで汗を流している。新しい働き方として定

着しつつあるテレワーク。国内および海外の島津グループ社員の運動

不足解消にオンラインで体幹トレーニングやヨガレッスンを配信。また、

弊社硬式野球部トレーナー監修のストレッチ動画には野球部員が

参加し、日々のトレーニングを島津グループ社員向けに紹介している

https://www.shimadzu.co.jp/mirumiru-genki/sports/
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日系企業海外現地法人における健康経営取り組みの事例⑦

株式会社商船三井では、連結グループ全体として社員の健康管理に取り組んでおり、海外出向者等

も対象に健康維持・増進の啓発や取り組みを進めている

連結グループ全体で健康に関する取り組みを実施している

出所：健康経営 | サステナビリティ | 商船三井 (mol.co.jp)、MOL REPORT 2022 P.50

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

長時間労働者に対する面談・指導

海外出向者については、毎月、勤務状況に関するアンケートを実施し

ており、回答内容から必要と判断される場合には、保健師が必要な

健康上のアドバイスやフォローアップを実施している

健康診断結果のフォローアップ

本社勤務の社員のみならず、海外出向者、国内の出向者、海上勤

務者すべての社員の健康診断の結果を産業医が確認し、再検査、

治療の必要な社員に対してのフォローアップも徹底している

サステナビリティ課題の１つである『人の活躍と地域社会の発展（Human＆Community）』において、健康経営をテーマに挙げており、海外出向

者等を含む取り組みの実施を開示している

https://www.mol.co.jp/sustainability/human/health/
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調査の概要

既存のヘルスケア産業の分類について整理し 、 これまでのヘルスケア産業政策によって生じた市場の

変化等について分析を行った

ヘルスケア産業の市場変化及び展望に関する調査

調査の目的

◼ 顕彰制度の輸出と健康経営関連製品サービスの展開先及びアプローチ方法の示唆及び提案既存のヘルスケア産業の分類に

ついて俯瞰的に整理した上で、これまでのヘルスケア産業政策によって生じた市場の変化等について分析を行うとともに、その

結果を踏まえ、今後の政策立案において重点を置くべき領域について検討を行う。

調査期間 ◼ 令和4年11月～令和5年2月

調査対象

◼ ①既存のヘルスケア産業の市場分類についての整理。

◼ ②①を踏まえた ヘルスケア産業の市場規模の推移についての分析。

なお、 ①の マッピングと 組み 合わせ、 市場分類や 市場規模の変化が視覚的に分かりやすい図を作成する 。

◼ ③①及び②を踏まえた今後のヘルスケア産業の展望についての分析。 具体的には、新たな需要創出策と供給支援策を一体

的に検討する観点から、今後の成長が見込まれる、あるいは成長を促したい領域について検討する 。

調査方法
◼ ヘルスケア産業全体の市場規模の時点修正及び各分野における市場規模の推計

◼ ヘルスケア産業政策において、今後の市場成長見込みのある分野での現状の課題整理及び打ち手の検討

調査内容

◼ 対象とするヘルスケア産業の範囲を令和2年度調査を参考に設定

◼ 本事業にて推計する項目を設定

◼ 市場規模推計方法の検討

◼ 各分野及びヘルスケア産業全体の市場規模推計

◼ ヘルスケア産業施策をもとに、施策効果を数値化

◼ 市場規模推計を可視化できる表の作成

◼ 2050年のヘルスケア産業市場規模50兆円達成方法の検討
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アプローチ
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調査ステップ

既存のヘルスケア産業のサービス俯瞰を行い、ホワイトスペース分析等、今後の重点領域の

検討を行った

✓ 目的と概要

既存のヘルスケア産業の分類について俯瞰的に整理した上で、これまでのヘルスケア産業政策によって生じた市場の変化等について分析を行うととも

に、その結果を踏まえ、今後の政策立案において重点を置くべき領域について検討を行う。

✓ ポイント

サービス俯瞰は、サービス領域×ビジネスモデル（BtoB, BtoBtoC, BtoC等）のマップ化を行い、市場の成熟度のヒートマップを重ね合わせて、ホワイトス

ペースの分析を行う。

さらに、市場規模算出は、算定の前提条件を整理することで、手戻りの少ない推計を行う。

アプローチ

Step1

フレーム検討

Step2

分類・可視化

Step3

推計方針

Step4

市場規模推計

• 市場規模推計の前提

条件整理

• 前提の確認

• 前提でのプレ算定

• プレ算定の検証

• 前提条件の整理

• 前提の書出、算出

• トレンド調査

• 市場規模推計算出

• 市場規模推計の検証

• 市場規模推計に関する

有識者ヒアリング

• 調査目的と調査項目の

整理、調査設計

• アウトプットをイメージした

フレームの検討

• フレームに基づき調査デ

ザイン、調査実施

• フレーム落とし込み

• リデザイン、リマップ化

Step5

リデザイン

• サービス俯瞰のMap化、

デザイン

• 市場規模のヒートマップ

化

• トレンド情報とのサービス

俯瞰図の重ね合わせ

• リデザイン

Step6

調査結果のまとめ

• ホワイトスペース分析

• ToBeソリューション案の

検討

• ToBeソリューションの有

識者ディスカッション

• まとめ

①既存のヘルスケア産業の市場分類 ③今後のヘルスケア産業の展望

②市場規模の推移について分析

155



156 令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

市場規模推計
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各市場分野の主な商品・サービス及び市場規模の推計

157

健康保持・増進に働きかけるもの
2021年

19兆2,230億円

2050年

57兆6,355億円

2050年

887億円
知

2021年

248億円

2050年

3兆6,752億円
測

2021年

1兆191億円

2050年

3兆7,212億円

健康経営を

支える

サービス

2021年

6,610億円

2050年

8兆2,860億円
食

2021年

3兆2,951億円

2050年

2兆6,345億円
運動

2021年

1兆531億円

2050年

1,847億円
睡眠

2021年

1,576億円

2050年

ー億円
衣

2021年

ー億円

2050年

6兆6,068億円
予防

2021年

4,764億円

2050年

12兆6,946億円
遊・学

2021年

3兆1,050億円

2050年

2兆4,447億円
癒

2021年

1兆599億円

2050年

4,232億円
住

2021年

1,152億円

2050年

1兆2,499億円
機能補完

2021年

3,175億円

2050年

15兆6,258億円
民間保険

2021年

7兆9,383億円

✓ ヘルスケア関連書籍・雑誌、アプリ・サービス※1 ✓ 衛生用品、予防接種

✓ 検査・検診サービス※2、計測機器等
✓ 健康志向旅行・ヘルスツーリズム

✓ 検診事務代行、メンタルヘルス対策等
✓ エステ・リラクゼーションサービス等

✓ サプリメント・健康食品、OTC・指定医薬部外品等

✓ フィットネスクラブ、フィットネスマシン等

✓ 機能性寝具等

✓ 健康機能性衣服等※4

✓ 健康志向家電・設備等

✓ 眼鏡、コンタクトレンズ等 ※3

✓ 第三保険

患者/要支援・要介護者

の生活を支援するもの

2021年

5兆6,255億円

2050年

18兆9,245億円

2050年

1,736億円

患者向け

商品・サービス

2021年

512億円

2050年

13兆349億円

要支援・要介護者

向け商品・サービス

2021年

5兆3,343億円

2050年

5兆7,159億円

疾患・介護共通

商品サービス

2021年

2,399億円

✓ 病者用食品※5 等

✓ 介護用食品、介護住宅、福祉用具 等 ※6

✓ 高齢者向け食事宅配サービス

※1 患者/要支援・要介護者向けサービスとの切り分けが困難であり一体として推計

※2 自治体/企業等の補助を含む

※3 公的保険との切り分けが困難であり一体として推計

※4 ウェアラブル端末やフィットネス市場における機能性衣料と重複があり切り分け

が困難であるため推計していない

※5 施設向け/個人向けの区分が困難であり一体として推計

※6 介護保険費を除く

ヘルスケア産業全体
2021年

24兆8,485億円

2050年

76兆5,599億円
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政策効果の数値化
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今回調査におけるヘルスケア産業の定義

今回調査では、以下のとおりヘルスケア産業を定義した

◼ 公的医療保険・介護保険の外にあって、患者/要支援者・要介護者の生活を支援することを目的とするもの

◼ 個人が利用・享受するサービスであり、健康保持や増進を目的とするもの

◼ 健康や医療、介護に関わる産業 のうち

ヘルスケア産業の定義

◼ 知分野（ヘルスケア関連書籍、ヘルスケア関連アプリ・サービス 等）

◼ 測分野（計測機器、検査・検診サービス 等） 等

◼ 患者向けサービス分野（病者用食品、重症化予防・制度外保健指導 等）

◼ 要介護・要支援者向け商品・サービス分野（福祉用具、ロボット介護機器 等） 等



ヘルスケア産業の概念図

公的医療保険・介護保険

健康経営
検診事務代行、メンタ
ルヘルス対策等

遊・学
ヘルスツーリズム

（健康志向旅行） 運動
フィットネスクラブ、フィッ

トネスマシン等

予防
衛生用品、予防接

種等

食
サプリメント・健康食品、
OTC・指定医薬部外品等

知
ヘルスケア関連書籍・雑
誌、アプリ・サービス等

測
検査・検診サービス、計

測機器等

癒
エステ・リラクゼーション

サービス等

睡眠
機能性寝具等

住
健康志向家電・設備等

機能補完
眼鏡、コンタクトレンズ等

民間保険

要支援・要介護者向け
商品・サービス

介護用食品、介護住宅、福祉用具等

患者向け
商品・サービス
病者用食品等

疾患/介護共通
商品・サービス

高齢者向け食事宅配サービス等

推計対象

健康保持や増進を目的 患者/要支援・要介護者の生活支援を目的
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ヘルスケア産業の概念図

今回調査では、以下のとおりヘルスケア産業の概念を定義した



B B B B

AAAA

1.0
PHR

関連市場

年平均

成長率推計
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今回調査における市場推計方法の概略

市場の成長率をベースとしつつ、政策要因や各商品・サービス市場成長の飽和（頭打ち）
を考慮し推計した

2022年市場規模
2021年

市場規模

1.0642
健康経営

関連市場

年平均

成長率推計

1.0582
PHR

関連市場

年平均

成長率推計

健康経営 PHR 研究開発
スタート

アップ支援

「研究開発

の成長率」×

各分野の市

場規模

「スタートアッ

プ支援の成

長率」×各

分野の市場

規模

当該市場

CAGR

過年度推計

における

当該市場の

CAGR

2018-2030

※ ヘルスケア産業全体の市場成長率から大きく乖離している商品サービス分野については、市場レポートや類似商品・サービスの成長カーブを参考に、市場成長の飽

和（頭打ち処理、CAGRの補正を実施）

※ 健康経営及びPHRの係数計算について、関係する商品・サービスや公的統計の動向を踏まえ、成長カーブの頭打ちを設定し、市場形成から頭打ちまでと同期

間で係数1まで減衰計算

1.0
健康経営

による政策効

果係数処理を

しない場合

研究開発の

加算なし

スタートアッ

プ支援の

加算なし

or or or or



令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）162

推計例（ヘルスケア関連アプリ・サービス）

市場の成長率をベースとしつつ、政策要因や各商品・サービス市場成長の飽和（頭打ち）
を考慮し推計した

241.07億円

2022年市場規模
1.0642 1.0582

健康経営 PHR

研究開発

スタート

アップ支援
0.025×241.07億円

当該市場

CAGR

1.0845

295.20億円
2023年市場規模

0.0033×241.07億円

2022年計算イメージ



政策係数処理なし, 266,829 
政策係数処理なし, 305,646 

政策係数処理なし, 469,665 

政策係数処理なし, 607,910 
PHRの推進による増加, 13,479 

PHRの推進による増加, 35,881 

PHRの推進による増加, 64,562 

PHRの推進による増加, 75,677 

健康経営の推進による増加, 13,835 

健康経営の推進による増加, 38,642 

健康経営の推進による増加, 70,278 

健康経営の推進による増加, 82,012 

2025 2030 2040 2050

政策係数処理なし PHRの推進による増加 健康経営の推進による増加
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ヘルスケア産業の市場規模推計と政策効果

ヘルスケア産業は、2050年に約77兆円まで市場規模が拡大するが、そのうち15.7兆円が健
康経営/PHR政策の影響による上昇と推計される

単位：億円

健康経営とPHRによる増加規模

765,599



予防,2.5%, 4,777 予防,2.9%, 6,458 予防,3.9%, 9,735 
予防,8.7% ,23,076 

予防,14.9% ,66,068 
民間保険,42.0% ,79,522 民間保険,38.1%, 88,549 

民間保険,33.9% ,99,994 

民間保険,29.3%, 126,721 

民間保険,27.7%, 156,258 

遊・学,15.7%, 29,778 
遊・学,17.9% ,40,960 

遊・学,20.1%, 60,657 

遊・学,22.8%, 106,779 

遊・学,21.0% ,126,946 

食,17.4% ,32,996 

食,16.2%, 40,837 

食,5.1%, 54,087 

食,11.3%, 76,192 

食, 9.3%,82,860 

運動,5.0%, 9,522 

運動,6.2% ,10,528 

運動,7.2, 17,370 

運動,7.0%, 23,310 

運動, 6.1%,26,345 

測,5.1%, 9,624 

測,6.3%, 14,854 

測,7.3% ,22,703 

測,6.7%, 32,857 

測, 5.8%,36,752 

知,0.1% ,267 

知,0.2% ,446 

知,0.3%, 770 

知,0.2%, 819 

知, 0.2%,887 

健康経営関連,3.4%, 6,397 

健康経営関連,4.1%, 9,482 

健康経営関連,5.1%, 14,811 

健康経営関連,6.98% ,29,544 

健康経営関連, 7.1%,37,212 

2020 2025 2030 2040 2050
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ヘルスケア産業の市場規模推計と分野別割合

（健康保持・増進に働きかけるもの）

ヘルスケア産業のうち健康保持・増進に働きかけるものについて、2050年に向けて、健康経
営を支えるサービス及び予防の占める割合が増加する

その他の分野 その他の分野 その他の分野 その他の分野

単位：億円

その他の分野

576,355



睡眠,0.8, 1,580 睡眠,0.7%,1,634 睡眠,0.6%, 1,695 睡眠,0.4%, 1,767 睡眠,0.3%, 1,847 

住,0.6%, 1,120 住,0.7%, 1,593 住,0.8%,2,346 

住,0.8%, 3,794 住,0.7%, 4,232 

癒,5.6%, 10,575 癒,5.0% 11,619 
癒,4.4%, 13,214 

癒,4.0% 17,681 癒,4.2%, 24,447 

機能補完,1.7% 3,158 機能補完,1.7%, 3,889 機能補完,1.7%, 4,974 

機能補完,1.8% 7,875 
機能補完,2.2% 12,499 

予防,2.5%, 4,777 予防,2.9%, 6,458 

予防,3.9%, 9,735 

予防,8.7% ,23,076 

予防,14.9% ,66,068 民間保険,42.0% ,79,522 
民間保険,38.1%, 88,549 

民間保険,33.9% ,99,994 
民間保険,29.3%, 126,721 

民間保険,27.7%, 156,258 

遊・学,15.7%, 29,778 
遊・学,17.9% ,40,960 

遊・学,20.1%, 60,657 

遊・学,22.8%, 106,779 

遊・学,21.0% ,126,946 

食,17.4% ,32,996 

食,16.2%, 40,837 

食,5.1%, 54,087 

食,11.3%, 76,192 

食, 9.3%,82,860 

運動,5.0%, 9,522 

運動,6.2% ,10,528 

運動,7.2, 17,370 

運動,7.0%, 23,310 

運動, 6.1%,26,345 

測,5.1%, 9,624 

測,6.3%, 14,854 

測,7.3% ,22,703 

測,6.7%, 32,857 

測, 5.8%,36,752 

知,0.1% ,267 

知,0.2% ,446 

知,0.3%, 770 

知,0.2%, 819 

知, 0.2%,887 

健康経営関連,3.4%, 6,397 

健康経営関連,4.1%, 9,482 

健康経営関連,5.1%, 14,811 

健康経営関連,6.98% ,29,544 

健康経営関連, 7.1%,37,212 

2020 2025 2030 2040 2050

令和4年度ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）

ヘルスケア産業の市場規模推計と分野別割合

（健康保持・増進に働きかけるもの）

ヘルスケア産業のうち健康保持・増進に働きかけるものについて、2050年に向けて、健康経
営を支えるサービス及び予防の占める割合が増加する

単位：億円

576,355
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ヘルスケア産業の市場規模推計と分野別割合

（患者/要支援・要介護者の生活を支援するもの）

ヘルスケア産業のうち患者/要支援・要介護者の生活を支援するものについて、2050年に
向けて、疾患・介護共通商品・サービスの占める割合が上昇する

患者向け商品・サービス,0.9%, 514 患者向け商品・サービス,0.9%, 603 患者向け商品・サービス,0.9%, 787 患者向け商品・サービス,0.9%, 1,356 患者向け商品・サービス,1.1%, 1,736 

要支援・要介護者向け商品・サービス

,95.3% ,51,925 

要支援・要介護者向け商品・サービス

,92.6% ,57,928 

要支援・要介護者向け商品・サービス

,88.2% ,65,964 

要支援・要介護者向け商品・サービス

,79.9% ,106,093 

要支援・要介護者向け商品・サービス

,80.0% ,130,349 
疾患・介護共通商品サービス

,3.8%, 2,078 

疾患・介護共通商品サービス

,6.5%, 4,763 

疾患・介護共通商品サービス

,10.8%, 11,062 

疾患・介護共通商品サービス

,19.1% ,46,641 

疾患・介護共通商品サービス

,18.9%, 57,159 

2020 2025 2030 2040 2050

189,245 

単位：億円
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2050年のヘルスツーリズム

ヘルスツーリズムのうち、利用者の行動変容を促し旅行後の継続的な取組につながるもの
が、市場の継続的な維持拡大につながると考えられる
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ヘルスツーリズムの市場規模と政策効果

政策効果係数なし 健康経営の政策効果係数を考慮した場合の上昇分

単位：億円• 健康・未病・病気の方、また老人・成人から子供まで

すべての人々に対し、科学的根拠に基づく健康増進

（EBH:Evidence Based Health）を理念に、旅を

きっかけに健康増進・維持・回復・疾病予防に寄与す

るもの

• 旅行という非日常的な楽しみの中で、旅行中のトラブ

ルを回避したり、健康回復や健康増進を図るもの

• 旅行後も健康的な行動を持続することにより、豊かな

日常生活を過ごせるようになること

ヘルスツーリズムの
定義

※ 出典：NPO法人日本ヘルスツーリズム振興機構

ヘルスツーリズムの
分類

※ 出典：NPO法人日本ヘルスツーリズム振興機構

◼ 健康経営の政策効果が期待されるものとして、マスツーリズム型の健

康増進を目指すものを想定

利用者の行動変容

につながる

◼ ヘルスツーリズム × 行動変容 の事例

ウォーク・ア・マイル（飛鳥II 船上プログラム）

インストラクターから歩き方の説明を受けたあと、デッキから見える風景や

船の説明など受けながら正しい姿勢でウォーキングを行う

下船後もウォーキングの楽しさ、爽快感を身近に感じることができ、持続

可能なプログラムとして日々の生活に取り入れることが目標

旅行後も

健康増進の取組を

継続

継続的な市場規模

の維持・拡大
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2050年のフィットネスクラブ市場

単位：億円

フィットネスクラブ
市場の分類

• 従来のフィットネスクラブ市場においては、運動機能向

上が多かったが、近年ニーズが多様化し、24時間ジム

やパーソナル型ジム等はコロナ禍でも店舗数が維持・増

加している

• フィットネス先進国である米国では、「フィットネスクラブ

と自宅ワークアウトの共存」、「コストパフォーマンス重

視」、「VRの登場」、「インドアサイクルブームの再燃」、

「ウェルネスブームは継続」等がフィットネスクラブの成長

トレンドとなっている

フィットネスクラブ
市場の現状
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フィットネスクラブの市場規模と政策効果

政策効果係数なし 健康経営の政策効果係数を考慮した場合の上昇分

◼ 健康経営の政策効果が期待されるものとして、個人の状況にあわせ

たパーソナル型、エンターテインメント性を備えたものを想定

パーソナルプラン、エ

ンターテインメント性

による継続

◼ VR、ARを活用したフィットネス

• バーチャルトレーナーとの継続的トレーニング

• 実際の風景を走っているような体験のランニング、バイクトレーニング

◼ コミュニケーションによる継続支援

運動の習慣化
継続的な市場規模

の維持・拡大

フィットネス市場ではAR/VR等の技術革新と共に新しい運動のサービスが展開が進んでいる


